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は じめに

平成16年 度 の 「データベース の個 人情報保護 に関す る調 査研 究委員会 」 は、前年度 の

基礎 調査 を土 台 に、特 に個人情 報 を含む代表 的な商 品であ る「企業情 報デ ー タベース 」、「人

物情 報デ ー タベー ス」 に焦点 をあ て、 これ らを扱 う事業 者の実態調 査 や事例研 究 を行い、

業界 と しての 法令順守 上の課 題抽 出 と対応 策 の検 討に努 めた。事例 には、デ ー タベ ースの

顧客 企業 に生 じる義務 や、オ プ トア ウ ト条 項 に基 づ き第 三者提供 を行 う際 の問題点 な ど、

個 人情報保 護 法全 面施 行後 に対応 が必要 となる様 々な論 点が取 り上げ られ、活 発 な討議 が

行 われ た。そ の過程 では、 プロデ ューサー、デ ィス トリビュー ター等 の業態 に よ り個 人情

報 の取扱 い方 は異 な り、事業 者の意識 や対応体 制 にも差 異が ある とい う現状 も明 らか とな

った。

今 回 の 「デー タ ベース プロデ ュー サー個 人情報 保護 ガイ ドライ ン(修 正 案)」 で は、 プ

ロデ ュー サー を主 な対象 に、 これ らの実 態調査 や事例研 究か ら得 られ た知見 を織 り込み、

実務 に資 す る指 針 とするこ とを心 がけた。一方 デ ィス トリビュー ター につ いては、 その多

様 な事業形 態 な どを考慮 し、 なお詳細 な検 討が 必要であ るが、 本人か らの 自己デ ータ開示

等 の求め に対 して プ ロデューサー と連携 して対応 す ることの推 奨な ど部分 的 に規定 を行 っ

た。 デー タベ ースサー ビス事業 にお ける個 人情 報保護 の実効性 を一段 と高 め るため、デ ィ

ス トリビュー ター の責務 を よ り明確化 し、 ガイ ドライ ンに盛 り込む こ とが次年度 の大 きな

課題 であ る。

委 員会で は、 法施行 に伴 い企業 経 由の個 人情 報の取得 が困難 に なる、 あ るい は本 人か ら

の提供 停止 の 求め によ りデータベー スの歯 抜 けが広が り商品性 が低下 す る、ひ いては経済

ヘ マイナ スの 影響 を与 える ことへの懸念 が示 され た。一方で、 人物情 報デ ー タベ ース に掲

載 され る本 人 の意識 を調査 した結果、氏 名 ・社 名 ・役職 名等 の勤務先 に関す る情 報 につ い

ては、 企業 役 員の大多数 か ら 「提供 されて も構 わ ない」 との 回答が得 られてお り、業界 と

して は、デ ー タベー スに掲載 され る個 人情 報の 十分な保 護 をはか りつつ、 その有 用性 を訴

えて行 くこ とも また今後 の課題 とされ た ところであ る。

周知 の通 り、来 月か ら全 面施 行 となる個 人情報 保護 法は、民 間部 門の規 制 を必要最 小限

と してい るた め、業界 団体 や事業 者 の 自主的 な規律 に期 待す るところが大 きい。個人情報

の流通 に深 く関わ るデ ータベースサー ビス業界 に と り、その保 護 に真摯 に取 り組 むこ とが、

国民 の信 頼 へ とつな がって行 こ う。この よ うな状 況 に鑑み て、「デー タベー ス プ ロデ ューサ

ー個人情 報保 護 ガイ ドライ ン(修 正 案)」 が、各 事業者及 び業 界 団体 の努 力 に よ り、常 に見

直 され、 よ り良 い もの とな り、社 会へ寄与 して い くことを期待 したい。

最後 に、 ア ンケー トにご回答 いた だいた方 々をは じめ、多忙 なお仕 事 の 中で 当委員会 の

活動 に ご参加 頂 いた委 員の方 々並 び にご支援 ご指 導 をいただ いた経済 産業 省 な ど関係者 の

皆様 に心 よ り感謝 の意 を表 します。

平成17年3月

データベースの個人情報保護に関する調査研究委員会

委員長 高芝利仁
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1委員会活動の概要】

1.委 員会の構成

平 成16年 度 デー タベ ース の個 人情 報 保 護 に関する調査研究委員会 名簿

(敬 称 略)

委 員 長 高 芝

委 員 河 本

〃 鈴 木

ノノ 鈴木

ノノ 関本

〃

〃

〃

〃

〃

〃

オフ"サ"一 八"一

ノノ

ノノ

ノノ

西岡 信佳

平井 邦造

真柄 秀明

森岡 浩

和田 昌樹

武田 貞生

太田

利仁 高芝法律事務所 弁護士

司 日本データベース協会 事務局長

正朝 ニフティ(株)情 報セキュリティ推進室 課長

良平(株)帝 国データバンク 取締役企画部長

貢(財)日 本情報処理開発協会

プライバシーマーク推進本部次長

プライバシーマーク事務局長

(株)日立情報システムズ 法務部 主任

(株)ジー ・サーチ 取締役 事業推進本部長

(株)東京商工リサーチ 常務取締役 社長室長

日外アソシエーツ(株)編 集局データベース編集部長

(株)ダイヤモンド社 情報サー ビス局 局長

(財)データベース振興センター 専務理事

克良 経済産業省 商務情報政策局

情報経済課 係長

森川 淳 経済産業省 商務情報政策局

情報経済課

木島 暢夫 経済産業省 商務情報政策局

情報処理振興課 係長

山田 和伸 経済産業省 商務情報政策局

情報処理振興課 係長
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山田

デー タベースの個人情報保 護 に関する調査研究

ワー キンググループ名簿

(敬 称 略)

高芝法律事務所 弁護士

ニフティ(株)情 報セキュ リテ ィ推進室 課長

(株)帝 国データバンク 企画部経営企画課

日本データベース協会 事務局長

(株)東 京商エ リサーチ 取締役 業務本部長

(株)日 立情報システムズ 法務部 主任

(株)ジ ー ・サーチ 取締役 事業推進本部長

(株)ダ イヤモン ド社 企業情報編集部 編集長

口外アソシエーヅ(株)編 集局データベース編集部長

(財)デ ータベース振興センター 専務理事

克良 経済産業省 商務情報政策局

情報経済課 係長

淳 経済産業省 商務情報政策局

情報経済課

暢夫 経済産業省 商務情報政策局
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和伸 経済産業省 商務情報政策局

情報処理振興課 係長



2.委 員会 及 び ワーキ ング グル ープ の 開催 実 績

○委 員会

【平成15年 度】

第1回 平成15年6月24日(火)

委 員会 の趣 旨について

個 人情報保 護法 の成 立 について の質疑

実態調査 の実施 案の検 討

第2回 平成15年10月17日(金)

個 人情報保 護 にっいて のア ンケー ト調査結 果 について

データベース サー ビス産業 個 人情報保護 ガイ ドライ ン(案)の 検 討

第3回 平成16年2月5日(木)

委員会報 告書(案)に ついて

データベース サー ビス産業 個 人情報保護 ガイ ドライ ン 【暫定 版](案)

の検 討

【平成16年 度 】

第1回 平成16年9月30日(木)

委員会 の趣 旨につ いて

データベー スサー ビス産業 個人 情報保護 ガイ ドライ ン[暫 定版](案)

改訂の方 向性 の検討

実態調査の実施 案 の検討

第2回 平成17年3月29日(火)

業界 ガイ ドライ ン案 の検 討

委員会報告書 案 の検 討

○ ワーキ ング グループ

【平成16年 度】

第1回 平成16年12月10日(金)

ワーキ ング グルー プの趣 旨につい て

データベー スサー ビス業 にお け る個 人情 報保 護 の取 り組み につい ての調

査 中間集計結 果の報 告

各社 事例 の検 討

第2回 平成17年2月1日(火)

データベ ース被掲 載者 の意識調 査実施 につ いて検討

各社事例 の検 討

第3回 平成17年3月7日(月)

業界 ガイ ドライ ン案 の検討

委員会 報告書案 の検 討



3.委 員会 の 調 査 実績

(1)「 デ ータベ ースサ ー ビス業 におけ る個人情報保護 の取 り組み につ いての調 査 」

調査期間:平 成16年10月27日 ～11月30日

調査対象:デ ー タベー ス振興 セ ンター ・日本 デー タベー ス協会 の会 員、

及び デー タベー ス提供 企業

調査方法:郵 送調査

調査地域:全 国

調査 主体:(財)デ ータベー ス振興 セ ンター

調査実施:(株)日 経 リサー チ

送信 数:41件

回収数:24件

回収率:58.5%

調査結果 は第2章 参照

(2)「 人物デ ータベ ース被掲 載者の意識調 査」

調査期 間:平 成17年2月9日 ～2月25日

調査対 象:日 経WHO'sWHOの 被掲載 者(無 作為抽 出)

調査 方法:郵 送調 査

調査 地域:全 国

調査主体:(財)デ ー タベース振興セ ンター

調査実施:(株)日 経 リサーチ

送信数:1,500件

回収数:306件

回収率:20.4%

調査結 果は第3章 参 照

4.説 明会 開催 実績

時

題

日

義

講師

会場

主催

参加者数

平成16年7月8日(木)午 後2時 ～3時30分

「個 人 情 報 の保 護 に関 す る法律 につ い て の経 済 産業 分 野 を 対 象 とす る

ガイ ドライ ン」 について

経済 産業省 商務情 報政 策局情報 経済課係 長 太 田克 良氏

新橋 住友 ビル会議 室

(財)デ ー タベース振 興セ ンター 共催 日本 デー タベ ー ス協 会

82名



[法 律 名等 の 省略 表 記 につ いて]

本文 中で省略 して表記 した法律 等の 正式 名称 は以下の通 り。

① 個 人情 報保護法

…個 人情報の保護 に関す る法律(平 成15年 法律 第57号)

② 政令

…個 人情報の保護 に関す る法律施 行 令(平 成15年12月10日 政 令第507号)

③ 経済 産業省 ガイ ドライ ン

…個 人情報 の保護 に関す る法 律 に つい て の経済 産業 分野 を対象 とす るガ イ ドラ

イ ン(平 成16年10月)

④ 金融庁 ガイ ドライ ン

…金 融分野 におけ る個 人情報保 護 に関 す るガイ ドライ ン(平 成16年12月)



第1章 デ ー タベ ー ス プ ロデ ュ ーサ ー個人情報保護ガ イ ドライ ン検討の過程

1.1策 定 ま で の 経 緯

デー タベー スサー ビス業界 におけ る個 人情 報保 護 ガイ ドライ ンに関す るこれ まで の経 緯

をみ る と、 当時の通 商産業 省か らの各業 界 団体 に対 する要請 を受 けて、 まず1991年 、 日

本デー タベー ス協会(DINA)に おいて 「個 人情報保護 に関す るガ イ ドライ ン」が策 定

され、会 員へ 周知 され た。 その後 、個人情 報保 護法 の法制化 を巡 る論議 が高 まった ことな

どを受 けて見 直 しが図 られ、2000年 には新 ガイ ドライ ン案が提 案 され た もの の、同法の成

立が遅 れた影 響 もあ り最終合 意 には至 らなか った。2003年 に同法 が成 立 した ことを受け、

(財)デ ー タベー ス振興 セ ンター 内に 「デ ー タベースの個 人情報保 護 に関 す る調 査研究委

員会」 を設置 し検 討 を再 開 した結果、2004年3月 に 「デー タベー スサー ビス業 界 個 人

情報保護 ガイ ドライ ン[暫 定版]」 を と りま とめ るに至 った。2004年 度は 同委 員会 の下 に

ワー キ ンググルー プを設 置 し、各省庁 よ り示 された個 人情報保護 ガイ ドライ ン等 をも踏 ま

えて、 よ り実 務 に即 したガイ ドライ ンに改 訂 すべ く見直 し作業 を進 め た。

1.2検 討 目的及 び検 討 の進 め 方

個 人情報保 護 につ いて考 える際 、データベ ースサー ビス業界 がその他 の業界 と最 も異 な

るのは、商 品 と して個 人情報 を含 むデー タベ ース を製作 し顧 客 に販 売 して い る点 であ る。

そ こで、本 年度 のデ ー タベー スの個 人情報保護 に関する調査 研究 委員会 並 び にワーキ ング

グルー プでは、 そ の主要な商 品であ る 「企業 情報 デー タベース 」及び 「人物 情報 デー タベ

ース」 に焦 点 を当て 、デー タベースサー ビス業界 が法令順 守の うえで 抱 え る固有 の課題 と

対応策 につい て検討 を加 え、 その結果 を業界 ガ イ ドライ ンへ反 映す る こ とを主 な 目的 に活

動 を行 った。 なお、 そ の他 の各企業 にお け る顧 客情報や雇 用管 理情報 について は、業界 固

有の問題 では ない ことか ら検 討の対象外 と した。

検討 の進め 方 と しては、2004年 度 に相次 ぎ示 された 「経 済産業 省 ガイ ドライ ン」をは じ

め とする各官庁 や 関連 団体 の個人情報保護 ガイ ドライ ン等 を対象 に文献 調査 を行 ったほ か、

以下 のア ンケー トに よる実 態調査お よび事 例研 究 を行 った。 また、 説 明会 の開催 を通 じて

意見吸収 等 に努 めた。

①実態 調査

・「デ ー タベ ース サー ビス業 におけ る個 人情報保護 の取 り組 み につ いて の調査(2004

年10月 実施)」

前年度 に続 き、デー タベースサー ビス事業者 を対 象 に個 人情 報保 護体制 の進捗 状

況 等 を調 査 した。

・「人 物 デー タベー ス被掲載 者 の意識 調査(2005年2月 実施)」

人物情 報デ ー タベー スの被掲載者 本人 を対象 に、デ ー タベ ース を通 じた個 人情報

提供 に対 する意識 を調査 した。

② 事業者 の事例研 究

各事 業者 が個 人情報保護 法 を順守 す るうえで直面 してい る具 体 的事例(疑 問点 ・問

題点 等)に 基 づ き、対応策 等 につ いて検 討 した。

③経 済産 業省 ガ イ ドラ イ ン説 明会の 開催
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経済産業 省の政策担 当者 を講師 に招 き、 デ ー タベー スサー ビス事業 者 を対象 に個 人

情報保護 法並び に標 記ガイ ドライ ンの 周知徹底 をはか ると ともに業 界 内 の意 見吸収

に努め た。

1.3検 討 対 象 デ ータベ ース の概 要

以下 に検討 の対象 と した企業情報デー タベ ー ス並び に人物情 報デー タベ ー スの概 要 につ

いて紹介 する。

1.3.1企 業情 報デ ータベース

企業情報 デー タベース は、 企業 の現状 を伝 え るフ ァク トデー タに加 え、 デー タベ ース製

作企業 による評価 情報 を含 む もの もあ り、 金融 機 関の与信業務 をは じめ、 ビジネ ス全般 の

場で幅広 く使 用 されて い る。平成15年 度版 デ ー タベー ス台帳総覧にお ける「ビジネス.(企

業財務/企 業 情報(日 本))」 分類へ の登録 件 数 は、全3,153件 中171件 で3番 目に多 い(同

一 のデー タベ ース を複 数のデ ィス トリビュー ターが提供 してお り、延べ 数。以下 同 じ)。ま

た、(財)デ ー タベー ス振 興セ ンター が例 年実施 して いる 「デー タベー スサー ビス実態調 査

(ユー ザー編)」 の 回答 で も、利用 回数の多 いデ ー タベース として毎 回 トップ にあげ られて

いる。代表的 なデ ータベー ス例 を表1-1に 示 す。

表1-1企 業 情 報 デ ー タ ベ ース の 例

デ ー タ ベ ー ス 名 プ ロデ ュー サ ー 名 収録件数

帝 国 デ ー タ バ ン ク 企 業 概 要 フ ァ イ ル

(COSMOS2)

東京商工 リサーチ企業 情報

(株)帝 国デー タバ ンク

(株)東 京商工 リサー チ

約124万 件

約114万 社

(出所)平 成15年 度 「デー タベース台帳総覧」

表1-2利 用 回数 の 多 い デ ー タ ベ ース(N=249:複 数 回答)

順位 デー タ ベー ス名 回答 回答率
件数 (%)

1 COSMOS(帝 国データバ ンク企業情報) 106 42.6

2 日経新聞記事データベー ス 65 26.1

3 TSR(東 京商工 リサーチ企業情報) 64 25.7

4 JSTPlus 63 25.3

5 PATOLIS特 許 ・実 用 新 案 フ ァイ ル 55 22.1

6 CA/CAPlus/CA・SEARCH 40 16.1

7 朝 日新聞記事データベース 33 13.3

8 PATOLIS商 標 フ ァイル 20 8.0

9 JMEDPlus 19 7.6

10 MEDLINE 15 6.0

11 日経BP社 雑誌記事デー タベー ス 14 5.6

11 WPI 14 5.6

11 読 売新聞記事データベース 14 5.6

14 REGISTRY 13 52

15 毎 日新聞記事データベース 12 4.8

(出 所)デ ー タ ベー ス サー ビス 実 態調 査(ユ ーザ ー 編)(2004年10月)

(調 査 主体)(財)デ ー タベ ー ス 振 興 セ ンタ ー
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企業情報 デー タベース の一般 的な収録項 目は、代表者、 大株 主、主要 取引先、 主要取 引

銀 行等の ほか、売上 高、税 引後利 益、配 当、 申告所得等 の財務項 目、評 点な どであ る(資

料編(1)参 照)。 この うち、個人情報 に該 当す る項 目と して は、表1-3に 示 す よ うな項

目があ る。

なお、情 報の取得 方法 とては、① 対象企業 に調 査票 を送 付 し回答 を入 手、② 商業登 記簿

や有価証券 報告書等 の公 開情報を利用、③独 自取材 な どがあ る。

表1-3企 業情報 デ ータベ ースに収録 され て いる個 人情報 の例

代表者
当該企業の登記上に記載してある代表取締役。複数の代表があるとき
は取締役社長、取締役頭取等を収録

株主名 当該企業の株 主(出 資者)を 上位5株 主(出 資者)収 録

役員 当該企業の役職 名 ・役 員名 を上位10名 まで収録

代表者 プ ロフ ィール

役職名 当該企業の代表者役職名
1

氏名
登記上に記載 してある代表取締役。複数の代表がある場合
は取締役社長、取締役頭取等を収録

1

生年月 日 当該企業の代表者の生年月日1
住 所 当該企業の代表者自宅住所
1

電話番号 当該企業の代表者自宅住所の電話番号
`

出身地 当該企業の代表者の出身都道府県
1

出身校 当該企業の代表者の出身大学

(注)帝 国データバ ンク 企業概要 ファイル(COSMOS2)よ り抜粋
(出所)(株)帝 国デー タバ ンク

1.3.2人 物 情 報 デ ー タ ベ ー ス

人物情 報デー タベー スは、現存 または歴 史上 の個人 の略歴 や業 績等 の プロフ ィー ル を収

録 してお り、作 家、研究 者、 ビジネス関係、政 治 ・行政 関係 、 国籍等 の分野毎 の もの と分

野 を問わない もの とが あ る。平成15年 度版デ ー タベー ス台帳総 覧 にお ける 「一般.(人 物

/機 関情 報)」 分類 へ の登録 件数は、80件 で順位 は13番 目であ った。代表 的なデー タベ ー

ス例 を表1-4に 示 す。

表1-4「 人 物 情 報 」 デ ー タ ベ ー ス の例

デ ー タベ ー ス 名 プ ロデ ュ ー サ ー 名 収録件数

東京商工リサーチ経営者情報 (株)東 京商 工 リサーチ 約72万 件

WHO 口外 ア ソシエー ツ(株) 約43万 人

ダイヤモ ン ド役 員 ・管 理職情報 (株)ダ イヤモ ン ド社 約33万 件

日経 人 事 デ ー タ バ ン ク(日 経WHO'S (株)日 本経済新聞社 約30万 人

WHO)

(出所)平 成15年 度 「データベース台帳総覧」

人物情 報デ ー タベー ス に収録 されて いる項 目の例 を表1-5に 示 す。 デー タベー スの性

質上、 ほ とん ど全て が個人情 報に該 当する項 目 とな る。情 報の取 得方 法 とて は、① 本人 に

調査票 を送付 し回答 を入手、② 本人等 よ り公開 された情報 を利用 な どがあ る。
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表1-5人 物情報 デ ータベ ース に収録 されて いる項 目の例

企業名 商業登記上の正式商号。(検索用 として略称 も収録 しています。)

姓名

姓 名 。(表 記 は原 則 と して調 査 回答 に よ ります 。)
・ 新 聞 な どに よ り更新 した新 任 の 方 は 、姓 名 の か な読 み を収録 して い な い場 合 が

あ ります 。
・ アル フ ァベ ッ ト表記 の外 国 人姓名 の場 合 、Last(Family)name、Firstname、

Middlenameの 順 とな ります 。Lastnameは カ タカ ナ表 記 で、Firstname、

Middlenameは 頭 文 字 のみ 表 示 して い ます 。(例:ジ ョ ン ・ウ イ リア ム ズ氏 →

ウ イ リア ム ズ,J.)
・ 画 面 や プ リンタ ーで 表 示 で きない 旧字 体(JIS外 字)は で きる だ け新 字 体 で 置 き

換 え てい ます。 この場 合 、読 み をカ タ カ ナ表 記 して い ます 。 置 き換 え る こ との

で きない場 合 は 、 旧字体 部分 を■や=で 表 示 して い ます。

生年月 日 生年月 日。年は和暦(西暦)で 表示。役員級以上での収録 とな ります。

性別 男性、女性の区別。役 員級以上での収録 とな ります。

出身地 出身都道府県名 または出身国(地域)名。役員級以上での収録 とな ります。

現職名 現職名 と就任 日。兼務 の場合 は複数収録 しています。

代表権 代表権があ る場合のみ 「有 り」を表示 しています。

勤務先

勤務先所在地 と電話番号。
・勤務先事業所 の所在地。海外の場合は都市名までの収録 とな ります。現職が複

数あ り、各々勤務先が違 う場合は、勤務先が複数表示され ます。
・電話番号は原則 として勤務 先事業所 の代表電話番号です。

学歴
卒業年。原則 として最終学歴 。それ以前 の学歴 を収録 してい る場合 もあ ります。役

員級以上での収録 とな ります。

入社入省

入社 もしくは入省年月。入社入省後統合 ・再編 などがあ った場合 も元 の組織 の入社

入省年月を収録 してい ます。 役員級以上で の収録 とな ります。
・他社他省か ら役員 として直接入社入省 した場合はその年月。

・合併会社の場合、被合併会社出身者は被合併会社の入社年月。

社内歴

社 内での役職履歴。
・社名変更および合併が あった場合、それ までの役職履歴 を口前会社 名口と して表

示することがあ ります。
・新聞(日経産業新聞)掲載の予定人事は、就任予定役職名末尾 に(予)を 、退 任予定

日末 尾に★を付加 して表示 してい ます。
・審議会 などの任期が決 まってい る役職 で再選後再任された場合、同一役 職でも

履歴 上は各任期毎に分 けて収録 して います。

社外歴

役 員の入社前の主 な職歴 と社外歴。
・ 日経WHO'SWHO収 録対象の会社お よび団体については現職 を表示 してい ま

す。
・入社前の主な職歴 と上記以外の社外歴 にっいても収録 してい ます。

人事 異 動

速報

・新聞(日経産業新聞)に掲載 され た会社人事記事を、原則掲載 翌 日に各個人のデ
ータの本文部下部に表 示 します

。
・紙面上 「前の記述 と同 じ」を意味す る 「同」 を展 開 した場合 「＼」で囲 って表

示 します。
・口常務(取 締役)赤 坂太郎 口同(同)大 手次郎

↓

常務(取 締役)赤坂太 郎＼常務＼(＼ 取締役＼)大手次郎
・最長2カ 月表示 します。現職名 として本文部に反映された時点で消 えます。
・同一社内に同姓 同名の人物 がいる場合 な ど、表示 されないことがあ ります。
・実際の紙面掲載 では識別 しに くい部 署名や並び順 も存在 するため、「同」の展開

が不完全にな ることがあ りますが、 現職名 に反映 する際に内容修正され ます。
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調査 日

以

収

級

の

団

員

で
項

役

上

録

定期 調 査 の年 月 日を表 示 して い ます。 公 表資 料 よ り情報 を入手 した場 合 は その年 月

日 を表 示 してい ます 。 また、 見 出 しに は右 端 に調 査年 月お よ び 人 事 異 動 記 事等 か

らの更 新 を示す 「㍉ を以 下 の基 準 で 表 示 して い ます。

1.定 期 調 査 等 に よ り更新 さ れ た場合 は調 査年 月 を表 示 。(例:2004/10)

2.定 期 調 査 等更 新後 、 人 事 異 動記 事 等 よ り就退 任 の情 報 が 追加 さ れ た場 合 は 調査

年 月 と 「★」 を表 示 。(例:2004/10★)

3.人 事異 動 記事 等 のみ か ら新 た に追加 され た新 任者 は 「当 の み を表 示 。(例:★)

以 下 の項 目につ い ては 、原 則 と して役 員 級 につ い ての み調 査 ・収録 して い ます。
・性 別

・ 生年 月 日

・ 出 身地

・ 入社 入 省年 月

・学歴

・資格(博 士号な どの学位 または弁護士、公認会計士な どの資格)

・加入 団体(個 人の資格 で加入 している団体名)

・ 自社株保有数

・趣味

・叙勲/褒章/表彰

・ゴル フ会 員クラブ名/ハ ンデ ィ

・主な著作

・座右の銘

回答側 の意 向によ り収録 していない項 目があ ります。また、これまで収録 して いた項 目の収録

を取 り止めることがあ ります。

(出 所)日 経 テ レ コ ン21日 経WHO,SWHOの ヘ ル プ画面
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1.4各 事 業 者 の事 例 研 究

業界 ガイ ドライ ンの見直 しに当た っては、 デー タベー スサー ビス業界 の実態 を極 力反 映

させ るため、(財)デ ー タベー ス振興 セ ンター な らび に 日本デ ータベース協会 会 員 に対 し、

個 人情報保護 法 を順 守 する うえで直面 して い る疑 問点 ・問題点等 の具体的事例 の 提 出を呼

びかけ、 これ に基 づいて対応策 等 を検討 した。以 下 に委 員会並 びに ワー キング グルー プで

の検討 内容を紹介 す る。

1.4.1デ ー タ ベ ー ス の顧 客 企 業 に生 じる 義 務 ・必 要 な 体 制 等 に つ い て

事例1)顧 客企業 に提供 したデ ータは、顧 客企業 に と り 「保 有個 人デ ータ」 とな るか。

一般 的 にデー タベー スサー ビス事業者 は顧客企 業 と利用 契約 を結ぶ が、そ の条 件 は第三

者提供 を禁 じる(=再 販 しない)こ とを 目的 と してお り、顧 客企業 が社 内でデ ー タのマー

ジや項 目の修 正等の各種 処理 を行 うことに対 して制 約 を加 え るものではない。

顧客企業が個 人情報取 扱事業者 に該 当 し、購 入情 報や 公開情報 を 自社 デー タベー ス に編

入 した場合、 訂正等 の他 、 た とえ利 用契約 が第 三者 へ の転売不可 または譲渡制 限付 きであ

って も第三者 提供 の停 止は可能 であ り、6ヶ 月以 内 に消 去す るな どの例外 に当 た らな い場

合、保有個人 デー タ とな る。顧客 企業 には本 人 か らの訂 正等 の求 め に対応 す る義務 が生 ず

る。

なお、経 済 産業 省 ガイ ドライ ンで の保 有個 人デ ー タ の解 説 では、「すべ て に応 じる こ と

がで きる」 とあ るが、一部 が制約 されて いる場合 に、 は た して権 限が有 る とい え るのか無

い といえるのか解釈 が問題 とな る。

また、デ ータ を修 正せ ずに、閲覧だ け してい る顧客 企業 の場合 は保有個 人デ ー タに該 当

しない。

▼関係法令 ⑧
【個人情報保護法】

(定 義)

第2条 第5項

この法律において 「保有個人データ」とは、個人情 報取扱事業者 が、開示、内容の訂正、追加又は削

除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行 うことので きる権限 を有 する個 人デー タであ って、

その存否が明 らか にな ることにより公益 その他 の利益が害 され るものとして政令で定 めるもの又は1年

以 内の政令で定 める期間以内に消去す ることとなるもの以外の ものをいう。

【政令】

第3条

法第2条 第5項 の政令 で定め るものは、次に掲 げるもの とす る。
1当 該個人データの存否が明らかにな ることによ り、本人又は第三者の生命、身体 又は財産 に危害

が及ぶおそれが あるもの

2当 該個人データの存否が明 らかにな ることによ り、違法又は不当な行為 を助長 し、又は誘発す る

おそれがあるもの

3当 該個人データの存否が明 らかにな ることによ り、国の安全が害され るおそれ、他国若 しくは国

際機 関との信頼 関係が損なわれるお それ又 は他国若 しくは国際機 関との交渉上不利益 を被 るお そ

れがあるもの

4当 該個人データの存否が明 らかにな ることによ り、犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他の公共の安
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全 と秩序の維持に支障が及ぶおそれがあ るもの

第4条

法第2条 第5項 の政令で定め る期 間は、6月 とする。

【経済産業省 ガイ ドライン】
1.(5)「 保有個人データ」(法 第2条 第5項 関連)

P8「 保有個人データ」※1とは、個人情報取扱事業者 が、本人又はその代理人か ら求め られ る開示、内

容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及 び第三者への提供の停 止のすべて に応 じることがで きる

権限を有する※2「個人データ」 をい う。(後 略)

事例2)顧 客企業の持つ個 人 デー タに、経産 省 ガイ ドラ イ ンの 「特 定 の個 人 の数 に算 入

しな い」要件 に全 て当 て は まるものがある場合 は、他の個 人 デ ータが5,000件

を超 えなけれ ば個 人情 報取扱事業 者に該当 しな いか。

本 要件 は電 話帳、 カー ナ ビを夕ー ゲ ヅ トに したもので、個 人情 報デ ー タベ ース等 に含 ま

れ る項 目については 「氏 名、住所 、電 話番号」 の3項 目のみの場合 は 「特定 の個 人 の数」

に算 入 され ないが、 この他 に所 属企 業名 や肩書 きな どが1項 目で も加 わ る と算入対象 とな

る 。

▼関係法令

【個人情報保護法】

(定 義)

第2条 第3項

この法律 において 「個 人情報取扱事業者」とは、個人情報データベース等 を事業の用に供 している者

をい う。ただ し、次に掲げる者 を除 く。

1国 の機 関

2地 方公共 団体

3独 立行政法人等(独 立行政法人等の保有する個人情報 の保護 に関する法律(平 成15年 法律第5

9号)第2条 第1項 に規定す る独 立行政法人等 をいう。以下同 じ。)

4地 方独立行政法人(地 方独立行政法人法(平 成15年 法律第118号)第2条 第1項 に規定す る

地方独立行政法人 をいう。以下同 じ。)

5そ の取 り扱 う個人情報の量及 び利用方法か らみて個人の権利 利益を害す るおそれが少ない もの

と して政令で定 める者

【政令】

第2条

法第2条 第3項 第5号 の政令で定める者 は、その事業の用に供す る個人情報デー タベース等を構成す

る個人情報に よって識別 される特定の個人の数(当 該個人情報デー タベース等の全部又 は一部が他人の

作成 に係 る個人情報データベース等で個人情報 として氏名又は住所若 しくは居所(地 図上又は電子計算

機 の映像面上 において住所又は居所の所在の場所を示す表示を含む。)若 しくは電話番号のみが含 まれ

る場合であ って、これを編集 し、又 は加工す ることな くその事業の用に供す るときは、当該個人情報デ
ータベース等の全部又は一部 を構成す る個人情報によって識別 される特定の個 人の数 を除 く。)の 合計

が過去6月 以内のいずれの 日において も5000を 超 えない者 とする。
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【経済産業省ガイ ドライン】

1.(3)「 個人情報取扱事業者」(法 第2条 第3項 関連)P6

※ 「特定の個人の数」につ いて

個人情報データベース等が、以下の要件のすぺてに該 当す る場合 は、その個人情報 デー タベース等

を構成す る個人情報によって識別され る特定の個人の数 は、上記の 「特定の個人の数」には算入 しな

い。

① 個人情報データベース等の全部又は一部が他人の作成 によるものである。

② その個人情報データベー ス等を構成す る個人情報 と して氏名、住所(居 所 を含み、地 図上又は
コンピュータの映像面上 において住所又は居所 の所在場所 を示す表示 を含む。)又は電話番号の

みを含んでい る。

③ その個人情報データベース等 を事業の用に供するに当た り、新たに個人情報 を加 え、識別 され

る特定の個人 を増や した り、他の個人情報を付加 した りして、個人情報データベース等その も

のを変更するようなこ とを していない。

【特定の個人の数 に算入 しな い事例 】

事例1)電 話会社か ら提供 された電話帳及び市販の電話帳CD-ROM等 に掲載 されている氏名及び電話番

号

事例2)市 販のカーナ ビゲーシ ョンシステム等のナ ビゲー ションシステムに格納されている氏名、住所

又は居所の所在場所 を示すデータ(ナ ビゲー ションシステ ム等が当初 から備 えている機能 を用

いて、運行経路等新たな情報等 を記録 する場合が あったと しても、「特定 の個人の数」 には算

入 しないもの とする。)

事例3)氏 名又は住所か ら検索で きるよう体系的に構成 され た、市販の住所地 図上の氏名及び住所又 は

居所の所在場所 を示す情報

事例3)デ ータベ ース提供 先の顧客企 業に個 人 よ り削除 ・修正 要求 があ った場合 、顧 客

企業 はこの 削除 ・修正 要求 をデ ータベース提供 企 業 に伝 えな けれ ばな らな いか。

法律上は伝え る義務 は ない。デ ータベース提供 企業 と顧 客企 業 との契約関係 に依 存 す る。

事例4)顧 客企業 が個人 の削除 ・修 正要求 を伝 えて きた場 合 、デー タベース提 供企 業 は

これ に応 じな ければ な らな いか。

法律上 は本人(個 人)と 顧客企 業の 問題で あ り、 デー タベー ス提供企業 は応 じる義務 は

ない。デー タベース提供 企業 と顧 客企業 との契 約関係 に依 存 す る。 ただ し、本人 が直接 デ

ー タベ ース提供 企業 に要 求 して きた場合 は対応 す る必要 があ る。

1ディス トリビ ュー タ ー に お け る苦 情 窓 ロの 表 示 に つ いて1

一般 にデ ータベ ース に含 まれ る個人デ ータ は、プ ロデ ュー サー に とり保 有個 人デ

ー タに該 当す る。一方、デ ィス トリビュー ター は、通 常 プ ロデ ューサー との 間でデ

ー タベー スの改変等 を禁 じる契約 を締結 して お り、本 人 か らの開示等 の求め のすべ

て に応 じる権 限 を有 さない ことか ら、デ ィス トリビュー ターの保有個人 デー タには

該 当 しない と考 え られ る。

従 って、この場合 のデ ィス トリビュー ター には、本 人 か らの訂正 ・削除等 の要求

に応 じる法律 上の義 務 は生 じない。しか しなが ら、本 人 の視点か ら、当該デ ー タベ
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一 ス が どの 事 業 者 の 保 有 個 人 デ ー タか が 分 か らな い と混 乱 を 招 くた め 、デ ィス トリ

ビ ュー タ ー は 利 用 者 に対 し、プ ロデ ュ ー サ ー に お け る 開 示 等 の 受 付 先 を 明 示 す る こ

とが 望 ま しい 。 ま た、 プ ロデ ュ ー サ ー との 契約 に よ り、デ ィス トリ ビ ュー タ ー が 苦

情 の 一 次 サ ポ ー トを担 当 し、プ ロ デ ュ ー サ ー との 間 を媒 介 す る ケ ー ス も考 え られ る 。

事例5)顧 客 に書籍 で販売 した場 合の対応 は どうすべ きか。

デー タベー スの販 売の場合 と同 じであ る。書籍 の背後 にデー タベー スがあ り、 これ に対

して本人が要求 す ると解釈 す る。 削除 ・修 正は、個人情報保 護法 では 多大 な費用 を掛 けな

くて も良い としてお り、事業 者側 の解釈 と しては、次の版 か ら対応 とい うこ とで良 いので

はないか。 ただ し、 プライバ ーの 面で問題 とな る可能性 もあ り、 ケー スバ イケース で考 え

る ことが必要 となる。

▼関係法令

【個人情報保護法】

(利用停止等)

第27条 第1項

個人情報取扱事業者は、本人か ら、当該本人が識別 される保有個人データが第16条 の規定に違反 し

て取 り扱われてい るとい う理 由又は第17条 の規定 に違反 して取得 され たものであ るとい う理 由によっ

て、当該保有個人デー タの利用の停止又は消去(以 下 この条において 「利用停 止等」とい う。)を 求め ら

れた場合であって、その求 めに理 由があ ることが判明 したときは、違反 を是正す るために必要な限度 で、

遅滞な く、当該保有個人デー タの利用停止等 を行わな ければな らない。 ただ し、当該保有個人データの

利用停止等に多額の費用 を要 する場合その他の利用停止等を行 うこ とが 困難な場合であって、本人の権

利利益 を保護 するため必要なこれ に代わるべ き措置をとるときは、この限 りでない。

第27条 第2項

個人情報取扱事業者は、本人か ら、当該本人が識別 される保有個人デー タが第23条 第1項 の規定に

違反 して第三者 に提供 されているとい う理 由によって、 当該保有個人デー タの第三者への提供の停止を

求め られた場合であって、その求め に理 由があることが判明 した ときは、遅滞な く、当該保有個人デー

タの第三者への提供 を停止 しなければな らない。ただ し、当該保有個 人データの第三者へ の提供の停止

に多額の費用を要する場合その他の第三者への提供を停止することが困難な場合であ って、本人の権利

利益 を保護 するため必要なこれ に代わ るべ き措置 をとるときは、この限 りでない。

(注)1.第16条:利 用 目的による制限

2.第17条:適 正な取得

3.第23条 第1項:第 三者提供 の制限(事 前の本人同意原則)
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事例6)顧 客 企業 がデ ータベ ース提供企 業 からデータを購入 し、広 告代理店 に個 人 への

DM発 送 業務 を委託 するケ ースで 、個 人よ り顧 客企 業 に対 し、削 除 ・修 正要 求

があ った場合 、応 じる義務 があ るか。

委 託のケース に当たる。顧客企業 は条 件 を指定 す るだけで発送 名簿 を見てい ない と して

も、 本人か らみれば、 あ くまで も顧客 企業 か らのDMで あ り、顧 客企業 が責任 を負 わな け

ればな らない。名簿 を見てい るか どうかは 内部関係で あ り、 ミスが あ った場合 、見 てい な

い顧 客企業の管理不行 届 きにな る。

▼関係法令

【個人情報保護法】

(委託先の監督)

第22条

個 人情報取扱事業者は、個 人データの取扱いの全部又は一部 を委託す る場合は、その取扱いを委託 さ

れた個人データの安全管理が図 られ るよう、委託を受けた者に対 する必要かつ適切な監督 を行わなけれ

ばな らない。

事例7)共 同利用の場合 の 「共 同 して利用 する者の範 囲」 には具体 名の記載 も含 まれ る

の か(デ ータベ ース商 品 を グル ープで購 入 して いる顧 客企業 の事例)。

○○ グルー プで済 むか、 それ とも社 名 を全 て列挙 しな けば な らないの か、現時点 で明確

なコ ンセ ンサス はない。ホー ムペ ー ジ等で の個別列 挙が確実 であ るが、 企業 の参入 ・退 出

を どう扱 うか、融通性 が失 われ るこ とが 問題 となる。なお、 金融庁 の ガイ ドライ ンでは、

「有価 証券報告書 に記 載 の子会 社 、連結対 象会社及 び持分法 適用会 社」 が適切 な事例 と し

て示 されてい る。他 に 「銀行 法 に基づ く銀 行」 も範囲が 明確 で あ る と言われて い る。

▼関係法令

【個人情報保護法】

(第 三者提供の制限)

第23条 第4項 第3号

次 に掲 げる場合において、当該個人データの提供 を受ける者は、前3項 の規定の適用 については、第

三者 に該当 しないもの とする。

3個 人データを特定の者 との間で共同 して利用する場合であって、その 旨並びに共同 して利用 され

る個人データの項 目、共同 して利用する者の範囲、利用 する者の利用 目的及び当該個人デー タの管

理 について責任を有する者の氏名又は名称 について、あ らか じめ、本人に通知 し、又は本人が容易

に知 り得 る状態に置いてい るとき。

【経済産業省ガイ ドライ ン】

2.(4)③iii.共 同利用(法 第23条 第4項 第3号 関連)P40

個人データを特定 の者 との間で共 同 して利 用する場合 、以下のア)～ エ)の 情報 をあ らか じめ※1本

人に通知※2し 、又は本人が容易 に知 り得 る状態※3に 置いてお くとともに、共 同 して利用 することを

明 らかに してい る場合は、第三者 に該当 しない。

(中 略)

イ)共 同利用者の範囲(本 人か らみてその範 囲が明確 であることを要するが、範 囲が明確 である限 り

は、必ず しも個別列挙が必要ない場合 もあ る。)

(後 略)
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【金融庁 ガイ ドライン】

第13条 第三者提供の制限(法 第23条 関連)

7法 第23条 第4項 第3号 について(Pl1)

(中 略)

事業者による 「共同 して利用する者の範囲」の通知等について は、共 同 して利用す る者 を個別 に列挙

す ることが望 ましい。また、共同 して利用する者の外延 を示す ことによ り本 人に通知等する場合 には、

本人が容易に理解 できるよう共同 して利用する者を具体的に特定 す る必要がある。外延 を示す具体例 と

しては、
・当社及び有価証券報告書等 に記載 されている、当社の子会社
・当社及び有価証券報告書等 に記載 されている、連結対象会社及び持分法適用会社

とい った方法が適切である。

(後 略)

1.4.2オ プ トア ウ トの 実施 に つ い て

事例8)本 人 がホーム ペー ジで 不特定 多数 に対 して公 開 して いる情報 につ いても 、別 途

許諾 が必要か 。

本 人 が公 開 してい る情 報 を収集 してデ ー タベ ース に収録 す る場合 も個 人デ ー タの提 供

にあた る。 ただ し個人情報保 護法 第23条 第2項 に もとづ きオ プ トア ウ トの手続 きを して

いれば本人 の許 諾な しに第 三者提 供 は可能 であ る。

▼関係 法令

【経済産業省ガイ ドライ ン】
2.(2)② 利用 目的の通知 又は公表(法 第18条 第1項 関連)P19～20

法第18条 第1項

個人情報取扱事業者は、個人情報 を取得 した場合は、あらか じめその利用 目的を公表 している場合 を
除 き、速やか に、その利用 目的 を、本人に通知 し、又は公表 しなけれ ばな らない。

(中 略)

【本人に通知又は公表が必要な事例 】
事例1)イ ンターネ ッ ト上で本人が自発的に公 にしている個 人情報 を取得 する場合

事例2)イ ンターネ ッ ト、官報 、職員録等か ら個人情報を取得す る場合

(後略)

【個人情報保護法】

(第 三者提供の制限)

第23条 第1項

個人情報取扱事業者は、次に掲 げる場合 を除 くほか

を第三者に提供 してはな らない。

あらか じめ本人の 同意 を得ないで、個人デ ータ

1法 令 に基づ く場合

2人 の生命、身体又 は財産の保護の ために必要がある場合 であって、本人の同意 を得ることが困難

であ るとき。

3公 衆衛生の向上又 は児童 の健全 な育成の推進のために特 に必要 があ る場合であ って本人の 同意

を得 ることが困難であるとき。
4国 の機関若 しくは地方公共団体 又はその委託を受けた者が法令 の定め る事務 を遂行 す るこ とに

対 して協力する必要がある場合であ って、本人の同意を得 るこ とによ り当該事務の遂行 に支障 を及
ぼすおそれがあるとき。

第23条 第2項

個 人情報取扱事業者は、第三者に提供 される個人データについて、本人の求め に応 じて当該本人が識

別 され る個人データの第三者への提供を停止 することとしている場合 であって、次 に掲げる事項 につい
て、あ らか じめ、本人に通知 し、又は本人が容易に知 り得 る状態 に置 いてい るときは、前項の規定 にか

かわ らず、当該個人データを第三者に提供 することができる。

1第 三者への提供を利用 目的 とす ること。

2第 三者に提供される個人データの項 目

3第 三者への提供の手段又は方法

4本 人の求めに応 じて当該本人が識別 される個人データの第三者への提供 を停止 すること。
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【経済産業省ガイ ドライン】

(1)第 三者への提供(法 第23条 関連)

(中 略)

②オプ トアウ ト(法 第23条 第2項 関連)P37～38
個人情報取扱事業者は、第三者提供におけるオプ トアウ ト※1を 行 っている場合には、本人の同意な

く、個人データを第三者に提 供することができる。

※1「 第三者提供 におけ るオプ トアウ ト」 とは、提供 に当た りあ らか じめ、以下のi.～iV.の 情報

を、本人に通知※2し 、又は本人が容易に知 り得 る状態 ※2に 置いてお くとともに、本人の求め
に応 じて第三者への提供 を停止す ることをいう。

※2「 本人に通知」 については、1.(7)参 照。

※3「 本人が容易に知 り得 る状態」については、1.(11)参 照。

【オ プ トアウ トの事例】

事 例1)住 宅地図業者(表 札や郵便 受けを調べて住宅地 図を作 成 し、販売(不 特定多数への第三者提

供))

事例2)デ ータベース事業者(ダ イ レク トメール用の名簿等を作成 し、販 売)

(中 略)

以下のi.～w.の 事項すべてをあ らか じめ、本人に通知 し、又は本人が容易に知 り得る状態 に置い
てい るときは、前項の規定 にかかわ らず、 当該個人データを第三者 に提供することがで きる。

i.第 三者への提供 を利用 目的 とす ること。

li.第 三者に提供され る個 人デー タの項 目

事例1)氏 名、住所、電話番号

事例2)氏 名、商品購入履歴
垣.第 三者への提供の手段又 は方法

事例1)書 籍 と して出版

事例2)イ ンターネッ トに掲載

事例3)プ リン トアウ トして交付等
iv.本 人の求めに応 じて第三者への提供を停止す ること。

事例9)公 開情報 力・ら取得 した個 人情報 をオプ トア ウ トに よ り第三 者提供 す る際 、 どう

いった内容の情報 まで が提供可能 か。

個 人情報保護 法上では、 不正 に取得 しない限 り、 公開情 報か ら転載で きる内容 に制限 は

な く、 同法の成 立 に対応 して現在 の提供 内容 を変更す る必要 はない。 ただ し、 プ ライバ シ

ー の問題が別 途あ るの で、 それに抵触 しない か とい う観点 か らチ ェ ヅクす る必要 が ある。

なお、報道 の例では芸能 人、政 治 家では本人 の プライバ ー があ る程度 制約 させて もやむ

を得 ない との判例があ るが、デ ー タベースサー ビス も国民の知 る権利 に奉仕 してい る側 面

が あ り、 これ を訴 える ことが ビジネスの 円滑化 につな が る とも考 え られ る。

事例10)公 刊 され た書籍 の 「著 者紹介 」を書誌事項 の一 部 と して書籍 デ ータベース に

収録 し、第 三者 に提供 す る ことは個 人情報 保護 法 には抵触 しな いか。

公開情報か らの個 人情 報 の取得 に 当たる。第三者提 供 はオ プ トア ウ トの手続 きを とり行

えば問題 とな らない。た だ し 「著 者紹介 」が著作物 に 当た る場合 は、 本来 は別途 著作権法

に基 づ く著作権者 の許 諾 が必要 にな る。同様の事例 と して、 イ ンター ネ ッ トの書 籍販売 に

お け る表紙写真 の引用が あ るが、 販売促 進 につ なが るこ とか ら問題化 してい ない現実 があ

る 。

12



事例11) 本 人 許 諾 に対 して 回答 しな い人物 につ いて ど う対応 す べ きか 。第 三 者提 供

は可 能 か 。

「無 回答 の場合 、 同意 とみ なす」 旨の書 面 を送 り、 回答 が ない 場合、「黙 示の 同意 」 を

得 た と認 め られ るの は難 しい場合 が多い。認め られ るのは、 同意 を得 る対象 が確 実 に本人

に伝 わってい る前提 で、別 ルー トか らも同意 を得 るよ う積極 的 に努 力 したな どの例外 的 な

ケー スである。第三者 提供 は、本 人の 回答 が無 くて もオプ トア ウ トの手続 きを して いれ ば

可能 となる。

▼関係法令

【経済産業省 ガイ ドライン】
1.(10)「 本人の同意」Pll～12

「本人の同意」とは、本人の個 人情報 が、個人情報取扱事業者 によって示 された取扱方法 で取 り扱わ

れ ることを承諾 する旨の当該本人の意思表示 をいう(当 該本 人であ るこ とを確認 で きてい ることが前

提。)。

また 「本人の同意を得(る)」 とは、本人の承諾する旨の意思表示 を当該個人情報取扱事業者が認識 す

ることをいい、事業の性質及び個人情報の取扱状況に応 じ、本人が同意 に係 る判断を行 うために必要 と

考え られ る合理的かっ適切な方法によ らなければならない。

【本人の同意 を得 てい る事例】

事例1)

事例2)

事例3)

事例4)

事例5)

事例6)

同意す る旨を本人か ら口頭又は書面(電 子的方式、磁 気的方式その他人の知覚 によって は認

識す ることがで きない方式で作 られる記録を含む。)で 確認す ること。

本人が署名又は記名押印 した同意する旨の 申込書等文書 を受領 し確認すること。

本人か らの同意す る旨のメールを受信すること。

本人 による同意 する旨の確認欄へのチ ェヅク

本人による同意す る旨の ウェブ画面上のボタンのク リック

本人による同意す る旨の音声入力、 タッチパネルへの タ ッチ 、ボタンやス イヅチ等によ る入

力

事例12) 本人 が許諾 しない場合 、「ご本人が公開 を希 望 して お りません 」とい った メ ッ

セ ージ を掲載 す る こ とは問題 ないか。

「希望 しない」 とい う意志 表明 も名前 と結びついて い る と個 人情報 にな るので、 記号化

して画面表示 するな どの工夫 が求 め られ る。
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1.4.3評 価 情 報 の 本 人 へ の 開 示 に つ いて

事例13)信 用調査 レポ ー トの デー タベ ースに関 し、被調 査 先 に 「評 価情報 」 まで開示

すると、 トラ ブル が発 生 し、正 当な業務の運 営 が困難 にな る と予想 され るた

め 、「評価情報 のみ 開示 しな い」事 が認 め られ る ことを求め る。

評価 情報だか ら一律 に開 示 しな くて よい との論理 は通用 しないお それ があ る。個 人情報

保 護法25条1項2号 「当該個 人情 報取扱 事業者 の業務 の適正 な実施 に著 しい支 障を及ぼ

すお それがあ る場合」 に該 当す る との解釈 をすべ きであ り、 どの程 度著 しい支障 があ るの

か を論 証で きるような体制 を整 えてお く必 要が ある。 その際、 業界 の適正 な商慣行 と して

主張 で きるか もポイン トとな る。

▼関係法令

【個 人情報保護法】

(開 示)

第25条 第1項

個 人情報取扱事業者は、本人か ら、当該本 人が識別され る保有個人デー タの開示(当 該本人が識別 され

る保有個人デー タが存在 しない ときにその 旨を知 らせ ることを含む。以下同 じ。)を 求 められたときは、

本 人に対 し、政令で定める方法 によ り、遅滞な く、当該保有個人デー タを開示 しなければな らない。ただ

し、開示す ることによ り次の各号のいずれ かに該当する場合 は、その全部又は一部 を開示 しない ことがで

きる。

1本 人又は第三者の生命、身体 、財産 その他の権利利益 を害す るおそれがあ る場合

2当 該個人情報取扱事業者の業務 の適正な実施 に著 しい支障を及 ぼすおそれがあ る場合

3他 の法令に違反することとなる場合

【政 令】

政令第6条

法第25条 第1項 の政令で定 め る方法は、書面の 交付による方法(開 示の求 めを行 った者が同意 した

方法があるときは、当該方法)と する。

【経済産業省ガイ ドライン】

2.(5)2)保 有個人デ ータの開示(法 第25条 関連)P45～47

(中 略)

五.個 人情報取扱事業者の業務の適 正な実施 に著 しい支障を及ぼすおそれがある場合

事例1)試 験実施機関において、採 点情報 のすぺてを開示することに よ り、試験制度の維持に著 しい支

障を及ぼすおそれがある場合

事例2)同 一の本人か ら複雑 な対応 を要す る同一 内容について繰 り返 し開示の求めがあ り、事実上 問い

合 わせ窓口が占有され ることによって他の問い合わせ対応業務 が立 ち行かな くなる等、業務上

著 しい支障 を及 ぼすおそれがあ る場合

(後 略)
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1.4.4適 用 除 外 につ い て

事例14)倒 産情 報紙 部 門が報道機 関 と して認 定され 、適 用除外 となる ことを求 め る。

伝統 的な新 聞社 だ けが報道 に該 当する訳ではない。個人情 報保護 法50条 第2項 の報道

の定 義に該当 する よう会 社 の建て付 けを整 え、定 款 にお いて 「報道 」等 の表現で 一つの柱

に し事業形 態 を分 け る等、外形 を作 る とともに、報道 目的であ る ことをア ピール し、世 の

中の認知を得 るこ とが 必要 とな る。

▼関係法令

【個人情報保護法】

(適 用除外)

第50条 第1項

個人情報取扱事業者の うち次の各号に掲 げる者については、その個人情報 を取 り扱 う 目的の全部又は
一部がそれぞれ当該各号 に規定 する目的であるときは、前章の規定 は、適用 しない。

1放 送機 関、新聞社 、通信社 その他の報道機 関(報 道 を業 として行 う個人を含む。)報 道の用に

供す る目的

2著 述を業 と して行 う者 著述の用に供する目的

3大 学 その他の学術研究 を 目的とす る機 関若 しくは団体又 はそれ らに属 する者 学術研究の用 に

供す る目的

4宗 教団体 宗教 活動(こ れ に付随する活動 を含む。)の 用に供 する 目的

5政 治団体 政治活動(こ れ に付随する活動 を含む。)の 用に供 する 目的

第50条 第2項

前項第1号 に規定す る 「報道」とは、不特定かつ多数 の者に対 して客観的事実 を事実 として知 らせ る
こと(こ れに基づいて意見又は見解 を述べることを含む。)を い う。
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第2章 デ ー タベ ース サ ー ビス 業 に お け る個 人情 報保 護の取 り組み についての

調査結果

2.1調 査 概 要

(財)デ ー タベー ス振興 セ ンター は、 デー タベース提供法人 、特 に人物情 報 を中心 とし

た個 人情報 を含 むデー タベ ース を作成 ・提 供 してい る企業 ・団体 に対 して、 個人情 報 を含

む外 部提供用 のデー タベー ス につ いて、個 人情 報の取扱 いの実 態や 法令順 守上 の課 題等 を

を把 握 す るため、「データベー スサ ー ビス業 におけ る個 人情報保 護 の取 り組 み にっい ての

調査 」 を実施 した。

調 査対象は 、2003年8月 に実施 した 「個 人情報保護 について の調査 」で個 人情報 を含

むデー タベー ス を提供 してい る と答 えた企業 ・団体 、及 び経済産業 省 の編集 す る 「デ ー タ

ベー ス台帳総 覧」 に掲載 され てい る人物 ・企業デ ータベース提供 企業 の41社 。各企 業 ・

団体 に郵送 で調査 を依 頼、郵送 で 回収 した。調査 期間は2004年10月27日 か ら11月30

日まで、有効 回答は24社 、 回収率 は58.5%で あ った。調査実施 は(株)日 経 リサーチ が

担 当 した。

なお、国内で個人情報 を含 むデー タベ ース を作 成 も し くは提 供 してい るデー タベース サ

ー ビス事業 者全 てを調査対象 とす る設計 と したが、総 数が少 ないため 、回答数 を併 記す る。

2.2回 答 企業 の構 成

2.2.1従 業 員 数<Q37>

有 効 回答 企 業24社 の従 業 員 数 の構 成 比 は 、100-499人 の企 業 が42%(10社)を 占め 、つ

い で 、1000人 以 上(29%:7社)50・99人(17%:4社)と な って い る 。

全体(N=24)無 回答50人 未満

500～999

4%

(%)
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2.2.2提 供 して い る デ ー タ ベ ー ス サ ー ビス<Q2,Q4,Q6,Q7,Q9>

各 企業 の デ ー タ ベ ー ス の サ ー ビ ス形 態(複 数 回 答)を み る と、プ ロデ ュー サ ー が67%(16

社)、 デ ィス ト リビ ュ ー ター が58%(14社)で あ っ た 。

全 体(Nニ24)o

プロデュー サー

ディストリビュー ター

代行検索業

代理店

インター ネットプロバイダー

その他

無回答

20 40 60 80(%)

作 成 ・提供 してい る個 人情報 を含 むデータベー ス を見 る と、最 も多い のが、企業 情 報で

7割(17社)、 つ い で人物情 報6割(15社)。 人物 ・機 関情報 が4割(16社)企 業 財務 情

報3割(7社)と 続 く。住宅地 図を提供 してい る会社 は3社 で あ った。

そ の中で 回答 社 が 最 も重視 してい るデ ータベー ス(以 下 当該 デrタ ベー ス とい う。)を

み る と、人物 情報 、企 業情報 の順 であ った。

全 体(N=24)o

人物情報

企業情報

企業・財務情報

人物・機関情報

住宅地図

その他

無回答

20 40 60 80(%)

以下 の設 問は、 当該 デー タベース について尋 ね たもので あ る。
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当該 デー タベ ースの収録件 数は、50万 件 単位 で区切 った場合、 それ ぞれ17%(4社)前 後

と均等 であ った。

全体(N=24)

50～100万 件 未 満

13%

00～200万 件未満

17%

当該 デ ー タベ ー ス の 収録 項 目 を 聞 い た と こ ろ、氏 名75%(18社)が 最 も 多 く、つ い で 勤 務

先社 名63%(15社)、 勤 務 先 電 話 番 号58%(14社)が 続 く。 半 数 の50%(12社)が 自宅 住 所 を

デ ー タベ ー ス に掲 載 して い た 。 「メ ー ル ア ドレス 」 「家 族 構 成 」13%(3社)「 経 済 状 況 」8%(2

社)「 顔 写 真 」4%(1社)を 掲 載 して い る会 社 は 少 な か っ た 。 そ の他 と して は 、 倒 産 暦 、 出 身

地 、 性 別 、 受 賞 記 録 、 専 門 分 野 、 ク レ ジ ッ ト取 引 状 況 、 不 動 産 の 価 格 と そ の 概 要 等 が あ げ

られ た。

0255075(%)全体(N=24)

氏 名

勤務先 社名

勤務先 部署名

勤務先 役職名

勤務先 住所

勤務先 電話番号

勤務先 メールアドレス

自宅住所

自宅電話番号

生年月日

学 歴

職 歴

家族構成

趣 味

著作物、論文等

経済状況

顔写真

その他

無回答

75
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当該デ ー タベー ス の個人情 報の入手経路 を聞い た ところ、 「本人 か ら直 接(書 面 に よる

取得)」 が最 も多 く、38%(9社)、 ついで 「取材 ・調査」29%(7社)で あ った。

ついで 、「本 人 が 公 開 した情報」「その他 マ ス コ ミ ・印刷媒 体等 で 公 開 され た情 報 」 が

25%(6社)、 「本人 か ら直接(書 面以外 の方法 によ る取得)」 「有 価証券報 告書 」「高額納 税者

一覧等公的情 報」 が21%(5社)と なってお り、様 々な手法で デー タベ ース のデー タ を収 集

してい るこ とがわか る。

なお、 その他 として、 医学雑 誌、会 員企業 、健保組合 等があ げ られ た。

全体(N=24)02040(%)

本人から直接(書面による取得)

本人から直接(書面以外の方法による取得)

本人が公開した情報

勤務先

取材・調査

有価証券報告書

高額納税者一覧等公的情報

その他マスコミ・印刷媒体等で公開された情報

第三者からのデータ・名簿を購入

住宅の表札、郵便受け

その他

無回答

また 、 どの よ う な 媒 体 で 当 該 デ ー タベ ー ス を提 供 して い る か 尋 ね た と こ ろ、 イ ン タ ー ネ

ッ ト(パ ソ コ ン 向 け)が 最 も多 く63%(15社)、 っ い でCD-ROMの42%(10社)で あ った 。

全体(N=24)020406080(%)

インター ネット(パソコン向 け)

CD-ROM

オンライン(イ ンター ネット除 く)

書 籍

MT

インター ネット(携帯 電話 、PDA)

DVD

その他

無 回答
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2.3個 人情 報保 護 対 策

2.3.1個 入 デ ー タの 安 全 管 理 上 の取 り組 み の 実 施<Q38,Q31,Q29>

個人情報保 護 についての ガイ ドライ ンや指 針 ・社 内規定 な どについて、 成 文化 の度合 い

を尋ね た。2003年8月 に実施 した 「個 人 情報保護 について の調査 」の結 果(回 答企業 の

内個人情報 を含む デー タベー スを作成 も し くは提 供 してい る企業 の回答)と 比較 す る と、

全社的 に規定 がある会 社の割合 が32%か ら54%(13社)に 増加 してお り、昨年 度 よ りも取 り

組み状況 が進 んでい る。

04年(N=24)

03年(n=38)

O% 20% 40% 60% 80% 100%

個 人 デー タの安 全管理上 の取 り組み につ い て各社 に聞い た ところ、「実 施 して い る」項

目は、「組 織体 系の整備 」が46%(11社)と 最 も高 く、ついで、「個 人デー タ取 扱い規 定の

整備 と運用 」(42%:10社)、 「個 人デー タを取扱 う情報 システムの 安全管 理措 置規程 の整

備 と運 用」(38%:9社)、 「監査計画 の立 案、計 画 に基 づ く監査」(38%:9社)で あった。

また、各々の 項 目について、「検 討 して いな い」 と答 えた企業 はほ とん どない 。特 に、他 の

項 目と比べ て実施 割合の少 ない監査(「 実 施 して い る」と 「部分的 に実施 してい る」の合計

38%:9社)に ついて も実施 を検討 してい る企業(38%:9社)が 多 く、積極 的 な取 り組み

状 況が伺 え る。
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全 体(N=24)

組 織体系の整備

個人データ取扱い規程

の整備と運用

個人データを取扱う情報

システムの安全管理措置

規程の整備と運用

個人データ取扱台帳の整備

監査計画の立案、計画に基

づく監査

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個 人情 報の漏 えい が あ った 企業 が支 出 す る損 害賠償 金 や謝 罪広 告掲 載 費用 な どを補償

する賠償 責任保険へ の加 入 につ いて聞い た とこ ろ、加入 を検 討 してい る合 計(「既 に加入 し

て い る」+「 加入 予定 で あ る」+「 加 入 を検討 してい る」)は25%(6社)で 、デー タベー ス

サー ビス業 界 において は その必要性 は低 い と捉 え られて いる。

既に加入している 加入予定である

0%

検 討 していない

29%

21



2.3.2従 業者の監督 措置<Q32,Q33>

従 業者 の監 督措置 は、「秘密保 持 に関 し、就業規則 に含 めて い る、 又は誓 約書 を得 て い

る」「退職者 、異動者の ア クセ ス用ID・ パ ス ワー ドは速 やか に無効 にする」 が共 に63%

(15社)と 最 も高 く、つ いで、「個人デー タにア クセ スで きる権限 を職務 ・個 人毎 に制限 」

(58%:14社)、 「安全管理 について全 て の従業者へ 教育 ・訓練 を実施 」(46%:11社)と な

ってい る。「特 に実施 して いない」 と回答 した企業 は0社 であ った。

全体(N=24)

020406080(%)

秘密保持に関し、就業規則に含めて63
いる、又は誓約書を得ている

}

鷲空罐瓢ζ㌶㌻i懸 灘 総懸繊 灘 纏 懸灘 鎌63
ト

個人データにアクセスできる権限

を職務・個人毎に制限

ト

安全管理について全ての従業者
へ教育・訓練を実施

雇用及び契約時に

非開示契約を締結

ビデオ、オンラインによる

モニタリングを実施

安全管理について関係部署の従業員

に限定して教育・訓練を実施

特に実施していない

その他

無回答

33

講46

58

なお、従業 者の監督 実施上 の課 題 とな って い るこ とを 自由回答 で聞い た ところ、 以下の

点 があが った。

● 従業者 の監 督業務効 率化 のため の情報共有 と安全管 理措 置のバ ランス

●(特 に人物 情報 に関 して)Q32の3(安 全管 理 について全 て の従業者へ 教育 ・訓練 を

実施)を 早急 に実施 す るこ と
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2.3.3委 託 の 実施 ・監 督 措 置<Q34,Q35,Q36>

個 人 デ ー タ処 理 の委 託 状 況 を 聞 い た と ころ、58%(15社)が 入 力 ・加 工 を委 託 して お り、

委 託 して い な い 会 社 は25%(鯉 で あ った ・
、。4。 、。(%)

全 体(Nニ24)

個人データの収集を委託

個人データの入力・加工を委託

個人データの保管を委託

個人データの廃棄・消去を委託

個人データを含むデータベース

販売(提供)を委託

個人データを処理する

情報システムをアウトソーシング

委託していない

無回答

一
個一 送9}:N囲 囲 圏 臨33

33

29

58

何 らか の業 務 を委 託 して い る会 社 の委 託 先 の監督 措 置 を み る と、「委 託 契約 を締 結 」

「非 開示契約 を締 結」「個 人情報 の返却 ・廃棄 を契約書 に明記 」 が共 に60%(9社)と 契約

上 での個人情報保 護対策 が行 われ てい るこ とが伺 える。

全体(n=15)020406080(%、

自社が定めた安全管理措置を

盛り込んだ委託契約を締結 卜
委託契約時に非開示契約を締結一60

契約終了時の個人情報の

返却・廃棄を契約書に明記

自社が定めた安全管理基準に

合致した業者のみ委託先として起用

覚え書きを取り交わす

再委託を禁止

定期的に委託先に

立ち入り検査を実施

特に成文化していないが、

担当者同士が口頭で確認

特に実施していない

その他

無回答

60
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なお、委託先 の監督実施 上 の課 題 となって い るこ とを 自由回答で 聞いた とこ ろ、 以下の

点 があが った。

● 監査の方法、 内容 を どの よ うにす るか

● 業者の選定基準 をど うするの か

2.4デ ータベ ース被 掲 載 者 へ の通 知 ・公表 および 同意 取得

2.4.1個 人 デ ー タ取 得 に 際 して の 利 用 目 的の 通 知<Ql1>

当該データベース に含 まれ る個 人情報 について、本 人へ の利 用 目的の通 知 または公表 を

行 って いるか どうか を、経済 省 ガイ ドライ ンの該 当部 分 を例 示 して聞 いた。現在 「利 用 目

的 を通知 または公表 しな い」企業 は25%(6社)で あ るが、 全面施 行後 はほ とん ど全ての企

業 で行 うようにな る。個人 情報保 護法 全面施 行後 には、「あ らか じめ本人 に通 知」が29%(7

社)か ら42%(10社)へ 、「あ らか じめ公表 」が21%(5社)か ら29%(7社)へ 増 える。取得後 の

通 知 ・公表 について は、 法施 行 前後 で変化 はなか った。

また、既 に取得 してい る個 人デー タについて の対処 方法 を聞い た ところ、「取得 後速 や

か に公 表」21%(5社)、 「通 知 ・公表 しない」17%(4社)と 対応 が別 れ た。

全 体(N=24)

1團〔新規取得データ〕現在 ■〔新規取得データ〕法全面施行後 口既存個人データへの対処1

(%)60

50

40

30

20

10

0

あらかじめ あらかじめ 取得後 取得後 利用目的を

利用目的を 利用目的を 速やかに 速やかに公表 通知または

本人に通知 公表 本人に通知 公表しない

無回答

なお、対象 を個 人情報 を一次取 得 する プロデ ューサー(含 む兼業)16社 に限定 して集計

してみ ると、「あ らか じめ本人 に通知 」が現在 の25%(4社)か ら法全 面施行後 には44%(7

社)へ 、「あ らか じめ公表」が31%(5社)か ら44%(7社)へ 増 え る。法全面施 行後は事 前 の通

知 または公表 を予定 してい る社 が ほ とん どであ り、「通 知 または公 表 しな い」予定 の社 は皆

無 であ った。
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プ ロデ ューサ ー(含 む兼業)の み につ いての集計結 果

全体(n=16)

囚〔新規取得データ〕現在 薗〔新規取得データ〕法全面施行後 口既存個人データへの対処

(%)50.0

45.0

40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

あらかじめ

利用目的を

本人に通知

あらかじめ

利用目的を

公表

取得後

速やかに

本人に通知

取得後

速やかに公表

利用目的を

通知または

公表しない

無回答

2.4.1.1利 用 目的の通 知 また は公表 の方法<Ql2>

デ ータベース被掲 載者 へ の利 用 目的の通知 または公表 の方 法 を聞いた。現 在 は、「調 査 票

に記 載す る」が42%(10社)と 最 も多 く、他 のチ ャネルは あ ま り使 われ ていない 。

法 全面施行後 は、「調査 票 に記載 する」50%(12社)に 加 えて、「自社 のホ ー ムペ ー ジ に

継続 的 に掲載 する」が46%(11社)と 重要な接触 チ ャネル とな るこ とが わか る。 また、 「面

接 時 に口頭 または文書 で知 らせ る」が現在13%(3社)か ら全 面施 行後21%(5社)、 「電話 で

口頭 で知 らせ る」 が現在8%(2社)か ら全面施 行後17%(4社)と 本 人か ら直接 デー タ を取得

する機会 に告知 する場 合 も増加 す る。

全体(N=24)

園〔新規取得データ〕現在 囲〔新規取得データ〕法全面施行後 口既存個人データへの対処

(%)60

50

40

30

20

10

0

個人情報 面談時に 電話で、 本人に 本人に 本人に その他 自社の 事務所の 広く頒布 その他 無回答

取得のため 口頭または 口頭で 文書を 文書を 電子メール ホーム 窓口等への されている

の調査票に ちらし等の 知らせる 郵便等でFAXす る を送る ページに 掲示、 定期刊行物

上記の内容 文書を渡し 送 付する 継続的に 傭え付けを へ定期的に

を　にほする てぽらせる ねぽする ロねぽに ねほを　う

一 ＼一 ノ
利用目的の通知 利用目的の公表
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さ らに、 それ ぞれの方法 毎 になぜ その方 法 を選 んだのか理 由を聞 いた ところ、 全般的 に

「本 人の権利 を保護 」 とい う本来 の 目的 があが ってい る。

調査 票 に掲載 する理 由 と して は 「確 実 に伝わ る」があげ られて い る一方、「自社 のホー ム

ペ ー ジに継続 的に掲載 する」 にお いては 、「広範 囲に伝わ る」が重 視 されて い る。「作業 負

荷 が軽 い」「コス トが安い」はあ ま り理 由 としてはあげ られて お らず、法 全面施 行 に対 して

万全の対応 を とる姿勢 がみ られ る。

個人情報取得のた

めの調査票に上記

の内容を記載する

回
答
社
数

自社のホームペ
ージに継続的に

掲載する

回
答
社
数

面談時に口頭また

はちらし等の文書

を渡して知らせる

回
答
社
数

本人に文書を郵便
等で送付する

回
答
社
数

電話で、口頭で知

らせる

回
答
社
数

全体 12 全体 12 全体 5 全体 5 全体 4

確実に伝わる 7 広範囲に伝わる 7
本ノ《の権W深 護を
重視

2
本人の麓w深 謀を

重視
2
本λの権w深 謀を
重視

2

本ノ(の麓W深 謀を
重視

5 作業負荷が軽い 3 確実に伝わる 2 作業負荷が軽い 1 確実に伝わる 2

コストが 安 い 0 コストが安 い 2 迅速に伝わる 1 確実に伝わる 1 作業負荷が軽い 1

作業負荷が軽い 0
本人の藩w深 謀
を重視

1 コストが安い 0 コス トが安 い 0 コストが 安 い 0

迅速に伝わる 0 確実に伝わる 1 作業負荷が軽い 0 迅速に伝わる 0 迅速に伝わる 0

広範囲に伝わる 0 迅速に伝わる 0 広範囲に伝わる 0 広範囲 に伝わる 0 広範囲に伝わる 0

その他 0 その他 1 その他 0 その他 0 その他 0

無回答 2 無回答 1 無回答 1 無回答 1 無回答 0

2.4.2第 三者 提供 へ の 同 意<Q13,Q15>

第 三者提供 につ いての本 人の 同意 の有無 を聞い たところ、 現在 は 「あ らか じめ本人 か ら

同意 を得 る」 が33%(8社)で 、「本 人 の 同意 を得 ずオ プ トア ウ トも行わ ない」 は17%(4社)

で あ った。全 面施行後 は、 ほ とん どの企業 で何 らかの措 置を とる こ と となる。オ プ トア ウ

トの手続 きを行 う企業 が現 在 の17%(4社)か ら25%(6社)に 増加 す る一 方、現 在検討 中 と答

えた企業 も13%(3社)あ った。

全 体(N・ ・24)

(%)40

30

20

10

0

1国〔新規取得データ〕現在 ■〔新規取得データ〕法全面施行後 口既存データへの同意方法1

あらかじめ 事後となるが 間接的に

本人から直接 本人から直接 同意を得る

同意を得る 同意を得る

本人の同意

は得ず、

オづトアウト

の手続きを

行う

26

本人の同意

は得ず、

オプトアウト

も行わない

現在、検討

している

検討して

いない

無回答



なお、対象 を個 人情 報 を一次 取得 するプ ロデューサー(含 む兼業)16社 に限定 して集 計

してみ る と、「あ らか じめ本人 か ら同意 を得 る」企業が現在 の31%(5社)か ら、全面施 行後

は25%(4社)へ 減 る一方 で、「オプ トア ウ トの手続 きを行 う」 企業 は25%(4社)か ら38%(6

社)へ 増加 す る。

プ ロデ ューサ ー(含 む兼業)の み についての集 計結 果

全 体(n=16)

(%)50

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

あらかじめ

本 人から直接

同意を得る

園〔新規取得データ〕現在 ■〔新規取得データ〕法全面施行後 口既存データへの同意方法

事後となるが 間接的に 本人の同意

本人から直接 同意を得る は得ず、

同意を得る オプトアウト

の手続きを

行う

本人の同意 現在、検討 検討して

は得ず、 している いない

オプトアウト

も行わない

無回答

また、第 三者提供 実施 上の課題 となって いる こ とを 自由回答 で聞 いた ところ、以 下の点

があがった。

● 公 人の範 囲お よび公 人 と しての情 報の範 囲

● 第3者 つ ま り提供 を受 け る側 の個 人情 報保護 の取 り組み を どの よ うに確認 す るか 注

意 を要 す る



2.4.3考 慮 して い る オ プ トア ウ トの 方 法<Ql4>

第 三者提供 につい て考慮 して いるオ プ トア ウ トの方法は、「自社 の ホー ムペ ー ジに継続

的 に掲載 す る」が50%(12社)と 最 も高 く、「広 く頒 布 されて い る定期 刊 行物へ 定期的 に

掲載 を行 う」(13%:3社)と 比較 する と、ホー ムペ ージが大 きな役 割 を果 た すこ とが伺 え

る。本 人に直接 告知す る 「個人情報取 得 のため の調査 票に上記 の内容 を記載 す る」(25%:

6社)、 「面談 時に 口頭 またはち らし等 の文書 を渡 して知 らせ る」(13%:3社)「 電話で、

口頭 で知 らせ る」「本人 に文 書 を郵便 等で送付 す る」(8%:2社)と な って いて、FAXも し

くは電子メール と答 えた企業は なか った。

全 体(N=24)

(%)60

50

40

30

20

10

0

個人情報 面談時に 電話で、 本人に 本人に 本人に 自社の 事務所の 広く頒布

取得のため 口頭または 口頭で 文書を 文書を 電子メール ホーム 窓ロ等への されている

の調査票に ちらし等の 知らせる 郵便等でFAXす る を送る ページに 掲示、 定期刊行物

上記の内容 文書を渡し 送付する 燈続的に 償え付けを へ定期的に

を記載する て知らせる 掲載する 継続的に 掲載を行う

行う

2.5デ ー タベ ース被 掲 載者 か らの 問 い合 わ せ

2.5.1保 有個 人 デ ー タ に 関 す る事 項 の 公 表<Ql6,Ql7,Q18,Ql9>

その他 無回答

保有 個人デー タ公表 等の対応体 制 は、「既 に対応 体制が整 って い る」 が33%(8社)で あ

った。「対応 について検討 を行 ってい ない」 と答 えた企業 はな く、「一部 の対応体 制が整 っ

て いる」(13%:3社)、 「対応体 制 を整 えるべ く検討 中であ る」33%(8社)と な ってお り、

何 らかの問い合 わせ 対応は整 うとい う結果 とな った。
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全 体(N=24)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

III'

自社作成の

対 応 につい て 保有個人・データは

検討 を行 って ないので

いない 対応体制の
整備は予定なし

無回答既に対応体制

が整っている

対応体制を一部の対応体制

整えるべくが整
っている 検討中である

＼ ＼
霧 慧

＼

灘 藤33驚 遡 ・

「既 に対応 体制 が整 って い る」「一 部の対応体制 が整 って い る」企業11社 に、既 に整

備 された対応体制 を聞い た ところ、問い合わせ窓 口の設 置が最 も多 く(82%:9社)、 つい で

ホームペー ジで あった。

n=11

自社ホームページに掲載

パンフレットに記載し、事務所等で配布

問い合わせ窓口を設けた

その他

無回答

0 102030405060708090(%)

また、整 っていない8社 につ いて全面施行 まで に対応体制 は 整 うか と聞 いた とこ ろ、 全

社が 「対応体 制は整 う」 と回答 した。

なお、保有個 人デー タ に関す る事項 の公表 の対応体 制 を整 え るにあた って課 題 とな って

い る(い た)こ とを 自由回答 で 聞い た ところ、 以下の点 があ が った。

●

●

●

●

●

社内体制の整備

社員教育、意 識改 革の 必要性

「保有個人デ ー タ」の解 釈

公開デー タや 公表 デー タ を付加 してい る場合 の開示範 囲

自社で独 自に付 加 した評価 ・風評等 の項 目の開示
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2.5.2本 人 力・らの 請 求 、苦 情 処 理 に対 す る対 応 体 制<Q20,Q24,Q25>

本人 か らの請 求、苦情処 理 に対 す る対 応体制 について 「既 に対応体 制 が整 って い る」項

目は、苦情処理 が50%(12社)と 最 も高 く、つい で、「本 人デー タの訂正 、追加 、削除」「第

三 者提供 の停 止」(46%:11社)、 「本人デ ータの 開示請求」(42%:10社)と なってい る。「対

応 体 制 を整 え るべ く検討 中で あ る」 と課題 とな って い るのは、「本 人 デー タの開 示請求 」

33%(8社)、 「第三 者提供 の停止 」25%(6社)等 で あ り、個 人情報保護 法施行 にあた って事業

者 に整備 が求め られ る案件 があが ってい る。

Nニ24

本 人データの

開示請求

本 人データの

訂正、追加、削除

第三者提供の停止

苦情処理

0% 20% 40% 60% 80% 100%

また、現在検討 中(=対 応体 制が 整 って いな い)企 業 に全 面施 行 まで に整 うか どうか尋

ねた ところ、「整い そうにな い」 と答 えた企業 は全て の項 目で なか った。

なお、 これ らの対応体 制 を整 える にあ たって、 障害 となって いる こ とを 自由回答 で聞い

た ところ、 以下の点があが った。

●

●

●

●

●

●

社員教育の徹底、法 令 ・制度 の周 知

本人確認 を どの ように行 うか、費 用 を どの よ うに設定 す るか等、 具体 的に どの よ う

な事務手続 きにす るの か

本人確認 の方法 、社 会 的な情勢 が見 えない

問 い合 わせ 窓 口は設 け るが、全 国各拠 点へ請 求があ った場 合 に どう した ら確実 に伝

達 され反映で きるか とい うこ と

販売デ ータかつ本 人か らの販売依 頼 には応 じない基 本方針 が根 本 か ら くっ がえ され

る

通 常ク レーム との判別 が非常 に 困難 であ る こと
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2.5.2.1本 人 デ ー タの 開 示 請 求 に対 す る書 面 の 交 付 等 に よ る開 示 方 法<Q21>

本人デー タの開示 請求 につ いて、既 に対応 が整 って い る、 も し くは検 討 中で あ る とい う

企業20社 に対 して、 書面 の交付 方法を尋ね た ところ、郵 送が13社(65%)と 最 も多 い。

しか しなが ら、「電子 メー ル」6社(30%)「 画面 に表 示」4社(20%)等 の 電子媒 体 で の対応

も検討 されて い る ことがわ かる。

その他 として 、「提供 事業者(プ ロデ ューサ ー)と 調整 」があ げ られた。

n=200
10 20 30 40 50 60 70

65

(%)

郵 送

卜

電 子 メー ル 30

画面に表示 20

その他 15

無回答 20

2.5.2.2本 人 デ ー タ の 訂 正 、追 加 、削 除 請 求 に 対 す る 対 応 体 制<Q22>

本人デー タの訂正 、追 加、 削除請求 について、 既 に対 応が整 ってい る とい う企業17社

に整備 した対 応体 制 を尋ね た ところ、窓 口設置 が10社(59%)と 最 も多か った。

その他 として、「提 供事 業者(プ ロデ ューサー)と 調 整 」があ げ られた。

(%)
0204060n=17

問い合わせ窓口を設けた

調査する組織を設置した

データベースシステムを構築した

その他

無回答

59
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2.5.2.3第 三者提供 の停 止請求 に対 する対応体 制<Q23>

同様 に第三者提供 の停止請 求 につ いて、既 に対 応が整 ってい る とい う企業14社 に整備

した対応体 制 を尋 ねた ところ、窓 口設置 が8社(57%)と 最 も多か った。

その他 と して、「提供事業者(プ ロデ ュー サー)と 調 整」があ げ られ た。

全体(nニ14)

すべて本人の同意を得ている

問い合わせ窓口を設けた

調査組織を設置した

データベースシステムを構築した

その他

無回答

0 20 40 60 (%)

2.5.3苦 情 処 理 上の 課 題<Q27,Q30>

苦 情 処 理 を す る に あ た って 、 課 題 と な っ て い る点 を きい た と こ ろ 、 「対 応 に要 す る マ ン

パ ワー 」 が最 も多 く、33%(8社)。 つ い で 本 人確 認 の 手 法29%(7社)と な って い る。

全 体(N=24)o

対応に要するマンパワー

10 20 30 40 50(%)

本人確認の手法

本人の求めが多数寄せられた

場合に速やかな対応が困難

本人の求めに応じて保有個人

データを特定するのが困難

対応に必要な技術力の不足

対応に要する費用

その他

無回答

卜

21

29

13

46

L
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なお、本 人か らの請求 や苦情処 理 につ いて、 自由回答 で意見 を聞い た ところ、以下 の点

があが った。

● 当社は 、 これ までに もご本人 の意 思 を尊重 し、求 めが あればそれ に応 じる対応 を行

ってお り個 人情報保護法 でこの ような考 え方が認 め られ た と考 えてい る

● 情 報 のあ りか を迅速 に判 断 して対応 する組 織づ くりが必要 だ と思 う

2.5.4本 人又 はその代理 人である ことの確認 方法<Q28>

被 掲載者 か ら問 い合 わせが あった場合 、本 人(又 は代理 人)で あ るか どうか の確 認 方法

について 聞い た。来所 の場合、公 的な書類 であ る運転免許 証 ・健康 保 険証 ・パ スポー トが

あげ られ てお り、 印鑑 証明 は若干 少なか った。その他 と して、 身分証 明書が あげ られた。

また、電話 で の問 い合 わせの場合は コールバ ヅクが最 も多か った。

0204060(%)

来

所

オ

ン

ラ

イ

ン

電

話

郵

送

運転免許証

健康保険証

パスポート

印鑑証明書と実印

代理を示す旨の委任状

II|1III11111111Illllll111111Ill1111111111111111111111111111111111111111111111111133

21

42
1

r

全 体(N=24)

人

33

25

125

33
25
'29

㎜㎜㎜㎜㎜717
13

一

1冊lllllllllllllllllllllllllllllll。lllllllllllllllllllll川"25

0

8

その他匹
8

く

'

s

IDと パスワード

その他

21
13

0

13

㎜ 『
≡≡ヨ4

一定の登録情報
25

く

'

s

llllllllllllillllllllll‖lllllllllllllll17

0

コールバック

その他

llllll川lllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllll川ll

δ

8

38

1;

〈

r

運転免許証のコピー

住民票

代理を示す旨の委任状

その他

llllllllllllll川lllll川lllllllllllllllrrラ 「 一ー ー －

llll1削lllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllク1

一

129

125

29

125
囲本人の場合

皿〔代理人の場合〕本人分

目〔代理人の場合〕代理人分

18111111111111111111111111川llllllllllllll川llllllllllllllllllllll1‖29

0

21

8
'8

一

㌧

ll、lllllllllllllllllllllllllllll、llllllllllllllll111111111111111111。lll。1。、lll1111、llllllllllll品llm、 、無回答
154
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2.5.5発 行 済 み メ デ ィア に対 す る措 置<Q26>

発売後のCD-ROM、DVD、 書籍等 オ フライ ン媒体 にお ける本人 の権 利利 益 の保護

に必要 な代替 措置は、「次版 で修正」 が58%(14社)で 半数 を占め る。つい で、「自社 ホー

ムペー ジに訂 正記事 を掲載 」(38%:9社)、 「訂正 文書 を添付 」(29%:7社)で あ った。「新

聞等 に訂正記 事 を掲載 」は(8%:2社)で あ った。

全体(N=24) (%)

0 20 40 60

訂正文書を添付

新聞等に
訂正記事を掲載

自社ホームページに

訂正記事を掲載

その他

無回答

38
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2.6個 人情 報保 護 法 を遵 守 して い く上 での 課題<Q42>

その他、個 人情報保護 法 を遵守 して い く上 で課 題 とな って い るこ とについて、 自 由回答

を聞いた とこ ろ、以下 の点 があが った。

〈体制 について 〉

●

●

●

社内の規定 を早 急 に作成 し社 員教育 の徹底 に努 めた い。

どの よ うに会 社 が対策 を講 じて も、最終 的 には 人間 の問題 が残 る。 特 に

・不心得者 、犯 罪者へ の抑止

・委託業者 によ る配送上 の漏 洩、流 出

・個人情 報保護 認定 団体 のあ り方

当社は来 年4月 施 行 に向け、個 人情報保護 法 に関わ るセ キ ュ リテ ィ対 策 の全社 的取

り組み を始動 した(2004.11～)。 外 部の コ ンサ ルタ ン ト会社 を起 用 し、現 状

の課題 と改善策 、規 定類 の整備 ・策 定、社 員教 育 を来 春 まで行 う。当社 にお いて は、"

顧客情 報"に フォー カス した対策。← ビジネス情報 サー ビス(商 品)の 契約 者(企

業 ・官公庁 中心)

〈保護 法の適応 範 囲につい て〉

● デ ータベー ス業界 は法 の対 象外 となる様 な働 きかけが 必要。取 引上の 安全 、財 産 の

保護 に もつ なが る知 る権利 が軽視 されて い くので は。 弊社 の様 な業者 か ら入手 が で

きな くなる とよ り小規模 かつ体制 の整わ ない=5000件 保有 しない興 信 所 よ り入

手 せ ざるを得 な くな り悪 い方 向へ向 うのでは ないだ ろ うか。

● 中立 ・客観 的 な個 人情 報は社会 的資産 と して も重要 と考え る。単 に個 人 の好 悪 だけ

で、 中立 ・客観 的 な個 人情報 が得 られ な くなるのは如 何な ものか。 また、社会 的 に

活躍 し、 多 くの人 に知 られて いる知名 人、有 名人あ るいは 公人 に関 して は、 あ る部

分 まで の個 人情 報 を公開す る義務 があ る と思 うが このあ た りが判然 と しな いの が個

人情報保護 法 を順 守 してい く上での課題 と考 えて いる

●

●

企業の代表 者 名は個人情 報 とすべ きなのか疑 問で ある。

官庁の業 務で 技術者 名簿の提 出 を求 め られ るこ とがあ るが、 イ ンナー情 報 で あ る社

員個人 の資格 、 出身校、専攻 学科等 の個人情 報の提 示 の際 、本 人の 了承が 得 られ な

い場合 は どうす るの か?

官庁 といえ ど も、 その ような情報 を集め る必要 があ るの か疑 問であ る。

なお、 ワー キ ング グルー プで は これ らの意見 も参 考 に して事例研 究 を行 った。
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第3章 人物データベースサービス被掲載者の個人情報に関する意識調査結果

3.1調 査 の 概 要

近 年、社会 の情報 ネ ッ トワー ク化 が急速 に進展 す る一 方で、 大規模 な個 人情報 漏洩事件

が相 次 いだ影 響 もあ り、個 人情報 の外 部提供 に不安 を抱 く傾向 が個 人の 間 に強 ま って い る。

しか しなが ら、対象 を企業情報/人 物情 報デー タベー ス等の被掲載 者 であ る企業 の役 員

や幹 部、政治 家、作家等 に限ってみ た場合 、一般 個人 とは異な る意 識 を有 して い る との見

方がデー タベ ースサー ビス事業 者の間 には強 い。す なわち、 これ らの被掲 載者 は、 その社

会 的な 立場 か ら、 自己の個 人情 報 の一定 の範 囲 につ いては、公 開 し流通 す るこ とが業務 上

で利 益 になる場合 や、か まわ ない と考 える場合が 多い とみ られ るが、そ の実 態 について は、

従来 組織 だっ た調査 が行われて こなか った。

このため、2005年2月 、(財)デ ー タベ ース振興 セ ンター では、デ ー タベース被掲 載者

本人 の個 人情報 に関す る意識 を探 り、業界 ガイ ドライ ン策定 に役立て るべ く、人物 情報デ

ー タベ ース に掲載 されてい る企業経 営者 ・幹部層 を対象 に、 自 らの個 人デ ー タをデー タベ

ース を通 じて提供 され るこ とに関 して、欲 しないか、 あるいはか まわな い と考 え るか を項

目ご とに尋ね る意 識調査 を実施 した。

関連 して、人物 情報デー タベー スサー ビス の最 大手 であ る 口外 ア ソシエー ヅ(株)が 、

同社 の 「現代 日本 執筆者大事典 第4期 」、「WHO」 の被掲載者 を対象 に 同様 のア ンケー

ト調査 を実施 したので、 その結果 を資料 編 に掲 載 した。

表3-1人 物情報 デ ータベース被掲 載者 の意識調査 の概 要

調査期間 平 成17年2月9日 ～25日

調査主体 (財)デ ー タ ベ ー ス 振 興 セ ン タ ー

調査実施 (株)日 経 リサ ー チ

調査 対象' 日経WHO'SWHOの 被掲載 者(無 作 為抽 出)

調査方法 郵送調査

調査地域 全国

送信数 1,500件

回収数 306件

回収率 20.4%
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3.2回 答 者 の 基 本 属 性

回答 者 の役 職 を 見 る と、 「代 表 権 を 持 た な い役 員 」 が半 数(53.3%)を 占 め 、 つ い で 「部 長

職 」(30.1%),で 「代 表 権 を 持 つ役 員 」 は5.2%で あ った 。

従 業 員 規 模 別 で 見 る と、100～499人 が 最 も多 く40.5%で あ っ た。100人 未 満 は8.5%と

少 な く、500人 以 上 で51.0%を 占め て い る 。 ま た 、 上 場 企業 が85.3%で あ っ た 。

役職

合 計
代表権を
持つ役員

代表権を持

たない役員

執行役員・

執行役
部長職 無回答

1(N・306) 5.2 53.3 11.4 30.1 0.0

従業員数

合 計
50人 未

満

50～99

人

100～499

人

500～999

人

1000～49

99人

5000人 以

上
無回答

1(N-306) 3.9 4.6 40.5 20.9 25.5 4.6 0.0

上場 ・公 開 状 況

合 計
1(N・306)

上場

85.3

未上場

14.1

無回答

O.7

3.3被 掲 載 者 のデ ー タベ ース に対 す る個 人 情 報 の意 識

3.3.1「 提供 され て もか まわ な い」個 人情 報 ・ 「掲載 してほ しくな い」個 人情 報

本調査 では 、デ ー タベースの有用性 に鑑み 、被掲載 者が答えや すい よ うに 「提供 してほ

しくない」個 人情 報 と、「提 供 されて もか まわ ない」個人情報 の両設 問 を聞い た。(図 の横

棒 グ ラフ参照)

勤務 先情報 は、 ほ とん どの項 目において 「提供 されて もか まわ ない」 が8割 以上 と非常

に高いス コア にな って い る。「提供 してほ しくない」も1割 未満であ り、被 掲載 者 にお いて

これ らの情報 は社会 上 有用 と捉 え られてい る といえる。勤務先情報 の 中で も電 話 番号(か

まわない:66.7%,し て ほ し くない:21.6%)や 、 メール ア ドレス(か まわ ない:29.4%,し て ほ

しくない:52.0%)は 低 いス コア とな った。

プライベー ト情報 については、項 目によって評価 が別れ た。半数 以上 が 「提供 されて も

か まわない」 と答 え たのが 「性別 」「出身県」。他 方、7割 以上 が 「提供 され た くない」 と

したのが、「経済状 況 」「顔写真」 であ った。

自宅情 報 に分類 した 「自宅の住所 」「自宅の電 話番号」「家族構成 」 につい て は9割 を越

す人が 「提供 して ほ し くない」 と答えて いる。
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3.3.2被 掲 載 者 とデ ー タ ベ ー スサ ー ビス 事 業 者 の 意 識 の 違 い

被掲載者 の 「提供 されて もか まわない 」個 人情 報(右:横 棒 グ ラフ)と 、2章 で掲載 し

た 「デー タベー スサー ビス業 にお ける個 人情 報保 護 の取 り組 み につい ての調査 」 にお いて

データベースサー ビス事業者 に尋ね た 「一般 に流通 す ることが有効で あ り、 かつ 本人 の権

利利益 を大 き く損 なわない と考 え られ る項 目」(右:折 れ線 グラ フ、有 回答 者 のみ で集計)

を比較 してみ る と、 ほ とん どの項 目にお い て、 被掲載 者はデー タベー スサー ビス 事業 者 よ

りも 「提供 されて もか まわ ない」 と感 じて い る。 しか しなが ら、「自宅 の住 所 」「自宅の電

話番号 」は2割 のデー タベー スサー ビス事 業者 が有 用 と考 えて いるが、被掲 載者 は 「提供

してほ しくな い」 と答 えて いる。

3.3.3被 掲 載者 と一般 の人の意識の違 い(世 論調 査 との比較)

また、被掲 載者 の 「提供 してほ しくな い」個 人 情報(左:横 棒 グ ラフ)と 一般 の人 の 「他

人 に知 られ た くない個 人情報」(左:折 れ線 グ ラ フ、個 人情 報保護 に関 す る世 論調査(平 成

15年9月)内 閣府大 臣官房政府広報室 実施)を 比較 してみ る。世論調査 で、最 も高 い のが

経済状況で あ る一 方、被掲載 者において は家族構 成 や 自宅住所 ・電話番 号が あが ってい る。

その他 の項 目にお いて順位 もあ ま り整合 性 が な く、 一般 的 に言わ れてい る個 人情 報 に関す

る意識 と、デー タベー ス被掲載者 が感 じる 「デ ー タベー スに提供 してほ しくない個 人情報 」

の意識 との間 はあ ま り関係が ないこ とが示 唆 され た。
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Ql.提 供してほしくない個 人情報

(%)100 80 60 40 20 0

Q2.提 供されてもかまわない個人情報

020406080100(%)

1``1 lI`1

(平成15年9月)内 閣府大 臣官房政府広報

室 実施「個人情報保護に関する世論調査の

結 果」から、「他人に知 られたくない個人情

報 としていろいろあると思いますが、あなた

が、この中で他人に知られたくないものがあ

りましたら、いくつでもあげてください。」とい

う股 間の回答で同じ内容の項目を比較し

た。

なお、世論調査 における実際 の設問項 目は

下記の通り。
*1メ ールアドレス

■2年 間収入 ・財産状態・納税額などの記

録
■3顔 写真などの画像

寧4趣 味・嗜好などの記録

*5学 歴・職歴などの過去の記録

寧6出 生地

寧7現 住所 ・電話番号

*8家 族・親族等家庭生活の状況
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部署名

役職名
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電話番号

メールアドレス

*1プ ライベート情報

経済状況

*2

顔写真

*3

趣味

*4

生年月日

職歴

*5

学歴

*5

著作物、論文等

出身県

*6

性別

自宅情報

自宅住所

*7

自宅電話番号

*7

家族構成

*8

一＼

「鋤8042.8

4t8

39.7

39.7

一 一

28.2 麺4・ ・ 44.8

一 －s

37:9.. ・9騒]…

一 '

:37,6、 ζ 、酒鍵
一 一 ノ
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一 一
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い/提供されたくない

無回答

}・
-

03
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===コQ2.提 供されてもかまわない個人情報

(N=306)

■晴 旨■010 ,一 般に流通することが有効であり、

かつ本人の権利利益を大きく損なわないと

考えられる項 目(n=14)

【==コQ1.提 供してほしくない個人情報
(N=306〕

"■9剛}個 人情報保護に関する世論調査

(20039N=2126)
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3.3.4役 職別 に見た被 掲載者 の意識

被掲載者 の中で も、役職 別 に見 る とかな り意識 が違 う。

「代 表権 を持つ役 員」「執 行役員 ・執行役 」の役職 の 方は、「氏 名」「勤務先社 名 」「勤務

先 部署名」「勤務先 役職名 」の全て の項 目で 「提供 してほ し くない」個人情報 と答 えた人 は

1人 もいなか った。 また、氏 名 ・社名 ・部 署名 ・役職 名 ・住所 につ いて、「代表権 を持 つ役

員」は9割 以上 が 「提 供 され て もか まわ ない」個 人情 報 と してい る。 一方、部 長職 で は、

部署名や住所 を 「提供 され て もか まわ ない」個人情 報 と して い るの は7割 台であ り、役職

に応 じて勤務先情報 で も20ポ イ ン ト程 度 の意識 の差 が あ るこ とがわか る。

これは プライベー ト情報 にな る とその傾 向は よ り顕著 となる。

性別、 出身 県、学歴 において 「代表権 を持 つ役 員」 は8割 もが 「提供 されて もか まわ な

い」個 人情報 と して してい る。 その他 の項 目もお しなべて高 い。 とこ ろが、 その他 の役職

の方 は、学歴 や職歴 な ど多 くの項 目で3-5割 程度 と低 くな ってい る。また、「提 供 して ほ

しくない」個 人情報で もその差 は顕著で、「代 表権 を持 つ役 員」は 「学歴 」「著作 物、 論 文

等 」「性別」を 「提供 してほ し くない」個 人情報 と答 えた人 は1人 もいなか った。顔 写真 は

「代 表権 を持 つ役 員」 の37 .5%が 「提供 してほ し くない 」 と答 えてい るのに対 し、「代 表

権 を持たない役員」 では81.0%で あった。

自宅情報 も同様で、「代 表権 を持つ役員 」は25.0%が 「自宅住所 」 を 「提供 されて もか

まわない」 と答 えてい るのに対 し、「代表権 を持 たない役 員」は4.9%に すきない。

この ように、 多 くの項 目で 「代表権 を持つ役 員」 は、他 の役職者 に比較 して第 三者 提供

され るこ とに理解 を示 してい る といえ るが、 い くつ かの項 目においては、役職 にお け る意

識 の違 いがみ られなか った。勤務先情報 では、メール ア ドレスが、プライベー ト情報 では 、

経済状況 がこれにあ た る。 これ らの項 目は例 え 「代 表権 を持 つ役 員」で も第 三者提 供 され

た くない項 目と して、 よ り注意 を払 った取 り扱い をす る必要 があ る といえ よう。
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役職別 に見た 「提供 され てもかまわ ない」個 人情報
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第4章 デ ー タベ ース プ ロデ ューサ ー個 人情報保護ガ イ ドライ ン(修 正 案)

4.1ガ イ ドラ イ ンの 内 容

デー タベ ース プ ロデューサー個人 情報保 護 ガイ ドライ ン(案)を 次ペ ー ジ以降 に示す。

この ガイ ドライ ンを作成す るにあ た り、 日本工業規格JISQ15001:1999「 個 人情報保

護 に関 す るコ ンプライア ンス ・プ ログラ ムの要求事項」、平成16年10月22日 厚生労 働省 経

済産 業省 告示 第4号 「個 人情 報 の保 護 に関 す る法律 について の経済 産業 分 野 を対 象 とす る

ガイ ドライ ン」、(社)情 報サー ビス産業 協会 「情報サー ビス産業 個 人情 報保護 ガイ ドラ

イ ン(第3版)」 、電子商 取引推進 協議会 「民間部 門にお ける電子 商取 引 に係 る個人情 報保

護 に関 するガ イ ドライ ン(Ver.3.0)」 等 を参 考 とした。

あ わせ て、(財)デ ータベース振興 セ ンター が前 年に続 きデー タベー スサ ー ビス事業 者等

を対象 に2004年10月 に実施 した 「デー タベー スサー ビス業 にお け る個 人情 報保護 の取 り組

み につい ての調 査」か ら明 らか とな った個 人情報保護対策 の進 展状 況 や、2005年2月 に実

施 した「人物デ ータベース被掲載 者の 意識調査 」の結果を も考慮 して作 成 したものであ る。

ガイ ドライ ン(修 正案)の 検 討 は、2004年3月 に策定 され た(暫 定版)を 改 訂す る形 で作

業 が進 め られ たが、(暫 定版)が 基 本 的に個 人情 報保護法成 立以前 のJISQ15001に 準拠 す

る内容 で あ ったのに対 し、本 案で は成 立後 に示 された経 済産業 省 ガ イ ドライ ンを基準 と し

て、 その うえ に第1章 で示 した各 事業者 の事例 研究な どを通 じて 共通 認識 とされたデー タ

ベー スサ ー ビス業界独 自の 自主ル ール や解説 を加 えた こ とか ら改 訂箇 所 は少 なか らぬ量 に

の ぼった。 以下 にガイ ドライ ン(修 正案)の 主な特色 を示 す。

4.2ガ イ ドラ イ ンの 特 色

(1)対 象 を第 三者提供 され るデ ータベ ース に限定

デー タベー ス プロデ ューサ ー(以 下 プ ロデ ューサー とい う。)は 、新 聞 ・出版 ・情報処理

事業 等 の本来 業務か ら派 生 した一事業 と してデー タベ ースサ ー ビス を営 むケー スが多 く、

各社 の多様 な事業 を全 て網羅 す る個 人情報 保護 ガイ ドライ ンを策定 しよ うとする こ とは現

実 的で はない 。そ こで、本 ガイ ドライ ンでは、第1条 お よび第2条 におい て、「プロデ ュー

サー が第三 者 に提供 す るこ とを 目的 とす るデー タベース」 に対象 を限 定 し、 その他 のデー

タベー スサ ー ビスに関係 しない顧 客情報 や雇用管 理情報等、 お よび商 用 デー タベー スであ

って も新 聞等 の記事情報 な どの報道 を 目的 とす る もの は対象 外 と してい る。

なお、 デー タベースサ ー ビス事業 者 には、 自らデー タベー ス を作 成 し第三 者 に提供 す る

サー ビス を行 うプ ロデ ュー サー と、他 業者 の作 成 したデ ータベ ー スの提 供 を受 け、 第三者

に提供 す るサ ー ビス を行 うデー タベ ースデ ィス トリビューター(以 下デ ィス トリビュー タ

ー とい う。)の2つ の業 態 が存 在す る。本 ガ イ ドラインは、プ ロデ ューサ ー を対 象 と して い

るが、デ ー タベースサー ビスは デ ィス トリビュー ター を経 由 して利 用者 に提供 され る場合

が多 く、個 人情 報の適切 な保 護 を 図 るため には両者 の連携 した取 り組 み が不 可欠 であ る こ

とか ら、 必要 に応 じて デ ィス トリビュー ター において望 まれ る対応 につ いて も取 り決 め を

行 った。
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(2)「 保有個 人デ ー タ」 の帰属 について解 説

第1章 の事例1～6に もあ るよ うに、 デー タベ ー スサ ー ビス事業者 が顧客 企業 へ販 売 し

た個 人データ を含 むデー タベ ースが、 プロデ ューサ ー、 デ ィス トリビュー ター、顧 客 企業

の各 々に と り 「保有個 人 デー タ」 に該 当するか否 か、 また該 当 した場合 の影響 につ いて検

討 を行 った結果、 ガイ ドラ イ ン(案)で は以下 の よ うに定 め た。

第3条(定 義)(6)保 有個 人デー タ(解 説(要 旨))

Lデ ー タベー ス に含 まれ る個人デ ータは プロデ ューサ ーの保有個 人デー タであ り、デ

ィス トリビュー ター に とっては一般 に保 有個 人 デー タ には当た らない 。

2.顧 客企 業 が 自社 デ ー タベ ース に組み込 ん だ場合 な どは 顧客企 業 の保有 個 人 デー タ

とな り得 る こ とに留意 す る。

(3)特 定の機微 な個 人情 報 の取得の禁止

一般 的な プロデ ュー サー にお いては従 来か らも行 ってい ない が、第14条 におい て、 思

想、信条 、宗教、 人種、 門地、 健康状態 その他 等社 会 的差 別 につなが る個人情 報 の取 得、

利用 または提供 を原則 と して禁 止す るこ とを改 めて 明記 した。

(4)第 三者提供 に おける本 人 同意の原 則

第19条 において 、個 人情報 の第三者 への提供 は、 本 人の事 前 同意 を得 て行 う こ とを原

則 と した。

第20条 にお いて、オプ トア ウ ト(本 人 の求め に応 じて 第三 者への提供 を停止 す るこ と)

に よる本人の 同意 を必要 と しない第三者提供 を容認 して い るが、 同2項 にお いて 「本 人 の

権 利利益保護 のた めには、19条 に定 める本人か らの 事前 同意取 得が よ り望 ま しい こ とか

ら、 プ ロデューサー は極 力そ の取 得 に努 め るこ ととす るが、 それが実務 上困難 な場合 は オ

プ トア ウ トを行 う。」と した。事業 の性 質上、公 開情報 等 か らの個人情報 の間接取得 が 必須

とな る業 態 も多い デー タベー スサー ビス事業 において 、 オ プ トア ウ トは不可 欠な措 置 であ

る。 しか しなが ら、本 人の権利 利益 を保 護 しつ つ、デ ー タベ ー スサー ビス産 業の透 明性 ・

信頼性 を確保 して い くため、原 則 を本 人の事前 同意取 得 に 置 き、 オ プ トア ウ トについ ては

節度 あ る運用 を求めて い る。

(5)本 人か らの 開示等の 求め に対す る対応窓 口の 明示

上述の ように、デ ィス トリビュー ター の場合 、一般 的 には保 有個 人デー タには当 た らず、

従 って、本人 か らの 開示 ・訂正 ・削除等 の要 求 に応 じる法律 上 の義務 は生 じない。 一方、

本 人 の視点か らは、 当該デ ー タベース が どの事業者 の保 有 個 人デー タか分か りに くい場合

もあ るため、 その便宜 を考 慮 しガイ ドライ ンで は以下 の ように対応 窓 口を明示す る こ とを

求めて いる。

第27条(開 示等 の求 め に応 じる手続)(解 説(要 旨))

デ ィス トリビュー ター は顧 客 に対 し、 プロデ ュー サー にお け る開示等 の受付 先 を明示

す ることが望 ま しい。 また、 プロデ ューサー との契 約 に よ り、 デ ィス トリビュー ター が
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顧 客 か らの苦情 の一次サ ポー トを担 当 し、プ ロデ ューサー との間 を媒 介 す るケー ス も考

え られ る。

(6)漏 えい等 が発 生 した場 合の措 置

第29条 において、個 人情 報 の漏 えい事案等 の事故 があ った場 合 に備 え た体 制 の整 備 お

よび発生 した場合 に とるべ き手 順 の策定 について定 めた。

4.3ガ イ ドラ イ ンの 取扱 い と 見直 し

ガイ ドライ ンの取 扱 いにつ いて は、個 人情報 を含む商用 デー タベー ス を扱 うプ ロデ ュー

サー が、 その実 態 に応 じた コ ンプ ライア ンス ・プログラム(実 践遵 守計 画)を 策定 す る際

の参 考 にな るもの を念頭 に作成 し、 これ を公表、普及 ・啓 発活 動 を行 うこ とを予定 してい

る。 当面は(財)デ ー タベー ス振 興セ ンターお よび 日本 デー タベ ース協 会会 員へ の周 知徹

底 と意見 聴取 が予定 されてお り、 そ の結 果 による見直 しの可能 性 はあ る ものの、 プロデ ュ

ーサー においては速 やか に活 用 をはか るこ とが望 まれる。

また、ガイ ドライ ンは、業界 の 個 人情 報保護の実施状 況等 に照 ら して、 今後 とも継続 的

に見直 しを行 い、改善 を図 って行 く考 えで ある。
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4.4デ ー タベ ース プ ロデ ュ ーサ ー個 人 情 報保 護 ガ イ ドラ イ ン(修 正 案)
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は じめに

(財)デ ータベース振興セ ンター並びに日本データベース協会は、「個人情報の保護に関する法律

(平成15年 法律第57号)」 の成立を受けて、個人情報を含む商用データベースを扱 うデータベー

スプロデューサー(以 下プロデューサー とい う。)が 、その実態 に応 じたコンプライア ンス ・プロ

グラム(実 践遵守計画)を 策定する際の参考 にされるよう 「データベースプロデューサー個人情報

保護 ガイ ドライン」を作成 し、これを公表、普及 ・啓発活動を行 うこととした。これをもって高度

情報ネ ッ トワー ク社会の健全な発展に寄与することを願うものである。

第1章 総則

(目的)

第1条 このガイ ドラインは、プロデ ューサーが第三者に提供することを目的 とするデータベー

スに含 まれる個人情報の適切な保護のため、プロデューサーがその実態に応 じた個人情報保護 の

規定を策定するための指針であ り、これによってプロデューサーがコ ンプライアンス ・プログラ

ムを策定 することを支援 し、促進することを目的とする。

参考 個人情報保護法第1条

(適用範囲)

第2条 このガイ ドラインは、 プロデューサーに適用する。ただ し、 プロデューサーが扱 う個人

情報を含む商用データベースの うち新聞等の記事情報などの報道 を目的 とするものについては

対象外 とする。

また、顧客情報や雇用管理情報等 として保有する個人情報の取扱いについては別途社内規程等を

定めることが望 ましい。

2プ ロデューサーは、次の場合に、 このガイ ドラインを用いることがで きる。

(1)コ ンプライアンス ・プログラムを策定 し、実施 し、維持 し、改善する場合

(2)策 定 したコンプライアンス ・プログラムがこのガイ ドライ ンに適合 していることにっいて自

ら確認 し、表明す る場合

3デ ータベースデ ィス トリビューター(以 下ディス トリビューター という。)は、本 ガイ ドライ

ンの定めるところに従い、プロデューサー と連携 してデータベースサービスにおいて取 り扱われ

る個人情報の適切な保護に努めることが望ましい。

[解説]

1.こ のガイ ドラインは、プロデューサーが自発的に採用するものであ り、法的な拘束性 を持つ も

のではないので、その取 り扱 う個人情報の量や利用方法 により事業者等 を限定 しない。

2.雇 用管理情報については、「雇用管理 に関する個人情報の適正 な取扱 いを確保するために事業

者が講ずべき措置に関する指針」(厚生労働省告示第259号)に 従い、社 内規定 を定めることが

望 ましい。

3.本 ガイ ドラインの解説は、経済産業省の 「個人情報の保護 に関する法律 についての経済産業分

野を対象 とするガイ ドライ ン」か ら抽 出 して、一部文言に加筆 してい る。同ガイ ドラインの全

て を記載 していないので、コンプライアンス ・プログラムの策定に当たっては必要 に応 じて同

ガイ ドライ ンを参照する必要がある。また、本ガイ ドライ ンにおいて使 用する用語は、別に定

め る場合 を除 き、同ガイ ドラインにおいて使用する用語の例による。
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4.デ ータベースサー ビス事業者 には、 自らデータベースを作成 し第三者に提供するサー ビスを行

うプロデューサーと、他業者の作成 したデータベースの提供 を受け、第三者に提供 するサー ビ

スを行 うディス トリビューターの2つ の業態が存在する。本ガイ ドラインは、 プロデ ューサー

を対象 としているが、デー タベースサービスはディス トリビューターを経由 して利用者に提供

される場合が多 く、個人情報の適切な保護を図 るためには両者の連携 した取 り組みが不可欠で

あることか ら、必要に応 じてディス トリビューターにおいて望 まれ る対応について も推奨 を行

った。

(定義)

第3条 このガイ ドラインで用いる用語の定義は、次による。

(1)デ ータベース

相互に関連のあるデー タを整理 ・統合 し、コンピュータ処理 によって、検索可能 な状態に体

系化 したものをい う。

(2)商 用データベース

データベースサー ビス事業者が保有 し商行為を目的に第三者に提供するデータベースをい う。

(3)個 人情報

生存する個人に関する情報であって、当該情報に含 まれ る氏名、生年 月日その他の記述等 に

よ り特定の個人を識別することがで きるもの(他の情報 と容易 に照合 することができ、それによ

り特定の個人を識別するこ とがで きることとなるものを含む。)をい う。

(4)個 人情報データベース等

個人情報を含む情報の集合物であって、次のものをいう。

①特定の個人情報をコンピュータを用いて検索できるように体系的 に構成 したもの

② コンピュータを用いていない場合であって も、含 まれる個人情報 を一定の規則に従 って整理

することにより特定の個 人情報 を容易 に検索することができるように体系的に構成 した情報

の集合物であって、 目次、索引、符号その他検索を容易にするための ものを有するもの

(5)個 人データ

個人情報データベース等 を構成 する個人情報をい う。

(6)保 有個人データ

プロデューサーが、本人 またはその代理人から求められる開示、内容の訂正、追加 または削除、

利用の停止、消去及び第三者への提供の停止のすべてに応 じることができる権限を有する 「個人

データ」をいう。ただ し、その存否が明 らかになることによ り公益その他の利益が害 されるもの

として以下のものに該当す る場合及び6ヶ 月以内に消去するものは除 く。

① 本人または第三者の生命、身体 または財産に危害が及ぶおそれがあるもの

② 違法または不当な行為を助長 し、 または誘発するおそれがあるもの

③国の安全が害 され るおそれ、他国若 しくは国際機 関 との信頼関係が損なわれるおそれまたは

他国若 しくは国際機関 との交渉上不利益を被 るおそれがあるもの

④犯罪の予防、鎮圧 または捜査その他の公共の安全 と秩序の維持 に支障が及ぶおそれがあるも

の
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[解説]

1一 般 にデータベースに含 まれる個人データは、プロデューサー にとり保有個人データに該当す

る。一方、デ ィス トリビューターは通常プロデューサー との間でデータベースの改変等 を禁 じ

る契約を締結 してお り、本人か らの開示等の求めのすべてに応 じる権限 を有 さないことか ら、

デ ィス トリビューターの保有個人データには該当しない と考えられる。

2一 般的にプロデューサーは顧客企業 と利用契約を結ぶが、その条件 は第三者提供 を禁 じる(=

再販 しない)こ とを目的 としてお り、顧客企業が社内でデータのマージや項 目の修正等の各種

処理を行うことに対 して制約を加えるものではない。

顧客企業がプロデューサーか ら提供 を受けたデータベースに含 まれ る個人データについては、

自社データベースに編入 した場合、訂正等が可能 とな り、顧客企業 の保有個人データとな り得

㌫ 蘂馴 《難 ㌶ 鷲 業がデータを編集せず閲覧や印刷のみ行う蹴 ♪ 嫡

(7)本 人

個人情報によって識別 される特定の個人をいう。

3Qivzg"Zik'7

傷%イ 欲 了こ柏

イ～ん

(8)デ ータベースプロデューサー(プ ロデューサー)

自らデータベースを作成 し、その全部 または一部を第三者に提供するサー ビスを行 う法人そ

の他の団体 または個人をい う。

(9)デ ータベースデ ィス トリビューター(デ ィス トリビューター)

他業者の作成 したデータベースの提供 を受け、その全部 または一部を第三者に提供す るサー

ビスを行 う法人その他の団体 または個人をいう。

(10)デ ー タベ ースサー ビス事業 者

プ ロデ ューサー及 びデ ィス トリ ビュー ター をい う。

(11)個 人情報保護管理者

プロデューサーの内部において代表者によって指名された者であって、 コンプライアンス ・

プログラムの実施及び運用に関する責任 と権限を有する者 をいう。

(12)個 人情報保護監査責任者

プロデューサーの代表者 によって指名された者であって、個人情報保護管理者か ら独立 した

公平、かっ客観的な立場にあ り、監査の実施及び報告を行 う権限 を有する者 をいう。

(13)従 業者

プロデューサーの組織内にあって直接間接に事業者の指揮監督 を受けて事業者の業務に従事

している者をいい、雇用関係 にあ る従業 員(正 社員、契約社員、嘱託社員、パー ト社員、 アル

バイ ト社員等)の みな らず、取締役、執行役、理事、監査役、監事、派遣社 員等も含 まれ る。

(14)コ ンプライアンス ・プログラム

プロデューサーが 自ら保有する個人情報を保護 するための方針、組織、計画、実施、監査及

び見直 しを含むマネジメ ン ト・システムをいう。
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(15)本 人の同意

本人の個人情報が、プロデ ューサー によって示された取扱方法で取 り扱われ ることを承諾す

る旨の当該本人の意思表示をいう(当 該本人であることを確認で きていることが前提。)。ただ

し、本人が子ども等の場合は、保護者の同意も得たことをいう。

(16)本 人が容易 に知 り得 る状態

本人が知ろうとすれば、時間的にも、その手段 において も、簡単 に知 ることができる状態 に

置いていることをいい、事業の性質及び個人情報の取扱状況 に応 じ、内容が本人に認識される

合理的かつ適切な方法によらなければな らない。

【本人が容易に知 り得 る状態に該当する事例 】

事例1)ウ ェブ画面中の トップページか ら1回 程度の操作 で到達で きる場所への掲載等が継続

的に行われてい ること。

事例2)事 務所の窓口等への掲示、備付け等が継続的に行 われていること。

事例3)広 く頒布されている定期刊行物への定期 的掲載を行 ってい ること。

事例4)電 子商取引において、商品を紹介するウェブ画面に リンク先を継続的に掲示すること。

(17)本 人の知 り得る状態(本 人の求めに応 じて遅滞な く回答する場合を含む。)

ウェブ画面への掲載、パ ンフレヅトの配布、本人の求めに応 じて遅滞な く回答 を行 うこと等、

本人が知ろうとすれば、知ることができる状態に置 くことをいい、常にその時点での正確な内

容を本人の知 り得る状態 に置かなければな らない。必ず しもウェブ画面への掲載、 または事務

所等の窓口等へ掲示すること等が継続的に行われ ることまで を必要 とするものではないが、事

業の性質及び個人情報の取扱状況に応 じ、内容が本人に認識 される合理的かつ適切 な方法によ

らなければならない。

なお、ふだんから問い合わせ対応が多い事業者等において、 ウェブ画面へ継続的に掲載す る

方法は、(16)「本人が容易に知 り得る状態」及び(17)「本人の知 り得 る状態(本 人の求めに応 じ

て遅滞な く回答する場合 を含む。)」の両者の趣 旨に合致す る方法 である。

【本人の知 り得 る状態 に該 当する事例 】

事例1)問 い合わせ窓口を設け、問い合わせがあれば、口頭 または文章で回答で きるよう体制

を構築 してお くこと。

事例2)店 舗販売において、店舗 にパ ンフレッ トを備え置 くこと。

事例3)電 子商取引において、問い合わせ先のメールア ドレス を明記すること。

(18)利 用

プロデューサーが当該事業者内で個人情報をコンピュータ処理す ることをいう。

(19)提 供

プロデ ューサーが当該事業者外の ものに自ら保有する個人情報を利用可能 にすることをい う。

参考 個人情報保護法第2条 ・政令第1条 ・第2条 ・第3条 ・第4条
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第2章 規定 ・方針等

(個 人情報保護方針)

第4条 プロデューサーの代表者は、次の事項を含む個人情報保護方針 を定め るとともに、 これ

を実行 し維持 しなければな らない。また、当該代表者は、この方針 を文書化 し、従業者に周知さ

せ るとともに一般の人が入手可能な措置を講 じな くてはな らない。

(1)デ ータベースサー ビス事業の内容及び規模を考慮 した適切 な個人情報の取得、利用及び提供

に関すること

(2)個 人情報への不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改 ざん及び漏 えいなどの予防並びに是

正に関すること

(3)個 人情報保護に関する法令及びその他の規範を遵守すること

(4)コ ンプライアンス ・プログラムの継続的改善に関すること

(法令及 びその他の規範)

第5条 プロデューサー は、個人情報 に関する法令及びその他の規範 を特定 し、参照できる手順

を確立 し、維持 しなければな らない。

(内部規程)

第6条 プロデューサーは、個人情報 を保護するための内部規程 を策定 し、維持 しなければな ら

ない。

2前 項 の内部規程 には、次の事項を盛 り込まなければな らない。

(1)プ ロデューサーの各部門及び階層 における個人情報を保護 するための権限及び責任の規定

(2)個 人情報の取得、利用、提供及び管理の規定

(3)本 人からの個人情報に関する開示、訂正及び削除の求めに関する規定

(4)個 人情報保護に関する教育の規定

(5)個 人情報保護に関する監査の規定

(6)内 部規程 の違反 に関する罰則の規定

3プ ロデューサーは、事業の内容 に応 じて、コンプライアンス ・プログラムが確実に適用 され

るように内部規程 を改定 しなければならない。

第3章 運用

第1節 取得及び利用

(利 用目的の特定)

第7条 プロデューサーは、個人情報を取 り扱うにあたっては、最終的にどのような目的で個 人

情報 を利用するか、その利用の目的(以 下 「利用 目的」 とい う。)を 可能な限 り具体的に特定 し

なければならない。

2利 用 目的を変更する場合 には、変更前の利用 目的と相当の関連性 を有すると合理的に認め ら

れる範囲を超 えて行ってはならない。

[解説]

1.プ ロデ ューサーは、利 用 目的をで きる限 り特定 しなければな らない。

利用 目的の特定に当たっては、利用 目的を単に抽象的、一般的に特定するのではな く、事業者
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において最終的にどの ような 目的で個人情報を利用するかを可能な限 り具体的に特定する必要

がある。利用する個人情報の種類及び入手先の事業者名等 を特定することまで求めてい るわけ

ではない。

具体的には、「○○事業 における商品の発送、新商品情報のお知 らせ、関連するア フターサー ビ

ス」等を利用 目的 とすることが挙げ られるが、定款や寄附行為等 に想定 されてい る事業の内容

に照 らして、個人情報によって識別 される本人か らみて、 自分の個人情報が利用 され る範 囲が

合理的に予想できる程度 に特定 してい る場合や業種を明示することで利用 目的の範囲が想定 さ

れる場合には、これで足 りるとされることもあ り得る。 しか しなが ら、単 に 「事業活動」、「お

客さまのサービスの向上」等を利用目的 とすることは、で きる限 り特定 したことにはな らない。

2,プ ロデューサーは、個人情報を第三者に提供することを想定 している場合は、その旨を利用 目

的において特定 しなければな らない。

【具体的に利用 目的を特定 している事例】

事例1)「 ご記入いただいた氏名、住所、電話番号は、商用デー タベースまたは人名録 として販

売いた します。」

【具体的に利用目的を特定 していない事例 】

事例1)「 事業活動に用いるため」

事例2)「 提供するサー ビスの向上のため」

事例3)「 マーケテ ィング活動に用いるため」

3.第1項 によ り特定 した利用 目的は、社会通念上、本人が想定することが困難でない と認め られ

る範囲内で変更することは可能であ る。変更された利用 目的は、本 人に通知するか、 または公

表 しなければならない。

参考 個人情報保護法第15条

(利用 目的による制限)

第8条 プロデューサーは、あ らか じめ本人の同意を得ないで、前条によ り特定された利用 目的

の達成に必要な範囲を超 えて、個人情報を取 り扱 ってはな らない。

2プ ロデューサーは、合併 その他の事由によ り他の事業者か ら事業 を承継することに伴 って個

人情報を取得 した場合は、あ らか じめ本 人の同意を得ないで、承継前 における当該個人情報の利

用 目的の達成 に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取 り扱 ってはな らない。

3前 項の規定は、次に掲 げる場合 については、適用 しない。

(1)法 令に基づ く場合

(2)人 の生命、身体 または財産の保護のために必要があ る場合であって、本人の同意 を得 るこ と

が困難であるとき。

(3)公 衆衛生の向上 または児童の健全な育成の推進のために特 に必要がある場合であって、本人

の同意を得ることが困難であるとき。

(4)国 の機関も しくは地 方公共団体 またはその委託を受けた者が法令の定 める事務を遂行 する

ことに対 して協力する必要があ る場合であって、本人の同意を得 ることにより当該事務の遂行

に支障を及ぼすおそれがあ るとき。

[解説]

1プ ロデューサーは、利用 目的の達成 に必要な範囲を超えて、個 人情報を取 り扱う場合は、あ ら

か じめ本人の同意を得なければな らない。
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2.同 意を得るために個人情報を利用すること(メ ールの送付や電話をかけること等)は 、当初の

利用 目的 として記載 されていない場合でも、 目的外利用 には該当 しない。

参考 個人情報保護法第16条 附則第2条

(適正な取得)

第9条 プロデューサーは、偽 りその他不正の手段 により個人情報 を取得 してはな らない。

参考 個人情報保護法第17条

(取得に際 しての利用目的の通知 または公表)

第10条 プロデ ューサーは、個人情報を取得する場合は、あ らか じめその利用 目的を公表 して

いることが望ま しい。公表 していない場合は、取得後速やかに、その利用 目的を、本人に通知す

るか、または公表 しなければな らない。

[解説]

法施行前から保有 している個人情報 にっいては、法施行時に個人情報の取得行為がな く、法第1

8条 の規定(取 得 に際 しての利用 目的の通知等)は 適用 されない。ただ し、保有個人デー タに関

する事項の本人への周知 については、法施行時 に法第24条 第1項 の措置(保 有個人デー タに関

する事項の公表等)を 講ずる必要がある。

【本人に通知または公表が必要な事例】

事例1)イ ンターネ ット上で本人が 自発的に公に している個人情報 を取得 する場合

事例2)イ ンターネ ット、官報、職員録等から個人情報を取得 する場合

事例3)電 話による問い合わせや クレームのように本人によ り自発的に提供 される個人情報 を取

得する場合(本 人確認や問い合わせに対す る回答の 目的でのみ個 人情報 を取得 した場合

を除 く。)

事例4)個 人情報の第三者提供を受ける場合

参考 個人情報保護法第18条 第1項

(直接書面等による取得)

第11条 プロデ ューサーは、本人か ら直接書面(電 子的方式 ・磁気的方式等 による記録 を含む。)

に記載 された当該本人の個人情報 を取得する場合 には、あ らか じめ本人に対 し、その利用 目的を

明示 しなければな らない。なお、口頭による個人情報の取得 にまで、当該義務 を課 すものではな

い。

[解説]

【あ らか じめ、本 人に対 し、その利用 目的を明示 しなければな らない場合】

事例1)デ ータベースや人名録 に収録 するための調査票に記載 された個人情報 を本人か ら直接取

得する場合

事例2)ウ ェブ画面よ り本人か ら個人情報を直接取得する場合

参考 個人情報保護法第18条 第2項

(利 用目的の変更時の措置)

第12条 プロデューサーは、社会通念上、本人が想定することが困難でないと認められる範囲

内で利用 目的を変更 した場合は、変更された利用 目的について、本人に通知するか、または公表
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しなければならない。

参考 個人情報保護法第18条 第3項

(取 得時及び利用 目的の変更時の措置の適用除外)

第13条 第10～12条 の規定は、次に掲 げる場合にっいては適用 しない。

(1)利 用目的を本人に通知 し、または公表することにより本人または第三者の生命、身体、財産

その他の権利利益を害するおそれがある場合

(2)利 用目的を本人に通知 し、または公表することにより当該事業者の権利 または正当な利益を

害するおそれがある場合

(3)国 の機 関または地方公共 団体 が法令の定め る事務を遂行することに対 して協力する必要が

ある場合であって、利用 目的を本人に通知 し、または公表するこ とによ り当該事務の遂行に支

障を及ぼすおそれがある とき。

(4)取 得の状況か らみて利用 目的が明 らかであると認められる場合

参考 個人情報保護法第18条 第4項

(特定の機微な個人情報の取得等の禁止)

第14条 プロデューサーは、次に示す内容を含む個人情報の取得、利用 または提供 を行っては

な らない。ただ し、これ らの取得、利用 または提供 について、明示的な本人の同意がある場合、

法令 に特別の規定がある場合、及び司法手続上必要不可欠である場合 は、 この限 りでない。

(1)思 想、信条及び宗教に関する事項

(2)人 種、民族、門地、本籍地(所 在都道府県に関する情報を除 く。)、犯罪歴、その他社会 的差

別の原因 となる事項

(3)勤 労者の団結権、団体交渉及びその他 団体行動の行為に関する事項

(4)集 団示威行為への参加、請願権の行使、及びその他の政治的権利 の行使 に関する事項

(5)保 健医療及び性生活に関する事項

第2節 個人データの管理

(データ内容の正確性の確保)

第15条 プロデューサーは、利用 目的の達成 に必要な範囲内において、個人データを正確かっ

最新の内容に保つよう努めなければな らない。

参考 個人情報保護法第19条

(安全管理措置)

第16条 プロデューサーは、その取 り扱 う個人データの漏えい、滅失 または き損の防止その他

の個人データの安全管理のために、その規模 に応 じた必要かつ適切 な措置 を講 じなければな らな

い。

[解説]

プロデューサーは、その取 り扱 う個人データの漏えい、滅失または き損の防止その他の個人デ

ータの安全管理のため、組織的、人的、物理的及び技術的な安全管理措置 を講 じなければな らな

い(電 話帳、カーナビゲーションシステム等の取扱いについての場合 を除 く。)。その際、本人の

個人データが漏えい、滅失または き損等を した場合に本人が被る権利利益 の侵害の大きさを考慮
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し、事業 の性 質及び個人データの取扱状況等に起因するリスクに応 じ、必要かつ適切な措置を講

じるものとする。なお、その際 には、個人データを記録 した媒体 の性 質に応 じた安全管理措置 を

講 じることが望ましい。

【必要かつ適切な安全管理措置を講 じているとはいえない場合】

事例1)公 開されることを前提 としていない個人データが事業者の ウェブ画面上で不特定多数

に公開されている状態を個人情報取扱事業者が放置 している場合

事例2)組 織変更が行われ、個人データにアクセスする必要がな くなった従事者が個人データ

にアクセスで きる状態を個人情報取扱事業者が放置 していた場合で、その従事者が個

人データを漏えい した場合

事例3)本 人が継続的にサー ビスを受けるために登録 していた個人データが、 システム障害に

よ り破損 したが、採取 したつ もりのバ ックアップも破損 してお り、個人デー タを復旧

で きずに滅失 またはき損 し、本人がサー ビスの提供 を受け られな くなった場合

事例4)個 人データに対 してアクセス制御 が実施 されてお らず、アクセスを許可 されていない

従業者がそこか ら個人データを入手 して漏えい した場合

事例5)個 人データをバ ックア ップ した媒体が、持ち出 しを許可 されていない者 により持ち出

し可能な状態になってお り、その媒体が持ち出されて しまった場合

1組織的安全管理措置

組織的安全管理措置 とは、安全管理 について従業者(法 第21条 参照)の 責任 と権限を明確 に

定め、安全管理 に対する規程 や手順書(以 下 「規程等」 とい う。)を 整備運用 し、その実施状況

を確認することをいう。

【組織的安全管理措置として講じなければならない事項】

①個人データの安全管理措置を講じるための組織体制の整備

②個人データの安全管理措置を定める規程等の整備と規程等に従った運用

③個人データの取扱い状況を一覧できる手段の整備

④個人データの安全管理措置の評価、見直し及び改善

⑤事故または違反への対処

【各項 目について講 じることが望 まれる事項】

①個人データの安全管理措置を講 じるための組織体制の整備 をする上で望まれる事項

・従業者の役割 ・責任の明確化

※個人データの安全管理 に関する従業者の役割 ・責任 を職務分掌規程、職務権限規程等の

内部規程、契約書、職務記述書等に具体的に定めることが望ま しい。

・個人情報保護管理者(い わゆる、チーフ ・プライバ シー ・オフィサー(CPO))の 設置

・個人データの取扱い(取 得 ・入力、移送 ・送信、利用 ・加工、保管 ・バ ックア ップ、消去 ・

廃棄等の作業)に おける作業責任者の設置及び作業担 当者 の限定

・個人データを取 り扱 う情報 システム運用責任者の設 置及び担 当者(シ ステム管理者 を含

む。)の 限定

・個人データの取扱いにかかわるそれぞれの部署の役割 と責任の明確化

・監査責任者の設置

・監査実施体制の整備

・個 人デー タの取扱いに関する規程等に違反 している事実 または兆候があるこ とに気 づい

た場合の、代表者等への報告連絡体制の整備
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・個人データの漏えい等の事故が発生 した場合、 または発生の可能性が高いと判断 した場合

の、代表者等への報告連絡体制の整備

※個人データの漏えい等についての情報は代表窓 口、苦情処理窓口を通 じ、外部か らもた

らされる場合 もあ るため、苦情の処理体制等 との連携を図ることが望ま しい(法 第31

条 を参照)。

・漏えい等の事故 による影響を受ける可能性 のある本人への情報提供体制の整備

・漏えい等の事故発生時における主務大臣及 び認定個 人情報保護 団体等 に対する報告体制

の整備

②個人データの安全管理措置を定 める規程等の整備 と規程等に従 った運用をする上で望 まれ

る事項

・個人データの取扱いに関する規程等の整備 とそれ らに従 った運用

・個人データを取 り扱 う情報 システムの安全管理措置に関す る規程等の整備 とそれ らに従

った運用

※なお、これ らについてのより詳細な記載事項 については、下記の 【個人データの取扱い

に関する規程等 に記載することが望まれる事項】を参照。

・個人データの取扱い に係 る建物、部屋、保管庫等の安全管理に関する規程等の整備 とそれ

らに従 った運用

・個人データの取扱いを委託する場合 における受託者の選定基準、委託契約書のひな型等の

整備 とそれ らに従 った運用

・定め られた規程等に従って業務手続が適切に行われたこ とを示す監査証跡※の保持

※保持 してお くことが望 ましい監査証跡 としては、個 人データに関する情報システム利用

申請書、ある従業者 に特別な権限 を付与するための権限付与 申請書、情報 システム上の

利用者 とその権限の一覧表、建物等への入退館(室)記 録、個人データへのアクセスの

記録(例 えば、だれがどの ような操作 を行 ったかの記録)、 教育受講者一覧表等 が考え

られる。

③個人データの取扱い状況 を一覧できる手段の整備 をする上で望まれる事項

・個人データについて、取得する項 目、通知 した利用 目的、保管場所、保管方法、アクセス

権限 を有する者、利用期限、その他個人データの適正な取扱いに必要な情報を記 した個人

データ取扱台帳の整備

・個人データ取扱台帳の内容の定期的な確認による最新状態の維持

④個人データの安全管理措置の評価、見直 し及び改善をする上で望まれる事項

・監査計画の立案 と、計画に基づ く監査(内 部監査 または外部監査)の 実施

・監査実施結果の取 りまとめ と、代表者への報告

・監査責任者か ら受ける監査報告、個人データに対する社会通念の変化及び情報技術の進歩

に応 じた定期的な安全管理措置の見直 し及び改善

⑤事故または違反への対処をする上で望 まれ る事項

・事実関係、再発防止策等の公表

・その他、以下の項 目等の実施

・ア)事 実調査、イ)影 響範囲の特定、ウ)影 響を受ける可能性のある本人及び主務大臣等

への報告、エ)原 因の究明、オ)再 発防止策の検討 ・実施
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【個人 デー タの取 扱い に 関 する規程等 に記載 す るこ とが望 まれ る事項 】

以下 、(i)取 得 ・入 力、(li)移 送 ・送信、(iii)利 用 ・加 工、(iv)保 管 ・バ ックア ップ、(V)

消去 ・廃棄 とい う、個 人 デー タ の取 扱い の流れ に従 い、 その それ ぞれ につ き規 程等 に記載 す る こ と

が望 まれ る事項 を列記 す る。

(i)取 得 ・入 力

i)作 業責任者の明確化

・個人データを取得 する際の作業責任者の明確化

・取得 した個人データを情報 システムに入力す る際の作業責任者の明確化

・(以 下、併せて 「取得 ・入力」 という。)

li)手 続の明確化 と手続 に従 った実施

・取得 ・入力する際の手続の明確化

・定め られた手続 による取得 ・入力の実施

・権限を与え られていない者が立ち入れない建物、部屋(以 下 「建物等 」 とい う。)で の入

力作業の実施

・個人データを入力できる端末の、業務上の必要性 に基づ く限定

・個 人データを入力で きる端末 に付与する機能の、業務上の必要性に基づ く限定(例 えば、

個人データを入力できる端末では、CD・R、USBメ モ リ等の外部記録媒体 を接続で きない

ようにする。)

苗)作 業担当者の識別、認証、権限付与

・個人データを取得 ・入力できる作業担当者の、業務上の必要性 に基づ く限定

・IDと パスワー ドによる認証、生体認証等による作業担 当者の識別

・作業担当者に付与する権限の限定

・個人データの取得 ・入力業務を行 う作業担当者に付与 した権限の記録

iv)作 業担 当者及びその権限の確認

・手続の明確化 と手続 に従 った実施及び作業担当者の識別、認証、権限付与の実施状況の確

認

・アクセスの記録、保管 と、権限外作業の有無の確認

(li)移 送 ・送信

i)作 業責任者の明確化

・個人データを移送 ・送信 する際の作業責任者 の明確化

且)手 続の明確化 と手続 に従 った実施

・個人データを移送 ・送信する際の手続の明確化

・定め られた手続 による移送 ・送信の実施

・個人データを移送 ・送信する場合の個人データの暗号化(例 えば、公衆 回線 を利用 して個

人データを送信する場合)移 送時におけるあて先確認 と受領確認(例 えば、配達記録郵便

等の利用)

・FAX等 におけるあて先番号確認 と受領確認

・個人データを記 した文書 をFAX等 に放置することの禁止

・暗号鍵やパス ワー ドの適切な管理

血)作 業担 当者の識別、認証、権限付与

・個人デー タを移送 ・送信で きる作業担当者の、業務上の必要性 に基づ く限定
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・IDと パ スワー ドによる認証、生体認証等による作業担 当者の識別

・作業担当者に付与する権限の限定(例 えば、個人データを、コンピュータネ ッ トワー クを

介 して送信する場合、送信する者は個人データの内容 を閲覧、変更する権限は必要ない。)

・個人データの移送 ・送信業務 を行 う作業担当者に付与 した権限の記録

iv)作 業担 当者及びその権限の確認

・手続の明確化 と手続に従った実施及び作業担当者の識別、認証、権限付与の実施状況の確

認

・アクセスの記録、保管 と、権限外作業の有無の確認

(血)利 用 ・加 工

i)作 業責任者の明確化

・個人データを利用 ・加工する際の作業責任者の明確化

五)手 続の明確化 と手続に従った実施

・個人データを利用 ・加工す る際の手続の明確化

・定め られた手続による利用 ・加工の実施

・権限を与え られていない者が立ち入れない建物等での利用 ・加工の実施

・個人データを利用 ・加工できる端末の、業務上の必要性 に基づ く限定

・個人データを利用 ・加工できる端末 に付与する機能の、業務上の必要性に基づ く、限定(例

えば、個人データを閲覧だけできる端末では、CD・R、USBメ モ リ等の外部記録媒体を接

続できないようにする。)

垣)作 業担当者の識別、認証、権限付与

・個人データを利用 ・加工する作業担 当者の、業務上の必要性に基づ く限定

・IDと パスワー ドによる認証、生体認証等による作業担当者の識別

・作業担 当者 に付与する権限の限定(例 えば、個人デー タを閲覧することのみが業務上必要

とされる作業担当者 に対 し、個人データの複写、複製 を行 う権限は必要ない。)

・個人データを利用 ・加工する作業担 当者に付与 した権限(例 えば、複写、複製、印刷、削

除、変更等)の 記録

iv)作 業担 当者及びその権限の確認

・手続 の明確化 と手続 に従った実施及び作業担当者の識別、認証、権限付与の実施状況の確

認

・アクセスの記録、保管 と権限外作業の有無の確認

(iv)保 管 ・バ ヅクァ ップ

i)作 業責任者の明確化

・個人データを保管 ・バ ヅクアヅプする際の作業責任者の明確化

ii)手 続の明確化 と手続に従 った実施

・個人データを保管 ・バ ックア ヅプす る際の手続 ※の明確化

※情報システムで個人デー タを処理 している場合は、個人データのみな らず、オペ レーテ

ィングシステム(OS)や アプ リケー ションのバ ヅクア ヅプも必要 となる場合 があ る。

・定め られた手続 による保管 ・バ ックア ップの実施

・個人データを保管 ・バ ヅクアヅプする場合の個人データの暗号化

・暗号鍵やパスワー ドの適切な管理
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・個人データを記録 している媒体 を保管する場合の施錠管理

・個人データを記録 している媒体 を保管する部屋、保管庫等の鍵の管理

・個人データを記録 している媒体の遠隔地保管

・個人データのバ ックア ヅプから迅速 にデータが復元で きることのテス トの実施

・個人データのバ ックア ップに関する各種事象や障害の記録

血)作 業担 当者の識別、認証、権限付与

・個人データを保管 ・バ ックア ップする作業担 当者の、業務上の必要性 に基づ く限定

・IDと パスワー ドによる認証、生体認証等による作業担当者の識別

・作業担当者に付与する権限の限定(例 えば、個人データをバ ックア ップす る場合、その作

業担 当者は個人データの内容を閲覧、変更す る権限は必要ない。)

・個人データの保管 ・バ ックア ップ業務 を行 う作業担当者に付与 した権限(例 えば、バ ック

ア ップの実行、保管庫の鍵の管理等)の 記録

iv)作 業担当者及びその権限の確認

・手続 の明確化 と手続に従った実施及び作業担当者の識別、認証、権限付 与の実施状況の確

認

・ アクセスの記録、保管 と権限外作業の有無の確認

(v)消 去 ・廃 棄

i)作 業責任者の明確化

・個人データを消去する際の作業責任者の明確化

・個人データを保管 している機器、記録 している媒体 を廃棄する際の作業責任者の明確化

丘)手 続の明確化 と手続 に従った実施

・消去 ・廃棄する際の手続の明確化

・定め られた手続 による消去 ・廃棄の実施

・権限を与え られていない者が立ち入れない建物等での消去 ・廃棄作業の実施

・個人データを消去できる端末の、業務上の必要性に基づ く限定

・個人データが記録された媒体や機器を リース会社に返却する前の、データの完全消去(例

えば、意味のないデータを媒体 に1回 または複数同上書 きする。)

・個人データが記録 された媒体の物理的な破壊(例 えば、シュレッダー、 メデ ィアシュ レッ

ダー等で破壊 する。)

血)作 業担 当者の識別、認証、権限付与

・個人データを消去 ・廃棄できる作業担 当者の、業務上の必要性に基づ く限定

・IDと パスワー ドによる認証、生体認証等による作業担 当者の識別

・作業担当者に付与する権限の限定

・個人データの消去 ・廃棄 を行 う作業担当者に付与 した権限の記録

iv)作 業担 当者及びその権限の確認

・手続の明確化 と手続に従 った実施及び作業担 当者の識別、認証、権 限付与 の実施状況の確

認

・ アクセスの記録、保管、権限外作業の有無の確認
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1人的安全管理措置1

人的安全管理措置 とは、従業者に対する、業務上秘密 と指定 された個人データの非開示契約の

締結や教育 ・訓練等を行うことをいう。

【人的安全管理措置 として講 じなければな らない事項 】

①雇用契約時及び委託契約時における非開示契約の締結

②従業者 に対する教育 ・訓練の実施

なお、管理者が定めた規程等を守るように監督することについては、法第21条 を参照。

【各項 目について講 じることが望まれる事項】

①雇用契約時及び委託契約時における非開示契約の締結 をする上で望まれる事項

・従業者の採用時または委託契約時 における非開示契約の締結

※雇用契約または委託契約等における非開示条項は、契約終了後 も一定期 間有効であ るよ

うにすることが望 ましい。

・非開示契約に違反 した場合の措置に関する規程の整備

※個人データを取 り扱 う従業者ではないが、個人データを保有する建物等 に立ち入る可能

性がある者、個人データを取 り扱 う情報 システ ムにアクセスする可能性がある者にっい

て もアクセス可能 な関係者の範囲及び アクセス条件について契約書等 に明記 すること

が望 ましい。なお、個人データを取 り扱 う従業者以外 の者には、情報システムの開発 ・

保守関係者、清掃担当者、警備員等が含 まれ る。

②従業者に対する周知 ・教育 ・訓練を実施する上で望 まれ る事項

・個人データ及び情報システムの安全管理に関する従業者の役割及び責任 を定め た内部規

程等についての周知

・個人デー タ及び情報 システムの安全管理 に関す る従業者の役割及び責任 についての教

育 ・訓練の実施

・従業者に対する必要かつ適切な教育 ・訓練が実施 されていることの確認

物理的安全管理措置

物理的安全管理措置 とは、入退館(室)の 管理、個人データの盗難の防止等の措置をい う。

【物理的安全管理措置として講じなければならない事項】

①入退館(室)管 理の実施

②盗難等の防止

③機器 ・装置等の物理的な保護

【各項 目にっいて講 じることが望まれる事項】

①入退館(室)管 理を実施する上で望まれ る事項

・個人データを取 り扱 う業務上の、入退館(室)管 理 を実施 している物理的に保護された室

内での実施

・個人データを取 り扱 う情報 システ ム等の、入退館(室)管 理を実施 してい る物理的に保護

された室内等への設置

②盗難等を防止す る上で望 まれる事項

・離席時 の個人データを記 した書類、媒体、携帯可能なコンピュータ等の机上等への放置の

60



禁止

・離席時のパスワー ド付 きスク リーンセイバ等の起動

・個人データを含む媒体の施錠保管

・氏名、住所、メールア ドレス等を記載 した個人データとそれ以外の個人データの分離保管

・個人データを取 り扱 う情報 システムの操作マニュアルの机上等への放置の禁止

③機器 ・装置等 を物理的に保護する上で望 まれる事項

・個人データを取 り扱 う機器 ・装置等の、安全管理上の脅威(例 えば、盗難、破壊、破損)

や環境上の脅威(例 えば、漏水 、火災、停電)か らの物理的な保護

1技術的安全管理措置1

技術的安全管理措置とは、個人データ及 びそれを取 り扱 う情報 システムへのアクセス制御、不

正 ソフ トウェア対策、情報システムの監視等、個人データに対する技術的な安全管理措置をい う。

【技術的安全管理措置として講 じなければな らない事項】

①個人データへのアクセスにおける識別 と認証

②個 人データへのアクセス制御

③個 人データへのアクセス権限の管理

④個 人データのアクセスの記録

⑤個 人データを取 り扱 う情報システムについての不正 ソフ トウェア対策

⑥個 人データの移送 ・送信時の対策

⑦個人データを取 り扱 う情報システムの動作確認時の対策

⑧個人データを取 り扱 う情報 システムの監視

【各項 目について講 じることが望まれる事項】

①個人データへのアクセスにおける識別 と認証を行う上で望 まれる事項

・個 人データに対する正当なアクセスであることを確認するためにアクセス権限 を有する

従業者本人であることの識別 と認証(例 えば、IDと パスワー ドによる認証、生体認証等)

の実施

※IDと パスワー ドを利用する場合 には、パスワー ドの有効期限の設定、同一または類似パ

スワー ドの再利用の制限、最低パ スワー ド文字数の設定、一定 回数以上 ログイ ンに失敗

したIDを 停止する等の措置を講 じることが望ま しい。

・個人デー タへのアクセス権限 を有する各従業者が使用で きる端末 またはア ドレス等の識

別 と認証(例 えば、MACア ドレス認証、IPア ドレス認証、電子証明書や秘密分散技術 を

用 いた認証等)の 実施

②個人デー タへのアクセス制御 を行 う上で望まれる事項

・個人データへのアクセス権限を付与すぺき従業者数の最小化

・識別に基づいたアクセス制御(パ スワー ド設定 をしたファイルがだれでもアクセスできる

状態は、アクセス制御はされているが、識別がされていないことにな る。 この ような場合

には、パスワー ドを知 っている者が特定され、かつ、アクセスを許可する者 に変更がある

たびに、適切にパスワー ドを変更する必要がある。)

・従業者に付与するアクセス権限の最小化

・個人データを格納 した情報 システムへの同時利用者数の制限

・個人データを格納 した情報 システムの利用時間の制限(例 えば、休業 日や業務時間外等の
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時間帯には情報システムにアクセスできないようにする等)

・個人データを格納 した情報システムへの無権限アクセスか らの保護(例 えば
、ファイアウ

ォール、ルー タ等の設定)

・個人データにアクセス可能なアプリケー ションの無権限利用の防止(例 えば、アプ リケー

ションシステムに認証 システムを実装する、業務上必要 となる従業者が利用するコンピュ

ータのみに必要なアプ リケーションシステムをイ ンス トールする、業務上必要な機能 のみ

メニューに表示させ る等)

※情報システムの特権ユーザーであっても、情報システムの管理上個人データの内容を知

らな くて もよいのであれば、個人データへ直接アクセスで きないようにアクセス制御 を

することが望 ましい。

※特権ユーザーに対するアクセス制御にっいては、例 えば、 トラステ ッ ドOSや セキュア

OS、 アクセス制御機能を実現する製品等の利用が考え られる。

・個人データを取 り扱 う情報 システムに導入 したアクセス制御機能の有効性の検証(例 えば、

ウェブアプ リケーションのぜい弱性有無の検証)

③個人データへのアクセス権限の管理 を行 う上で望 まれる事項

・個人データにアクセスで きる者を許可する権限管理の適切かつ定期的な実施(例 えば、定

期的に個人データにアクセスする者の登録 を行 う作業担 当者が適 当であ るこ とを十分 に

審査 し、その者だけが、登録等の作業を行えるようにする。)

・個人データを取 り扱 う情報 システムへの必要最小限のアクセス制御の実施

④個 人データへのアクセスの記録を行う上で望まれる事項

・個人データへ のアクセスや操作の成功と失敗の記録(例 えば、個人データへのアクセスや

操作 を記録で きない場合 には、情報システムへのアクセスの成功 と失敗の記録)

・採取 した記録 の漏えい、滅失及びき損か らの適切 な保護

※個人デー タを取 り扱 う情報 システムの記録 が個人情報 に該 当する場合があ ることに留

意する。

⑤個人データを取 り扱 う情報システムにっいて不正 ソフ トウェア対策 を実施 する上で望 まれ る

事項

・ウイルス対策 ソフ トウェアの導入

・オペレーテ ィングシステム(OS)、 アプ リケー ション等 に対 するセキュ リテ ィ対策用修

正ソフ トウェア(い わゆ る、セキュ リティパ ッチ)の 適用

・不正 ソフ トウェア対策の有効性 ・安定性の確認(例 えば、パターンファイルや修正 ソフ ト

ウェアの更新の確認)

⑥個人データの移送(運 搬、郵送、宅配便等)・送信時の対策の上で望 まれ る事項

・移送時における紛失 ・盗難が生 じた際の対策(例 えば、媒体に保管 されている個 人データ

の暗号化)

・盗聴 される可能性のあるネ ットワーク(例 えば、イ ンターネ ットや無線LAN等)で 個 人

データを送信(例 えば、本人及び従業者による入力やアクセス、メールに添付 して ファイ

ルを送信する等 を含むデータの転送等)す る際の、個人データの暗号化

⑦個人データを取 り扱 う情報システムの動作確認時の対策の上で望 まれる事項

・情報システムの動作確認時のテス トデータ として個人デー タを利用することの禁止
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・情報 システムの変更時に、それ らの変更によって情報システ ムまたは運用環境のセキュ リ

ティが損なわれないことの検証

⑧個 人データを取 り扱 う情報システ ムの監視 を行 う上で望まれる事項

・個人データを取 り扱 う情報 システムの使用状況の定期的な監視

・個人データへのアクセス状況(操 作内容 も含む。)の監視

※個人データを取 り扱 う情報 システムを監視 した結果の記録が個人情報 に該 当す る場合

があることに留意する。

(従業者の監督)

第17条 プロデューサーは、従業者に個人データを取 り扱わせるにあたっては、当該個人デー

タの安全管理が図 られるよう、当該従業者 に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。
'2前 項 の監督にあた

っては少な くとも次の事項 を行わなければならない。

(1)規 程類 を策定 し従業者に周知すること。

(2)従 業者 に対 して個人情報の保護 に関する教育を実施するこ と。

(3)個 人データが適切 に取 り扱われているかを必要に応 じて確認するこ と。

参考 個人情報保護法第21条

(委 託先の監督)

第18条 プロデューサーは、個人データの取 り扱いの全部または一部を委託 する場合は、その

取 り扱いを委託 した個人データの安全管理が図 られるよう、受託者 に対する必要かつ適切な監督

を行わなければな らない。

2前 項の監督にあたっては、 このガイ ドライ ンに従い、少な くとも次の事項 を行わなければな

らない。

(1)委 託先の選定基準 を策定すること。

(2)前 号の基準に照 らして委託先の評価を行 うこと。

(3)個 人情報の保護に関する事項 を契約書 に明記すること。

(4)前 号の契約の内容が遵守 されていることをあらか じめ定めた間隔で定期 的に確認する こと。

[解説]

1個 人情報の処理を委託 している場合 において、本人からの開示 ・訂正 ・削除の求めに応ず る責

任 を負うのは、直接的には委託元の事業者である。ただ し、委託の業態 に応 じて、委託先 に対

し、開示 ・訂正 ・削除の請求を受ける窓 口事務や、場合によっては、求めに応 じて開示 ・訂正 ・

削除を行 うこと自体を委託契約のなかで定 めることもできる。

2委 託者が受託者について 「必要かつ適切な監督」を行っていない場合で、受託者が再委託 を し

た際に、再委託先が適切 といえない取 り扱いを行ったことによ り、何 らかの問題が生 じた場合

は、元の委託者がその責めを負うことがあ り得るので、再委託する場合は注意 を要する。

【受託者 に必要かっ適切な監督を行っていない場合の事例】

事例1)個 人データの安全管理措置の状況を契約締結時及びそれ以後 も定期 的に把握せず外部 の

事業者に委託 した場合で、受託者が個人データを漏えい した場合

事例2)個 人データの取 り扱いに関 して定めた安全管理措置の内容を受託者 に指示せず、結果、

受託者が個人データを漏えい した場合

事例3)再 委託の条件に関する指示を受託者に行わず、かつ受託者の個人データの取扱状況の確

認を怠 り、受託者が個人データの処理を再委託 し、結果、再委託先が個 人データを漏え
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い した場合

【個人データの取扱いを委託する場合に契約に盛 り込むことが望まれる事項】

・委託者及び受託者の責任の明確化

・個人データの安全管理に関する事項

・個人データの漏えい防止、盗用禁止に関する事項

・委託契約範囲外の加工、利用の禁止

・委託契約範囲外の複写、複製の禁止

・委託契約期間

・委託契約終 了後の個人データの返還 ・消去 ・廃棄に関する事項

・再委託に関する事項

・再委託を行 うに当たっての委託者への文書による報告

・個人データの取扱状況 に関する委託者への報告の内容及び頻度

・契約内容が遵守 されていることの確認(例 えば、情報セキュ リテ ィ監査なども含 まれる。)

・契約内容が遵守 されなかった場合の措置

・セキュリティ事件 ・事故が発生 した場合の報告 ・連絡に関す る事項

参考 個人情報保護法第22条

第3節 個人データの第三者への提供

(第三者への提供の原則)

第19条 プロデューサーは、あ らか じめ本人の同意 を得 ないで、個人データを第三者 に提供 し

てはならない。ただ し、次 に掲げる場合 を除 く。

(1)法 令に基づ く場合

(2)人 の生命、身体 または財産の保護のために必要 がある場合であって、本人の同意 を得 ること

が困難であるとき。

(3)公 衆衛生の向上 または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人

の同意を得ることが困難であるとき。

(4)国 の機関 もしくは地方公共 団体またはその委託 を受けた者が法令の定める事務 を遂行 する

ことに対 して協力する必要があ る場合であって、本人の同意 を得ることによ り当該事務の遂行

に支障を及ぼすおそれがあるとき。

2同 意の取得に当たっては、事業の性質及び個 人情報の取扱状況に応 じ、本人が同意 に係 る判

断を行うために必要 と考えられる合理的かつ適切な範囲の 内容を明確 に示さなければな らない。

[解説]

1個 人情報を含む主要なデータベース として、人物情報データベースや企業情報データベースな

どがあ り、個人情報の取得は、本人等による調査票への記入が大 きなルー トとなっている。

同意 を得る方法は、原則 としてこうした書面によることとし、次の ような方法がある。

事例1)同 意文言を記載 した調査票上に、本人の署名(・ 押印)を 徴求 し、受領 し、確認する。

事例2)本 人による同意する旨の確認欄へのチェヅク'

事例3)本 人が署名 または記名押印 した同意する旨の文書 を受領 し確認すること。

事例4)本 人か らの同意する旨のメールを受信す ること。

事例5)本 人による同意する旨のウェブ画面上のボタンのク リヅク

2個 人情報法の施 行前に第三者提供を認める旨の同意に相当するものがある場合 は本条の同意が
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あったもの と認められる。

参考 個人情報保護法第23条 第1項 、付則第3条

(オ プ トアウ ト)

第20条 プロデューサーは、第三者提供におけるオプ トアウ トを行ってい る場合※1に は、前

条の規定にかかわず、本人の同意な く、個人データを第三者 に提供 するこ とがで きる。

※1「 第三者提供におけるオプ トア ウ ト」 とは、提供に当た りあ らか じめ、以下の(1)～(4)の 情

報を、本人に通知 し、または本人が容易に知 り得る状態に置いてお くとともに、本人の求め

に応 じて第三者への提供 を停止 することをいう。

(1)第 三者への提供を利用 目的とす ること。

(2)第 三者 に提供される個人データの項 目

(3)第 三者への提供の手段 または方法

(4)本 人の求めに応 じて当該本人が識別され る個人データの第三者への提供 を停止すること。

2本 人の権利利益保護のためには、19条 に定める本人か らの事前 同意取得 がよ り望 ましいこ

とか ら、プロデューサーは、極力その取得 に努めることとするが、それが実務上困難な場合はオ

プ トア ウ トを行 う。

3第1項(2)ま たは(3)に掲 げる事項 を変更する場合は、変更する内容 について、あ らか じめ、本

人に通知 し、 または本人が容易に知 り得 る状態に置かなければな らない。

[解説]

1個 人情報保護法は、第23条 第1項 で原則 として同意を得ないで個人データを第三者へ提供を

してはな らない としたうえで、第23条 第2項 で、オプ トアウ トを行 う場合は、本人の同意な

しに個人データの第三者への提供が許 されるとする。

オプ トアウ トが認め られた背景には、全国の世帯や事業所の表札や郵便受けか ら居住者名を取

得 して記載 した住 宅地図や、数百万件にも及ぶ個人情報を収録 した人物情報/企 業情報データ

ベースな どが社会で有効に使われているという現実があ り、これ らについてまでは同意原則 を

適用することは困難であ り、有用性 を損な う結果 となるとの一般的な理解がある。

従 って、データベースサービス事業 を遂行するうえで実施が困難な場合 について まで、本人同

意の取得を求めるものではない。 しか しなが ら、本人の権利利益 を保護 しつつ、データベース

サー ビス産業の透明性 ・信頼性 を確保 してい くため、本条第2項 において、本人の事前同意取

得が原則であ り、オプ トアウ トは例外的な措置であることを確認 している。

プロデューサーは、機会があればで きる限 り本人の同意確認 に努 めるべ きであ り、調査の更新

時な どに少ない負担で可能 な場合には進 んで取 り組むことが望 ま しい。

【オプ トアウ トの事例】

事例1)住 宅地図業者(表 札や郵便受けを調べて住宅地図を作成 し、販売(不 特定多数への第三

者提供))

事例2)デ ータベース事業者(ダ イレク トメール用の名簿等 を作成 し、販売)

【第三者 に提供 される個人データの項 目】

事例1)氏 名、住所、 メールア ドレス

事例2)氏 名、商品購入履歴

【第三者への提供の手段または方法】

事例1)電 子媒体に変換 して配布

事例2)イ ンターネ ヅトに掲載
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事例3)プ リン トアウ トして交付等

2.オ プ トアウ トを行 う場合、本人か ら自己データの第三者提供停止要請があれば、速やかにこれ

に応 じることが前提 となる。顧客の窓口となるディス トリビューターに対 して も本人か らの要

請が見込まれるが、ディス トリビューターにおいては、 プロデューサー との利用契約 における

改変禁止条項な どのため、 自社単独での対応 が困難なケースが多い と考 えられる。また本 人の

希望を十分に満たすためには、プロデューサー において、その保有個人データである当該デー

タを提供停止することが必要 となろう。このため、デ ィス トリビューターにおいては、 プロデ

ューサー との間で、本人か らの停止要求を速やかに伝達 し、停止処理 を行い、結果 を本人に回

答する連携体制を構築 し維持する取 り組みが望まれる。

3.本 人が自発的に公 に している個人情報や、インターネ ッ ト、官報等の公開された情報か ら取得

した個人情報をデー タベースに収録 し販売する場合 も、第三者提供 についての本人の同意か、

オプ トアウ トが必要であ ることに留意する。

4.公 開情報などから間接的 に取得 した個人情報をオプ トアウ トにより第三者提供する際、個人情

報保護法上では転載で きる内容に制限はない。ただ し、14条 に定めた機微情報の取得 ・利用 ・

提供は原則 として行わない他、プライバ シーの観点か ら問題 とな らないよう十分配慮 する必要

がある。また、当該情報 が著作物にあたる場合は、別途著作権法上の対応が必要 になる。

5.「 本人が容易 に知 り得 る状態」 については、第3条(16)で 定義されているが、「本人が知 ろ

うとすれば、時間的 にも、 その手段 において も、簡単 に知 ることができる状態 に置いているこ

とをいい、事業の性質及び個人情報の取扱状況に応 じ、内容が本人に認識される合理的かっ適

切な方法」によることが要求 されている。データベース提供の方法 としては、インターネ ッ ト

を中心とするオンライン経 由の ウエイ トが高い状況や本人の利便性等を鑑みると、オプ トア ウ

トを行う場合、必要な事項 を本人が容易に知 りうる状態に置 く方法 としては、事例1で 示 され

ている 「ウェブ画面中の トップページか ら1回 程度 の操作で到達で きる場所への継続的な掲載

等」がまず考慮 されるべ きである。

6.個 人情報法の施行前 に本人 に通知されているときは当該通知は法第23条 第2項 により行われ

たものとみなされ る。

参考 個人情報保護法第23条 第2項 ・第3項 附則第4条

(第 三者への提供 に該当 しない場合)

第21条 次の各号のいずれかに該 当する場合は、第19条 の第三者への提供の制限 にかかる第

三者への提供に該当 しない もの とする。

(1)利 用目的の達成 に必要な範囲内において、個人データの取扱いに関する業務の全部 または一

部を委託する場合

(2)合 併、分社化、営業譲渡等 によ り事業が承継 され個人データが移転される場合

(3)個 人データを特定 の者 との間で共同 して利用する場合であって、以下のことをあ らか じめ、

本人に通知 し、 または本 人が容易に知 り得る状態 に置いているとき。

ア 共同利用する旨

イ 共同 して利用される個人データの項 目

ウ 共同 して利用する者 の範囲

工 利用する者の利用 目的

オ 当該個人データの管理 について責任 を有する者の氏名 または名称

2前 項(3)に規定する項 目の うち、エまたはオを変更する場合は、変更する内容 について、あ ら

か じめ、本人に通知 し、 または本人が容易 に知 り得る状態に置かなければな らない。
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[解 説]

1上 記1項(1)～(3)の 場合は、第三者 には該当 しないため、本人の同意 または第三者提供にお け

るオプ トアウ トを行うことな く、情報の提供を行 うことがで きる。

2委 託 に当たっては、プロデ ューサーは、法22条 にもとづき、委託先 に対する監督責任が課 さ

れることに留意する。

参考 個人情報保護法第23条 第4項 ・第5項 附則第5条

第4節 開示 ・訂正等 ・利用停止等の求めへの対応

(保有個人データに関する事項の公表等)

第22条 プロデュL-・一サーは、保有個人データに関 し、以下の情報を本人の知 り得る状態(本人の

求めに応 じて遅滞な く回答する場合 を含む。)に置かなければな らない。

(1)自 社名

(2)す べての保有個人データの利用 目的

(3)保 有個人データの利用 目的の通知及び保有個人データの開示に係る手数料の額(定 めた場合

に限 る)並 びに開示等の求めの手続

※1「 開示等の求め」とは、保有個人データの利用目的の通知、保有個人データの開示、保有

個 人データの内容の訂正、追加 または削除、保有個人データの利用の停止または消去、保有個

人データの第三者への提供の停止の求めをいう。

(4)保 有個人データの取扱いに関する苦情及び問い合わせの申出先

2プ ロデューサーは、本人か ら、当該本人が識別される保有個人デー タの利用 目的の通知を求

め られたときは、本人に対 し、遅滞 な く、これを通知 しなければな らない。ただし、次のいずれ

かに該 当する場合は、この限 りでない。

(1)プ ロデューサーが保有個人データに関 して本人の知 り得 る状態に置いたこ とにより、当該本

人が識別 される保有個人データの利用 目的が明 らかな場合

(2)13条(取 得時及 び利用 目的の変更時の措置の適用除外)(1)～(3)ま でに該 当 し、通知、公

表、明示を要 しない場合

3な お、 プロデューサーは、求め られた保有個人データの利用 目的 を通知 しない旨の決定 を し

たときは、本人に対 し、遅滞な く、その 旨を通知 しなければな らない。

参考 個人情報保護法第24条 ・政令第5条

(保 有個 人データの開示)

第23条 プロデューサーは、本人か ら、 自己が識別される保有個人データの開示(存 在 しない

ときにはその 旨を知 らせることを含む。)を 求め られた ときは、本人に対 し、書面の交付 による

方法(開 示の求めを行った者が同意 した方法があるときはその方法 により、遅滞な く、当該保有

個人データを開示 しなければな らない。

ただ し、開示することにより下記の(1)～(3)の いずれかに該当する場合は、その全部または一部

を開示 しないことがで きるが、 この場合は、遅滞な くその 旨を本人に通知 しなければな らない。

(1)本 人 または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益 を害するおそれがある場合

(2)自 社の業務の適正な実施 に著 しい支障を及ぼすおそれがあ る場合

(3)他 の法令に違反 することとなる場合
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2他 の法令の規定 によ り、別途開示の手続が定め られている場合 には、 当該別途の開示の手続

が優先されることとなる。

参考 個人情報保護法第25条 ・政令第6条

(保 有個人データの訂正等)

第24条 プロデューサーは、本人から当該本人が識別 される保 有個人データの内容が事実でな

いという理由によって訂正、追加 または削除(以下 「訂正等」 とい う。)を求め られた ときは、利

用 目的の達成に必要な範 囲内において、遅滞なく必要な調査 を行い、その結果に基づ き、訂正等

を行わなければならない。

2前 項の規定 に基づき訂正等を行ったときまたは訂正等 を行わない旨の決定を した ときは、本

人に対 し、遅滞な く、その旨(訂正等を行ったときは、その内容を含む。)を通知 しなければな ら

ない。

3他 の法令の規定によ り特別の手続 が定められている場合 には、当該特別の手続が優先 される

こととなる。

[解説]

1.利 用目的か ら見て訂正等が必要でない場合や誤 りである旨の指摘が正 しくない場合 に、訂正等

を行う必要はない。ただ し、その場合 には、遅滞な く訂正等を行わない旨を本人に通知 しなけ

ればな らない。

2.調 査や訂正は 「利用 目的の達成に必要な範囲内において」行 うこととしているが、これは事業

者においてその保有個人データを利用するうえで、厳密さがあま り求め られないもの までその

都度対応 しなければな らない とすると過度な負担 となる可能性があるため、その ように定めて

いる。

【訂正を行う必要がない事例】

事例)訂 正等の対象が事実でなく評価に関する情報である場合

参考 個人情報保護法第26条

(保 有個人データの利用停止等)

第25条 プロデューサーは、本人か ら、 当該本人が識別 される保有個人データが、第8条(利

用 目的による制限)ま たは第9条(適 正な取得)に 違反 している という理 由に基づ き、当該保有

個人データの利用の停止 または消去(以 下 「利用停止等」 とい う。)を 求め られた場合で、その

求めに理由があることが判明 した ときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞な く、当該

保有個人データの利用停止等を行わなければならない。

ただ し、当該保有個人デー タの利用停止等に多額の費用 を要 する場合等、その実施が困難な場合

であって、本人の権利利益 を保護するため必要なこれに代わるべ き措置をとるときは、この限 り

でない。

2プ ロデューサーは、本人か ら、 当該本人が識別 される保有個人データが、第19条(第 三者

への提供の制限)に 違反 してい るという理由に基づき、当該保有個人データの第三者への提供の

停止 を求められた場合で、その求めに理由があることが判明 した ときは、遅滞な く、当該保有個

人データの第三者への提供を停止 しなければならない。

ただ し、当該保有個人データの利用停止等に多額の費用を要する場合等、その実施が困難な場合

であって、本人の権利利益 を保護するため必要な これに代わるべ き措置をとるときは、この限 り

でない。
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3プ ロデューサーは、求め られた保有個人データの全部 も しくは一部 について利用停止等 を行

ったときもしくは行わない旨の決定 をした とき、または求め られた保有個人データの全部 もしく

は一部について第三者への提供 を停止 した ときもしくは停止 しない旨の決定を したときは、本人

に対 し、遅滞な く、その 旨を通知 しなければならない。

[解説]

1プ ロデューサーは、本人か ら、手続違反※1の 理 由によ り保有個人データの利用停止等及び第

三者への提供の停止が求め られた場合には、原則※2と して、当該措置を行わなければな らな

い。なお、利用の停止等 を行った場合には、遅滞な く、その旨を本人に通知 しなければな らな

い。

※1「 手続違反」とは、同意のない 目的外利用、不正な取得、または同意のない第三者提供を

い う。

※2「 原則」…違反 を是正するための必要な限度を超えている場合や手続違反である旨の指摘

が正 しくない場合には、利用の停止等 を行 う必要はない。ただ し、その場合 には、遅滞な く、

利用の停止等を行わない 旨を本人に通知 しなければな らない。

2.個 人情報保護法では、利用停止等に応ずる際、その実施 に多額の費用 を要する等 によ りその実

施が困難な場合、あるいは、例えば プロデューサーが保有す るデータベース内でその本人の個

人情報のみ利用停止することで、デー タベースサービスが長期間提供で きな くな り、顧客企業

の業務上大 きな支障が発生 した りする場合は、そのことに代えて本人の権利利益を保護する措

置が取れるのであればその限 りでないとしてお り、本条において もそれに従 っている。

参考 個人情報保護法第27条

(理 由の説明)

第26条 プロデューサーは、保有個 人データの公表 ・開示 ・訂正等 ・利用停止等 ・第三者提供

の停止において、その措置をとらない旨またはその措置 と異なる措置をとる旨を本人に通知する

場合は、併せて、本人 に対 して、その理由を説明するように努めなければな らない。

参考 個人情報保護法第28条

(開示等の求めに応 じる手続)

第27条 プロデューサーは、第22条 ～第25条 による開示等の求めにおいて、その求めを受

け付ける方法 として下記(1)～(4)の 事項 を定めることがで きる。また、 その求めを受け付ける方

法を定めた場合 には、本人の知 り得 る状態(本 人の求めに応 じて遅滞 な く回答する場合 を含む。)

に置いておかなければな らない。

(1)開 示等の求めの受付先

(2)開 示等の求めに際 して提 出すべ き書面(電 子的方式 ・磁気的方式 による記録 を含 む。)の 様

式、その他の開示等の求めの受付方法(郵 送、FAXで 受け付ける等)

(3)開 示等の求めをする者が本人またはその代理人((ア)未 成年者 または成年被後見人の法定代

理人、(イ)開示等の求めをすることにつき本人が委任 した代理人)で あることの確認の方法

(4)保 有個人データの利用 目的の通知、または保有個人データの開示をする際 に徴収する手数料

の金額 と徴収方法(徴 収す る場合)

2プ ロデューサーは、本人に対 し、開示等の求めに関 し、その対象 となる保有個人デ一一タを特

定するに足 りる事項の提示を求めることができる。この場合において、本人が容易かつ的確 に開

示等の求めをすることができるよう、当該保有個人データの特定に資する情報の提供その他本人
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の利便 を考慮 した適切な措置をとらなければな らない。

3プ ロデューサーは、開示等の求めに関する手続 を定めるにあたっては、本人に過重な負担を

課 するものとな らないよう配慮 しなければな らない。

4次 に掲げる代理人による開示の求めに応 じなければな らない。

(1)未 成年者または成年被後見人の法定代理人

(2)開 示等の求めをするこ とにつき本人が委任 した代理人

5プ ロデューサーは、第22条 の利用 目的の通知、または第23条 の開示を求め られたときは、

当該措置の実施に関 し、手数料 を徴収することができる。プロデ ューサーは、当該手数料を徴収

する場合は、実費を勘案 して合理的であると認められる範囲内において、その手数料の額を定め

なければな らない。

[解説]

1.「 開示等の求めの受付先」について

オンラインデータベースは、プロデューサーが作成 し、複数のデ ィス トリビューターが顧客へ

販売するケースが一般的であ り、契約条件によるものの、基本的にプロデューサーの保有個人

データとなる。一方、顧客の視点か らは、当該データベースがどの事業者の保有個人データか

分か りに くい場合 もある。このため、ディス トリビューターは顧客に対 し、プロデューサーに

おける開示等の受付先を明示することが望ま しい。

また、プロデューサーとの契約によ り、デ ィス トリビューターが顧客か らの苦情の一次サポー

トを担当 し、プロデューサー との間を媒介するケースも考え られる。

2.個 人情報保護法第29条 により、本人か らの開示等の求めに対 し、それ らを受け付 ける手続 き

を定 めることができる。

3.た だ し、手続を定め るに当たっては、必要以上に煩雑な書類 を求めることや、求めを受け付 け

る窓口を他の業務を行 う拠点とは別にいたず らに不便な場所 に限定 すること等 して、本人に過

重な負担 を課することのないよう配慮 しなければな らない。

4.開 示等の求めを受け付 ける方法 を合理的な範囲で定めた ときで、求めを行った者がそれ に従わ

なかった場合は、開示等 を拒否することがで きる。

'0

6

7

8

開示等の求めを受ける方法を定めない場合には、 自由な申請 を認 めることになる。

プロデューサーは、円滑 に開示等の手続が行えるよう、本人に対 し、自己のデータの特定 に必

要な事項(住 所、ID、 パスワー ド、会員番号等)の 提示を求めることができる。なお、本人が

容易 に自己のデータを特定できるよう、自己の保有個人データの特定 に資する情報の提供その

他本人の利便性を考慮 しなければな らない。

本人に対 し自己の個人データの開示を行 う場合、その 目的等 を本人に尋ねる等によ り、本人へ

の開示範囲を確認することがで きる。

【開示の求めをする者が本人またはその代理人であることの確認の方法】

事例1)本 人の場合(来 所):運 転免許証、健康保険の被保険者証、写真付 き住民基本台帳カー ド、

旅券(パ スポー ト)、外国人登録 証明書、年金手帳、印鑑証 明書 と実印

事例2)本 人の場合(オ ンライン):IDと パスワー ド

事例3)本 人の場合(電 話):一 定 の登録情報(生 年月 日等)、 コールバ ック

事例4)本 人の場合(送 付(郵 送、FAX等)):運 転免許証のコピー と住 民票の写 し

事例5)本 人の場合(送 付(郵 送、FAX等)):運 転免許証や健康保険の被保 険者証等の公的証明

書のコピーの送付 を顧客等か ら受け、当該公的証明書のコピーに記載 された顧客等の住所

にあてて文書を書留郵便 により送付

事例6)代 理人の場合(来 所):本 人及び代理人ついて、運転免許証、健康保険の被保険者証、旅

券(パ スポー ト)、外国人登録証明書、年金手帳、弁護士の場合 は登録番号、代理 を示す
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旨の委任状

9.個 人情報保護法第30条 によ り、利用 目的の通知及び開示の求めについては実費を勘案 して合

理的であると認め られ る範囲内において手数料を定め、徴収することができるとされているが、

訂正等及び利用停止等については、手数料を徴収することができるとは していないことに留意

する。

参考 個人情報保護法第29条 ・第30条 ・政令第7条 ・第8条

亡 「そ。 老親 琉
o_?4?/o

第5節 苦情への対応

(苦情への対応)

第28条 プロデューサーは、個人情報の取 り扱いに関する苦情の適切かつ迅速な対応に努めな

ければならない。

2苦 情処理を行 うに当た り、苦情処理窓口の設置や苦情処理の手順 を定 める等必要な体制の整

備に努めなければならない。

参考 個人情報保護法第31条

第4章 漏えい等が発生 した場合の措置

(漏 えい等が発生 した場合の措置)

第29条 プロデューサーは、個人情報の漏えい事案等の事故 があった場合 に備え、危機対応の

ための体制の整備及び手順の策定 を行わなければならない。

2プ ロデューサーは、個 人情報の漏えい事案等の事故があった場合は、以下の措置を講 じる。

(1)漏 えい等の対象 となった本人に か 一漏えい等の事実 関係等を通知 し、または本人が容易

に知 り得る状態に置 くもの とする。

(2)発 生原因、対応策を所管す る省庁に

(3)二 次被害の防止、類似事案の発生回'

な く公表するもの とする。

ち}報 告するもの とす る。　 　 謙プ)

第5章 推進体制

(個人情報保護管理者の指名)

第30条 データベースサー ビス事業者の代表者は、このガイ ドライ ンの内容を理解 し実践す る

者 を内部から1名 以上指名 し、個人情報保護管理者としての業務 を行わせ るもの とする。

(個人情報保護管理者の責務)

第31条 個人情報保護管理者は、 このガイ ドラインに定め られ た事項 を理解及び遵守するとと

もに、従業者 にこれを理解及び遵守 させるために、規程類の整備、個 人情報保護推進体制の整備

な らびに周知徹底の措置、安全対策、従業者への教育訓練、委託先管理等の措置及び文書管理等

を実施する責任を負 うものとする。
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(個人情報保護監査責任者の指名)

第32条 事業者の代表者 は,個人情報保護管理者からは独立 し、個人情報保護推進体制の妥 当性、

有効性及び実施状況について、本ガイ ドラインに定め られた監査 を実施する者を内部か ら指名 し、

個人情報保護監査責任者 としての業務 を行わせることが望ま しい。

(個人情報保護監査責任者の責務)

第33条 個人情報保護監査責任者は,自社の個人情報保護体制の運営状況を定期的に監査し、監

査報告書を作成し、事業者の代表者に報告する責任を負うものとする。

第6章 その他

(プ ロデューサーの代表者 による見直 し)

第34条 プロデューサーの代表者は、監査報告書及びその他の経営環境な どに照 らして、適切

な個人情報の保護 を維持するために、少な くとも年1回 コンプライア ンス ・プログラムを見直さ

なければな らない。

(改廃)

第35条 このガイ ドラインの改廃は、(財)デ ータベース振興セ ンター並びに 日本データベー ス

協会理事会の承認を得 るもの とする。

[参考資料]

(1)日 本工業規格JIsQ15001:1999「 個人情報保護 に関するコンプライアンス ・プログラムの

要求事項」

(2)平 成16年10月22日 厚生労働省経済産業省告示第4号 「個人情報の保護 に関する法律 にっ

いての経済産業分野を対象 とするガイ ドライ ン」

(3)情 報サー ビス産業協会 「情報サー ビス産業 個人情報保護ガイ ドライ ン(第3版)」

(4)電 子商取引推進協議会 「民間部門における電子商取引に係る個人情報保護 に関するガイ ドラ

イン(Ver.3.0)」
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第5章 今後の課題と要望

5.1今 後 の 課 題

以下 に委 員会 ・ワー キ ンググル ー プでの検討結果、 お よび第2章 のデー タベース サー ビ

ス事業 者 に対 するア ンケー ト調 査 結果か ら今後 の課題 となる と思わ れ る点 な どを紹介 す る。

5.1.1委 員会 ・ワー キ ン グ グ ル ー プで 認 識 され た課 題

(1)デ ータベースのユ ーザ ーであ る顧客企業への十分 な説 明

第1章 の事例1～4で 検討 さ れた ように、顧客 企業 がデー タベー スサ ー ビス で提 供 され

る個 人デー タを 自社デ ー タベ ー ス に編入 した場合、 一般 的 には顧客 企業 の保 有個 人デー タ

とな る。顧客 企業 には 本人 か らの訂正等 の求め に対応 す る義務 が生 ず るため、体 制の整 備

が必要 とな るこ とな どを顧客 企業 に説明 して行 く努力 が求め られ る。

(2)本 人 か らの 開示 等の 求め に対 するデ ィス トリビューター ・プ ロデ ューサ ー間の連携 強

化

第1章 の 事例4で 検 討 された よ うに、 デ ィス トリビュー ター には通 常デー タベー ス に収

録 され たデ ー タの訂正 や 削除の権 限 はな く、デ ー タベー スサ ー ビスの利 用者 が開示等 の求

めをす る相 手は本来 は プ ロデ ューサ ーであ る。 しか しなが ら実 際 には 、 自 らが利 用 して い

るデ ィス トリビュー ターへ まず 申 し出 るケースが多 い とみ られ、 ガイ ドライ ン27条(開

示等 の求め に応 じる手続 き)解 説 では、「デ ィス トリビュー ターは顧客 に対 し、プ ロデ ュー

サー にお け る開示等 の受付 先 を明 示す ることが望 ま しい。 また、 プロデ ュー サー との契約

に よ り、 デ ィス トリビューター が顧 客か らの苦 情 の一 次 サポー トを担 当 し、 プロデ ュー サ

ー との間 を媒 介するケー ス も考 え られる。」 と した。

既 に利用 者か らの各 種 の求 め をプ ロデ ューサー に取 り次 ぐ方針 を決 めてい るデ ィス トリ

ビュー ター もあ り、 今後 はデ ィス トリビューター を経 由 した場 合 で も、 プ ロデ ューサ ー に

おい て対応 を行 う とのル ール を ど こまでデータベ ースサ ー ビス業界 の慣 行 と して定 着 させ

るこ とがで きるか、 またガイ ドライ ンに盛 り込む こ とで きるかが ひ とつ の課題 となる。

(3)デ ィス トリビューター に対 象 を広 げたガイ ドライ ンの改 訂

上記 の ようにデ ィス トリビュー ター につ いて は、そ の取 り組 むべ き対 応 を一部定 めた も

のの、個 人情報保護 法上 で のデ ィス トリビュー ターの立 場や 、 プ ロデ ューサー との契 約 内

容等 に もとつ く個 人情報 の取 扱い 実態 を十分把握 す るには なお時 間 を要 す る ことか ら今 回

は部分 的な指針 を提示 す るに とど まった。 デー タベー スサー ビス産業 が業界 をあ げて個 人

情報保護 の実効性 を高 めて行 くため に、今後早期 にデ ィス トリビュー ター を全面 的に対象

に加 える ことをテー マ に、ガ イ ドライ ンの拡張 について検討 を進め る ことが課題 となった 。

(4)企 業経 由の個 人情報 取得 を継続 す るためのスキ ームの確 立

企業 人 を対象 と した人物情 報デ ー タベ ースのデー タ ソー ス と して 、従来 は企業 の人事 部

な どか ら幹部 の個 人情 報 の提 供 を受 け ることが一般 的で あ った。個 人情報保 護法 全面施 行

後 は 、人事部等 におい て本 人の 同意 を取得 するな どのス テ ップが必要 となるが、 企業 人デ
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一 タベー スが社会 にお いて果 た す役割 をア ピール するな ど して、 提供 が継続 され る よう、

業界 と して広 く働 きかけて行 くこ とがテ ーマ とな る。

(5)ガ イ ドラ インの事業 者 ・一般 への周知 と適宜適切 な見直 し

ガイ ドライ ン策定後 は、速 や か にデ ー タベー スサー ビス業界 内で の周 知徹底 をはか る と

ともに、 一般 の意見 をも広聴 して、適 宜適切 な見直 しを加 え て行 く業 界 と して の継続 的な

取 り組み が必 要 となる。

5.1.2第2章 の ア ンケ ー ト調 査 結 果 か らの 課 題

全般 的 に無回答が多い こ とが 目に付 くが、特に多い もの をあげ る と、Q11(個 人デー タ

取得 に際 しての利用 目的の通 知 または公表 の実施)で 「現在 」33%、 「法全 面施 行後」29%、

Q13(第 三者提供 への本人の 同意取得)で 「現在」29%、 「法 全面施 行後 」25%、Q28(本

人 または代理人の確認方法)で42～54%等 であ った。

Q11、Q13の 「法全面施 行 後 」 につ いての無回答社数 を業 態 別 に見 る と、プ ロデ ューサ

ー が16社(兼 業 を含 む)中 、3社 、2社 と比較的少ないの に対 し、デ ィス トリビュー ター

は、14社(同)中 、6社 、5社 と多 くな って いる。 これ らの 設問 は、個 人情報取扱事 業者

としての義務 を履行 するための 具体 的な実施 方法 についての もの であ り、 プロデ ューサー

について は、調査時点 では未 だ社 内の合意 がなされていな い可能性 が 、 またデ ィス トリビ

ュー ター につ いては、加 えて対 応 の必要性 その もの につい ての判 断が 社 によ り分 かれて い

る こ とが推察 され る。法全面施 行 時 まで の早急な社 内合意 の形成 や体 制 の構築 が求め られ

る。

関連 して、Q20の 本人か らの 自己デ ー タの開示 ・訂正等 ・第三 者提供 停止請 求、苦情 処

理へ の対応体 制につ いて は、 やは り17%が 無 回答で あ った。 しか しなが ら調査 時点で5

割以上 の企業 が既 に対応体 制が整 ってい る(一 部整 ってい る を含 む)。残 りの現在対応 体制

を整 え るべ く検討 中の社 におい て も、全 てが法全面施行時 まで には整 う見込 み と してお り、

全体 の8割 以上は本人か らの求 めに対応 可能 とみ られ る。なお、 整 う と した社 の中 にも対

応体 制の整備 内容 について 「提供 事業 者 と調 整」 との回答 もあ り、 プ ロデ ューサー ・デ ィ

ス トリビュー ター 間での よ り緊密 な連携 が求め られ る。

Q21で 尋ね た本人か らの 自己 デー タの開示請 求 に対 す る開 示 の方 法 としては、 郵送 が

65%と 最 も多か ったが、一 方で 「直接 手 交」、「来社 面接」 と回答 した社 もあ り、本人 の便

宜 を考 えた場 合、改善の余地 が残 る。

Q11で 尋 ねた個人デー タ取得 時 の本 人への利用 目的の通 知 また は公表 にっいて は、 「あ

らか じめ通知」が 「現在 」の29%か ら 「法全面施 行後」は42%、 「あ らか じめ公表 」が 「現

在」 の21%か ら 「法全面施 行後 」は29%と 、法全面施行 後 は事前 の通知 または公表 比率

が高 まる見込 みで あ り、法の 主 旨に よ り沿 った対応が とられ る見込 みで あ る。一方 で 「利

用 目的 の通知 または公 表 を しない 」 とす る社 もきわめて 少数 だが存 在 した。その業態 は プ

ロデ ューサー ではな く、個 人情報取 扱事 業者や個人情報 へ の該 当性 が 問題 とな るが、必要
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に応 じ速 やかな意識 の転換 が求 め られ る。

Q13で 尋ね た第三 者 提供へ の本 人同意 の取得 については 、「あ らか じめ本 人 か ら直接 同

意 を得 る」が 「現在 」の33%か ら 「法全面施行後 」は29%と 減 少す る一 方、 「本人 の同意

は得ず、 オ プ トア ウ トの手 続 きを行 う」が 「現在 」の17%か ら 「法全面施行 後」 は25%

へ増加 してい る。個 人情 報保護法 の施 行 によ り、個人の権利 意識 が高 ま り同意 の取得 が難

しくな ると見込 んでの対応 と考 え られ るが、本 人の権利利益 保護 のため には 同意取得 が望

ま しいのはい うまで もな く、業界 全体の問題 と して、極 力 その増大 に努め る姿 勢 が求め ら

れ る。また、ご くわ ずかでは あ るが、「本人の 同意は得ず、オ プ トア ウ トも行 わ ない」とす

る回答 もあ り、個 人情報 取扱事業 者や個人情報 への該 当性 が問題 とな るが、速 や かな意識

の転換が求め られる。

5.2個 人情 報 保 護 法施 行 後 の デ ータベ ース サ ー ビス事 業 へ の影 響

委員会 並び にワー キ ング グルー プで の議論 を通 じて、個 人情 報保 護法全 面施 行後 、デ ー

タベースサー ビス事業 に最 も打撃 を与 えかねな い問題 と して と懸念 されたのが、 本人 の求

め による個人情 報の第 三者提供 停止要 求の頻発で あった。以下 に業界 の問題 意識 と、将来

的 な法制度や運 用の見 直 しへ の要望 を示す。

5.2.1本 人の求め に よる第 三者提 供停止の影響

個人情報保護 法は、個 人デー タを第三者 に提供 しうる場合 を以下 の2つ に限 定 してい る。

①あ らか じめ本人 の同意 を取得 した場合(法23条1項)

②本人の求 め に応 じて第三 者提供 を停 止す る としてい る場合((オ プ トア ウ ト)法23

条2項)

このため、 法全面施 行後 は、第三 者提供 に本 人の 同意が得 られ ず、そ のため プロデ ュー

サーがオプ トア ウ トの手続 きを取 った と して も本人が停止 を求め て きた場合 は、 デー タベ

ースへ収録 し販売 す るこ とが不可 能 にな る。今 後、企業代表 者等 の氏名や、 各界著 名人 に

関する個 人情報の第 三者提供 が不 可能 になった場合の問題点 として、以下 の点 が指 摘 され

た。

【企業 情報デ ー タベース等 につい て予想され る問題 点 】

①経済 のイ ンフ ラ ともな った企業 情報デー タベース に代 表者 名、役 員名等 が収録 で き

ず、歯 抜けが増 えれ ば利用価値 は低下 し、 経済へ悪 影響 を及 ぼ す。

②信用調 査 レポー トに代 表者 名、役 員名等 が収録 で きず レポー トの体 を成 さな くな り、

正 当な業務の運 営 は困難 とな る。

③倒産情 報デー タベー スへの代 表者へ の氏 名掲載 がで きな くなれ ば、倒 産常習者 が横

行 し、ば くり屋 や詐欺師 の抑制機能 が果たせ ず、信用 取 引、経済 の発展 を阻害 す る。

【人物情報 デー タベー スにつ いて予想 され る問題点 】

① 十万人単位 で収録 が不可能 とな る事態 が現実 の もの となれば、人物情 報デ 一 夕ベ ー
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スの有用性 や利用価値 は著 しく低 下 する。す でにパ ー トナ ーで ある海外 のデー タベ

ースサー ビス事業者 か ら、現在 海外 向け に提供 してい る 日本の 人物情 報デー タベー

スについ て、 商品性低 下への懸念 が表 明 されて い る。

5.3今 後 の要 望

この問題 に関 し、JISQ15001:1999「 個 人情報保護 に関す るコ ンプラ イア ンス ・プログ

ラ ムの要求事 項」は、以下 の通 り、そ の 「解説 」で法人等 の役 員 に関 する公開情 報 を個 人

情報 に含 まない として、経営者 デー タの公共性 に配慮 して い る。

「2.1個 人情報 【本体 の3.a)]"個 人情 報"に は,法人 その他 の 団体 に 関 して記 録 され

た情報 に含 まれ る当該 法人その他 の 団体 の役員 に関す る情報 を含 まな い♂法人 その他

の 団体 の役 員 に関す る情報,1とは,株 主総 会 な どで配布 され る事業 報 告 書 な ど,株主 や

顧 客企業 に配布 され る書類 な どに記載 されてい る役 員の履歴 持株 数 な ど,公表 されて

い るような情 報 を指 す。」

一方
、個 人情報保 護法では、 こう した個 人デー タの主体 の社会 的地位 や公表 の有無等 に

よる取扱いの差 異は一切考慮 され ない ため、企 業代表者氏名等 の第三 者提 供停止 が本人 の

随 意 に可能 とな る。その結果、今 日まで 多 くの利用者 に支持 され、経 済 を支 え る情報網 と

して機 能 して きた企業情報/人 物 情報等 のデ ー タベー スに歯 抜 けが広 がれば、 デー タベ ー

スサー ビス事 業者の経営 に深刻 な打撃 を与 え るのみ な らず、 これ らデー タベ ース を購入 し

自社の経営 資源 と して活用 してい る数 多 くの企業 の効 率が低 下 し、 わ が国経 済全体へ 悪影

響 をもた らす事態 も懸念 される。

そ のため、 本来あ るべ き姿や業 界 の取 るべ き方策 について以下 の よ うな意見 が多 く出 さ

れ た。

①企業 の代 表者や取締役 の氏名は 、商業 登記 簿や有価証券 報告書 へ の記載 が義務づ け

られ てお り、法 人の成 立要件 と して 外部 に示す こ とは当然で あ る。 これ らの法律 に

基 づ き公開が義務 づけ られ た個 人デ ー タは本 人の意 向に関 わ りな く第三 者提供 で き

るよ うにす るべ きであ る。

② 上場 企業 の役 員情報 であ って も本 人の 求め で提供停 止 が 当然 との 認識 が社 会 に広

がれば、デー タベースサー ビス業界 のみな らず、社 会全体 に大 きな マイナ スの影響

を与 え る。新 聞記事デー タベー スの訂正 方法(一 審有罪、 二審逆 転無 罪 の場合 、一

審 の記事 を訂 正す るので な く、二 審 の判決 を付記 す る等)の よ うにルー ル化 し、社

会 の コンセ ンサス を得て行 く努 力が 必要であ り、業界 の要 望事項 をポ ジシ ョンペー

パー にま とめて訴 えるこ とな どが考 え られ る。

また、人物 情報デー タベース に掲載 され る側 の意識 につ いては、 第3部 の調 査結果 にみ

られ るよ うに、「代 表権 を持 つ役 員」「執 行役 員 ・執行役」 の役職者 は、 氏名 ・社 名 ・部署

名 ・役職 名 ・住所 について、9割 以上が 「提供 され もかまわ ない」個 人情報 と してい る。

個 人情報 のなかで も、 勤務先 に関わ る情 報 につ いて は、 自宅住所 ・趣 味 な どの プライベー

トな情報 とは異 な り、 企業 の役 員 と しての 立場上、適切 な流通 が必要 で あ るこ とがデー タ
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ベースの被掲載 者の側 に も広 く了解 されてい る とい える。

実際に どの程 度、 本人 に よる第三者提供停 止要求が発生 し、 データベー スへ の収録 や利

用者の利便性へ の悪 影響 があ るか は、今後 の推 移 を見守 る こ ととな るが、 将来、 関連 法制

度の見直 しが行 われ る際 には、デ ータベースが社会 に対 し果 た してい る貢 献 を損 なわ ない

ように との側 面か らも検討 が なされ ることが望 まれ る。
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(1)企 業情 報 デ ー タベ ース の収 録 デ ータ例

① 帝国 デ ータバ ンク 企業概要 フ ァイル(COSMOS2)

企業名 当該企業の登記上の商号。個人営業の場合は屋号を収録

住所 当該企業 の本社所 在地 。都 道府県名 ～ ビル 名 まで を収録

代表者
当該企業の登記上に記載 してある代表取締役。複数の代表があるとき
は取締役社長、取締役頭取等を収録

企 業 コー ド
帝 国デー タバ ンク独 自で設 定 した9桁 の コー ド。1企 業 に対 し1コ ー
ドを設定

株式公開
当該企 業 が 国内 の証 券取 引所 に上場 して い るか 否か を フラ グ化 した
もの

企業電話番号 当該企業の代表電話番号。代表電話番号がない場合は管理部門の電話
番号

創業 当該企業 が営業 を開始(ま たは再 開)し た年 月

設立 当該企業 が設 立 され た(法 人に改組 した)年 月

TDB産 業 分類
総務省 の 日本標 準産業 分類 に準 じた帝 国デ ータバ ンク独 自の1,359分

類。上4桁 で小分類 、5桁 で細分類 を表 す体系 とな って い る。 当該 企
業 の事業 内容 の 中で、 取引高が大 きい もの か ら1→5の 順 に収録

資本金
払 い込 み資本金 の額。 法人組織 によ り出資額 ・出資金 ・資産 の総額 ・
基本財 産の総額 ・基金 又は基金積 立 の合計 を収録

従業員 役員を除く正社員数

株主数 当該企業の株主の総数

株主名 当該企業 の株 主(出 資者)を 上 位5株 主(出 資 者)収 録

持株数 当該企業の株主に対応する持株数

役員 当該企業 の役職 名 ・役 員名 を上位10名 まで収録

事業所数 当該企業 の保 有す る支店 ・営業所 ・工 場等 の総数

取引銀行 メイ ンバ ンクか ら1→10の 順 に収録

仕入先 当該企業の主な仕入先を順に収録

販売先 当該企業の主な販売先を順に収録

業績
決算期 の売上 高。税 引後利 益。配 当率 は2001年10月 の商法改 正 に伴
い、2001年10月 以降は全 て 「0」にて収録。 自己資本 比率 は 自己資

本/総 資本 ×100

法人申告所得額 法人税法に基づき全国の税務署で公示された当該企業の申告所得額

セール スラ ンキング 同業種 にお け る当該企業 の年間売上高 によ るラ ンキ ング(全 国/都 道府
県別)

評点 帝 国デー タバ ンクが企業 の業績 ・業 歴 な ど様 々な観点 か ら判 断 して評
価 した当該企業 の点数 で100点 満点 で評価

代表 者 プ ロフィール

役職名 当該企業の代表者役職名
`

氏名
登記上に記載 してある代表取締役。複数の代表がある場合
は取締役社長、取締役頭取等を収録

生年 月 日 当該企業の代表者の生年月日

住所 当該企業の代表者自宅住所

電話番号 当該企業の代表者自宅住所の電話番号

出身地 当該企業の代表者の出身都道府県

出身校 当該企業の代表者の出身大学

調査年月日 帝 国デー タバ ンクが 当該企業の最新 の信用 調査 を行 った年 月 日

出所(株)帝 国デ ー タバ ンク
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②東 京商エ リサーチtsr-van2

商号 商業登記簿に記載された正式商号(法 人格 と社名で構成)、個人企業は屋
号

英文商号
被取材先が使用している正式の英文商号とTSRが 英語表記に変換 した
もの

カナ商 号/旧商 号 商号 のカナ ヨ ミ/前商 号

所在地 実質上の本社所在地(登記上の本社ではない)

代表者 商業登記簿に記載されている代表取締役の氏名、個人企業は事業主の氏
名

企 業 コ ー ド
東 京 商 工 リサ ー チ独 自の 企 業 コ ー ドで9桁 で構 成 、DUNS#(タ"ン ス"ナンバ"
一)と リンケージ

上場区分 上場 、非上場の 区分(最 初の上場 年 月 日)

電話番号 会社の代表的な電話番号

FAX 会社 の代 表的なFAX番 号

創業 実 際に事業 ・営業 を開始 した年 月

設立 商業 登記簿 に記載 されてい る設 立年 月、個 人企業 の場合は ブ ラ ンク

業種
日本標 準産業分類(平 成14年3月 改 訂)に 準拠 した1,269分 類(主/従)
事業 内容 で扱 い品 の売 上構 成 比が一 番高 い もの(主)を 最初 に、 二番 目
(従)を 次 に表 示

営業種目 業務内容を具体的に表現(%構 成は売上高構成比率)

扱い品
46,740種 の 〔扱 品名 〕 と製 造 ・卸 ・小 売 ・等の8種 の 〔業 態名)で

売上構 成比の高 い順 に表示

資本金
商業登記簿に記載された払込済資本金(法 人格 によって出資金、資産の
総額)

従業員 未上場は常勤役員を含む正社員数(上 場企業は役員数を含 まない)

役員 商業登記簿記載 の役 員名、及 び役職 名(多 数の場合 、省略)

大株主 株主名(法 人の場合は法人格省略)と 持 ち株数 を多い順に表示

事業所 支店 ・営業所及 び工場等 の代 表的 な事業 所 の所在 地(事 業 数 ・工 場数)

取引銀行 金 融機 関 ・支店 の名称 をメイ ンバ ンク以下、取 引重要度 の高 い1頂に表 示

仕入先 主要な仕入先を扱い額の多い順に表示

販売先 主要な販売先を扱い額の多い順に表示

業績
決算期別 に最大3期 、売上、利 益、 配 当額 、売上 ・利 益伸長 率 を記載
利 益は税 引後利 益(★ は税 引前利 益)、 配 当額 は1株 当た りの金額(1000
円以上 については 「㌔ で表記)

法人申告所得 法人税法に基づき全国の税務署で公示された申告所得額(最 大3期 分)

業種 内順位 同業種(主 業種)内 にお け る売上 高 と申告所 得 の全国、都 道府 県別 ラ ン
キ ング

評点
東京商 工 リサーチ独 自の採 点基 準 でつ け られ た評価点(絶 対 評価)、 最大
100点

事業概要!概況 該 当企業 の状 況(特 性、特徴 、業績 コメ ン ト、等)を 説明

経営者情報/代表

氏名 商業登記簿記載の代表者氏名、ヨミ
生年月日 代表者の生年月日を邦暦で表示
住所 代表者の実際に居住している現住所
電話番号 代表者の自宅電話番号
出身地 代表者の出身都道府県(国 ・地域)
最終学歴 代表者の最終学歴(大学は名称)
趣味 代表者の趣味
就任 日 当該企業の代表に就任 した年月
納税金額 代表者の申告納税額(2期 分)

更新年月
企業情報 デー タに関 し最新 の取材 を行 った年 月

商号変 更、本社移転等 、独 自の取材 によ るデー タ更新 日は含 まない

出所(株)東 京商 工 リサ ーチ
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サ ン フ 。 ル 分 類 コート"

口
データベースサー ビス業 にお ける

個人情報保護の取り組みについての調査

(2004年10月)

貴社 名

貴団体 ・機 関名

所在地

〒

ご回答者氏名

ご回答 者部署 ・役職 名

連絡先電話番号

電子 メール ア ドレス

(記入上のお願 い)

・ 分析時 に個別 の企業 情報 を元 に分析 しますが、個 別デー タは 公表 いた しません。

・ 恐れ入 りますが、集計処理の都合上、ご回答は 平 成16年11月12日(金)

まで に、 同封 の返 信用封筒 にて ご投函願 い ます。

・ 本調査 は(財)デ ー タベ ース振興 セ ンター が 日本デー タベー ス協会 の協 力 を得て 、(株)

日経 リサーチ に業 務委託 して実施 している もので す。

・ 調査 禁内で個 人情報保護 法、施 行令及 び経済 産業省 に よる 「個 人情報 の保護 に関す る法

律 についての経 済産業分 野 を対 象 と したガイ ドライ ン」 を引用 して い る箇所 があ ります

が、読 みや すさ を考慮 し、簡 略化 ・編集 してい る場合 が ござい ます。 ご了承下 さい。

・ 本調査 は、民 間企業 ・各種 法 人 ・非営利 団体 等 にお送 りしてお ります。

法人 ・団体の 方は、質 問文 中の"社"を"法 人 ・団体"と 置 き換 えて お読 み くだ さい。

・ 「ご回答者氏 名」等の個 人情報 をご記入頂 くのは、 必要 に応 じてお 問い合 わせ ・ご連 絡

させ て頂 く場合 のため であ り、 そ の他 の 目的 には使用 致 しませ ん。

【本調査 に関 す るお問 い合 わせ先 】
一 日本経済新聞社の総合満査会社一

直
e浪 問37ミe3)

円塔L,サーチは'99年8月 に

財意法人巨本鯖輯処理開発

協会ぷり、億人需鰻に遇切な

殴り鍛いをfj'う食繋にf寸与

されるフ弓イパシーマークの

付与鞭 を受け(い ます》

繍 社日経リサーチ

〒101-0048東 京 都 千 代 田 区 神 田 司 町2-2-7パ ー ク サ イ ド1ビ ル

TEL:03-5296-5121(電 話 受 付 時 間11:00-18:00)

FAX:03-5296-5107

デ ー タ ベ ー ス サ ー ビ ス 業 に お け る 個 人 情 報 保 護 の 取 り組 み に つ い て の

調 査 担 当:長 野 ・坂 巻 調 査No.421142
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分類コー ド

貴 社 の デ ー タベ ース事 業 に つ いて お伺 い します 。

Q1.貴 社 にお けるデ ータベ ース関連 事業の位置付 けにっいて、最も近いものを一つ選

ん でください 。(ひ とつ だ け ○ 印)

1. データベース専業 であ る

2. データベースが最 も重要 な事業 だが、ほか の事業 も行 ってい る

3. データベースは社 内の 一事業で あ る

4. データベースは ほ とん ど重要で ない

Q2.貴 社 の サ ー ビス形 態 に つ い て、該 当 す る欄 の 番 号 に○ 印 をお つ け下 さい。(い くっ

でも○印)

1. プ ロデ ュ ー サ ー(デ ータベースの作成機 関。第三者に提供す ることを 目的に情報 を収集蓄積 し、

データベース を構築 してい る事業者)

2. デ ィス トリ ビ ュー タ ー(プ ロデ ューサーか ら委託 されたデー タベースを自らのシステ ムを通 じて

第三者 に提供 している事業者)

3. イ ンタ ー ネ ヅ トプ ロバ イ ダ ー(イ ンターネ ッ ト接続提供業者。顧客 のコンピュータ をイ ンター

ネ ットに接続す る業務 を行 う事業者)

4. 代 行検 索 業(顧 客の要請に応 じ、デー タベースの選択、ファイルの選択、検索式の作成、検索の実

行、検索結果の評価 、その他の検 索コンサルテ ィングなどの業務 を代行す る事業者)

5. 代 理店(デ ータの権利者ない しプロデ ューサーの著作権事務 を代理す る者 、又はデ ィス トリビュー

ターの営業事務 を代理 する事業者)

6. そ の他(

)

Q3.貴 社 では、第 三者 に提 供 す ることを目的とした、個人情報を含むデータベースを

作 成 ・提 供 しています か 。(い くつ でも○ 印)

1. 個人情報を含 むデータベースを自社で作成 している

2. 個人情報を含 むデータベースを提供している(自 社 ・自社 以外で作成したものも含 む)

3. デ ータベー スを作 成 ・提 供 していない → 調 査終 了です。ご協力ありがとうございました。

Q4.A貴 社 で作 成 ・提 供 している個 人 情 報を含むデータベースはどの分野に該 当しま

す か。(い くつ でも○ 印)

B.その中で貴社 が最 も重 視 しているデータベースサービスはどれですか。

(ひとつだけ○印)

A個 人情報を含む B.貴 社が最も重視 している

デ ー タ ベ ー ス デ ー タ ベ ー ス

(い く つ で も) (左 の 中か らひ とつだ け)

1.人 物 情 報 1 1

2.人 物 ・機 関 情 報 2 2

3.企 業 情 報 3 3

4,企 業 ・財 務 情 報 4 4

5.住 宅 地 図 5 5

6.そ の他(具 体 的 に:) 6 6
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こ こカ・らは 、Q4Bで お答 えにな った貴 社 が最 も重 視 して い る

個 人情報 を含 む デ ー タベ ース につ いて お伺 い します 。

Q5.そ の デ ー タベ ー スの名 称 は 何 です か 。お 差 し支 えが なけ れ ば お 答 え下 さい 。

Q6.そ の デ ー タベ ー スをどの ような媒 体 で提 供 してい ます か 。(い くつ でも○ 印)

1. オ ンライン(イ ンターネ ットを除 く) 5. DVD

2. インターネ ット(パソコン向 け) 6. MT

3. インターネ ット(携 帯 電 話 、PDA向 け) 7. 書籍
4. CD-ROM 8. その他(具 体的に:)

Q7.そ の デ ー タベ ー スの収 録 件 数 は お お よそどの くらい です か 。

約 万件

Q8. そのデータベースの個人情報はどのような項 目ですか。(あてはまるものす べ て○ 印)

1. 氏名 10. 生年月 日

2. 勤務先社名 11. 学歴

3. 勤務先部署名 12. 職歴

4. 勤務先役職名 13. 家族構成

5. 勤務先住所 14. 趣味

6. 勤務先電話番号 15. 著作物、論 文等

7. 勤務先 メール ア ドレス 16. 経済状況

8. 自宅住所 17. 顔写真

9. 自宅電話番号 18. その他(具 体 的に:)

Q9.そ のデ ー タベ ー ス内 の 個 人 情 報 の 項 目は どこか ら入 手 したものです か。

(あてはまるものす べて○印)

1. 本人から直接(書 面による取得) 7. 高額納税者一覧等公的情報

2. 本人から直接 8. その他マス コ ミ ・印刷 媒 体等で公 開 され た情

(書面以外の方 法 によ る取得) 報

3. 本人が公開した情報 9. 第 三者か らデ ー タ ・名 簿 を購入

4. 勤務先 10. 住 宅の表札 、 郵便 受 け

5. 取材 ・調査 11. その他(具 体 的 に:

6. 有価証券報告書 )

Q10そ のデ ータベ ース内 の個 人 情報 の項 目について、一般 に流通することが「有用であ

り、かつ本人の権利利益をさほど大きくは損なわないと考えられる項 目」と、「本人の権

利利益を損なう恐れが高いと考えられる項 目」に分けた場合 、前者に該 当するのはど

の項 目ですか。(あてはまるものすべて○印)

1. 氏名 10. 生年月 日

2. 勤務先社名 11. 学歴

3. 勤務先部署名 12. 職歴
4. 勤務先役職名 13. 家族構成

5. 勤務先住所 14. 趣味

6. 勤務先電話番号 15. 著作物、論 文等

7. 勤務 先 メール ア ドレス 16. 経済状況

8. 自宅住所 17. 顔写真

9. 自宅電話番号 18. その他(具 体的に:)
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個人情報保護法 と経済産業省 ガ イ ドラインを元 に、データベースで第

三者提供 している個 人情報につ いての貴社 のお考 えをお伺 い します。

Q4Bで お答えになった、「貴社が最も重視 している個人情報を含むデータベース」に含まれる個人情報

の取扱いについてお答え下さい。(お伺いするのはデータベースとして第三者に提供される個人情 報に

ついてです。その他の個人情報、例えば顧客情報等は含みません。)

個人データ取得 に際 しての利用 目的の通知等について

経 済省 ガイ ドライ ンは、以下 の通 り定 めてい ます。

「事 業者は、個人情報を取得する場 合は、あらかじめその利用 目的を公表していることが望ましい。公

表 していない場合は、取得後速 やかに、その利用 目的を、本 人に通知するか、又は公表しなければな

らない」

Ql1.貴 社 で は、本 人 に利 用 目的 を通 知 また は公 表 してい ます か 。

新 規 に個 人デー タを取 得 す る場 合 の現 在の取 組 状 況 と、来 年4月1日 の個 人 情報 保 護 法

(以 下 「法 」)全面施 行 後 の取 組 予 定 、また既 にデ ータベ ースに格 納 され ている個 人 デ ー タ

で利 用 目的 を通 知または公 表 していないケースがある場 合 、どのように取組 む のか(法 律 上

の義務 はありませ ん)に ついてお答 えください。(それぞれ ひとつず つ ○印)

新規 取得 データ 既存 個人

データへの

対処
現在

法全面

施行後

1.あ らかじめその利用 目的を本 人に通知する

2.あ らかじめその利用 目的を公 表する

3.取 得後速やかに本人 に通知する

4.取 得後速やかに公表する

5.利 用 目的を通知 または公表 しない

1

2

3

4

5

1

2

3

4

5

=
3

4

5

Q12.利 用 目的 の 通 知 または 公 表 をす る場 合 、どの ような 方 法 で 行 い ます か 。そ の 方 法

を選 択 した理 由 は何 で す か。

新 規 に個人 データを取 得 する場合 の 現在 の取組 状 況 と、法 全 面施 行 後 の取 組 予 定 、また

既 にデー タベ ースに格 納 されている個 人デ ータで利 用 目的 を通知 または公 表 していないケ
ースがある場 合

、どのように取 組 むのかにつ いてお 答 えください。

(それぞれ いくつ でも○ 印 、選 択 理 由 は選 択肢 から番 号 で記 入(複 数 可))

新規取得データ 既存個人

データへ

の対処

選択

理由

現在
法全面

施行後

1.個 人 情 報 取得 のための調 査 票 に上 記の 内容 を記載 する

2.面 談 時 に口頭 またはちらし等 の文 書 を渡して知 らせ る

3.電 話 で 、口頭 で知 らせる

4.本 人 に文書を郵 便等 で送 付 す る

5.本 人 に文書をFAXす る

6.本 人 に電子メール を送 る

7.そ の他(具 体 的 に:)

利
用
目

曽
通
知

1

2

3

4

5

6

7

1

2

3

4

5

6

7

=
3

4

5

6

7

8.自 社 のホームペ ージに継続 的 に掲 載 する

9.事 務 所 の窓 口等 への掲 示 、備 え付 けを継 続 的 に行 う

10.広 く頒 布されている定期 刊 行 物 へ定 期 的 に掲 載 を行 う

11.そ の他(具 体 的 に:)

週
表曼

8

9

10

11

8

9

10

11

8

9

10

11

1「選択理 由」の選択肢 く

ll.本 人 の権 利 保護 を重 視2.コ ス トが 安 い
:5.迅 速 に伝わ る6.広 範 囲 に伝 わ る

3.作 業 負 荷 が 軽 い4.確 実 に 伝 わ る

7.そ の 他(具 体 的 に:)
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,

第 三者提供への同意 について

個人情報保護 法では、

i「事業者は、原則として、あらかじめ本 人の同意を得ないで、個 人データを第三者に提供 してはならなi

iい」(第23条 第 順)i
l

と定 めて います。

Q13.貴 社 で は 個 人 情 報 を含 む デ ー タベ ー スの販 売(提 供)に 際 して、あらか じめ 本 人 に

第 三 者 提 供 につ い て の 同 意 を得 ています か 。

新 規 に個 人 デー タを取得 す る場 合の現在 の取組 状 況と、法 全面 施 行 後 の取組 予 定、また既

にデ ータベースに格 納 され ている個 人 データに第三 者 提 供 についての 同意 を得 ていないケ
ースがある場 合 、どのように取組 むのかについてお答 えください。(それぞれ ひ とつずつ ○ 印)

新規取得データ 既存 デー

タへ の

同意 方法
現在

法全面

施行後

1.あ らかじめ本人か ら直接 同意を得る

2.事 後 となるが本 人から直接 同意を得る

3.間 接 的に同意 を得 る

(データ提供元 の勤め先 が本 人から同意を得る等)

4.本 人の同意は得ず 、オプ トアウト(注)の 手続 きを行う

5.本 人の同意 は得ず 、オプ トアウトも行わない

6.現 在 、検討している

7.検 討 していない

1

2

3

4

5

1

2

3

4

5

6

7

一

2

3

4

5

6

7=

(注)本 人の求めに応 じて個人データの提供を停止する仕組み

個人情報保護 法 では、 本 人の 同意 を得ないで第三者 提供で きる場合 と して、 以下 の場合 を

定めてい ます(第23条2項)。

本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの提供を停止することとしている場合(オ プトアウ

ト)であって、次の事項を、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき一

一 第三者への提供を利用 目的とすること

二 第三者に提供される個人データの項 目

三 第三者への提供の手段又は方法

四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止すること

Q14.オ プ トアウトの方 法 として 、貴 社 で は どのようなもの を考 慮 してい ます か 。(い くつ でも○ 印)

1

1.

2.

3.

4.

5.

個人情報取得 のための調査票 に上記の内容を記載する

面談時 に口頭 またはちらし等の文書を渡 して知 らせる

電話で、口頭 で知 らせる

本人 に文 書を郵便 等で送付する

本人 に文 書をFAXす る

6

7

8

9

0

本人 に電子メールを送る

自社のホームページに継続 的に掲載する

事務所の窓 口等 への掲示 、備 え付けを継 続的に行う

広く頒布 されている定期刊 行物 へ定期 的に掲載を行 う

その他(具 体 的に: )

Q15.貴 社 で第 三者 提 供 実施 上の課 題 となっていること等 がありましたら、ご 自由 にお 書 き下さい。
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保有個人 データに関する事項の公表等 について

個 人情 報保護 法 では以下の通 り定 めて い ます。

「事業者は、保有個人データに関し原則として、下記の事項を、本 人の知り得る状態(本 人の求めに応

じて遅滞なく回答する場合を含む。)に置かなければならず、かつ本人から、当該本人が識別される保

有個人データの利用目的の通知を求められたときは、遅滞なく、これを通知しなければならない」(第24

条)

(1)事 業者の氏名又は名称

(2)す べての保有個人データの利用 目的

(3)保 有個人データの開示、訂正等 、利 用停止等の手続及びその手数料

(4)苦 情の申出先

Ql6.保 有 個 人 デー タに関 する事 項 の公 表 等について、現在 の貴社 の対応 体制をお

答え下さい。(ひとつだけ○印)

4ー

ウ
ム

3

4

5

既 に対応体 制が整 って いる
一部の対応体 制が整 って い る

対応体 制 を整え るべ く検討 中で あ る

対応 について検討 を行 ってい ない

デ ィス トリビュー ター と して 業務 してお り、 自社で作成 した保 有個 人デ ー タはない

ので特 に対応体制の整 備は予定 してい ない →7ペ ー ジへ

Q17.対 応 体 制が整 っている方 にお 聞きします。どのような対応体制を整備 されましたか。

(あてはまるものすべて○印)

1

2

3

4

必要事項 を 自社 ホー ムペー ジに掲 載 した

必要事項 をパ ンフ レッ トに記載 し、事務所 等 に備 え置 き ・配 布 してい る

問 い合わせ 窓口を設 け、問 い合 わ せ があれば 口頭 又は文書 で 回答 で きるように した

そ の他(具 体 的に:)

→Q19へ

:一一 ・>Q18 .現 在 対 応体 制が整 っていない方 にお聞きします。

個人情報保護法全面施行までに対応体制は整うと思いますか。(ひ とつだけ○印)

-
・

り

▲

対応体制が整う

対応体制が整いそうにない

Ql9.対 応 体制 を整 えるにあたって、障 害となる(なっていた)事 項 は何 です か。
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「

〈参考 〉「保有 個人データ」の定義(経 済省ガイドラインより転載)

「保有個 人データ」※1と は、個人情報取扱事業者が、本人又はその代理人か ら求め られ る

開示、 内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及 び第 三者への提供の停止 のすべて に

応 じる こ とが で き る権 限 を 有 す る※2「 個 人デ ー タ 」 を い う。

※1法 は、 「個 人情 報 」、 「個 人 デー タ 」及び 「保 有個 人 デ ー タ 」 の語 を使 い 分 けて お り、 個 人

情報取扱事業者に課 せ られた義務はそれぞれ異 なるので、注意を要する。

※2個 人情報取扱事業 者が個 人データを受託処理 している場合で、その個人データについて、

何 ら取決めがな く、 自らの判断では本人に開示等をす ることがで きない ときは、本人 に

開示等の権限 を有 しているのは委託者であって、受託者ではない。

た だ し、次 の① 又 は② の場 合 は、「保有 個人 デ ー タ」 で は な い 。

① その存否が明 らか にな ることによ り、公益その他の利益 が害され るもの※3。

②6か 月以 内 に消 去 す る(更 新 す るこ とは除 く。)こ とと な る もの 。

※3「 そ の存 否 が 明 らか に な る こ とに よ り、 公益 そ の他 の利 益 が 害 され るも の」 とは、 以 下

の場合を指 す。

1.そ の個人データの存否が明らか になることで、本人又は第三者の生命、身体 又は財 産

に危害 が及ぶおそれがあるもの。

事例)家 庭内暴 力、児童虐待の被 害者の支援 団体が、加害 者(配 偶者又は親権者)及 び被害者

(配偶者又は子)を 本人とす る個人データを持 ってい る場合

亘.そ の個人デー タの存否が明 らかになることで、違法又は不当な行為を助長 し、又は誘

発するお それがあ るもの。

事例1)い わゆ る総会屋等に よる不 当要求被害を防止 するため、事業者が総会 屋等 を本人 と

す る個人データを持 ってい る場合

事例2)い わゆ る不審 者、悪質なクレーマー等か らの 不当要求被害 を防止す るため、 当該行

為 を繰 り返す者を本人 とす る個 人デー タを保有 している場合

血.そ の個 人デー タの存否が明 らかにな ることで、国の安全が害 されるおそれ、他 国若 し

くは国際機 関 との信頼 関係 が損 なわれ るおそれ又 は他 国若 し くは国際機 関 との交渉

上不利益を被 るお それがあるもの。

事例1)製 造業者、情報サー ビス事業者等が、防衛 に関連す る兵器 ・設備 ・機器 ・ソフ トウ
エア等の設計、開発担当者名が記録された個人データを保有 している場合

事例2)要 人の訪問先やその警備会社が、当該要人を本人 とす る行 動予定や記録 等を保 有 し

ている場合

iv.そ の個人デ ータの存否 が明らかになることで、犯罪 の予防、鎮圧 又は捜査その他の公

共の安全 と秩序 の維持 に支障が及ぶおそれがある もの。

事例)警 察からの捜査関係事項照会や捜索差押令状の対象 となった事業者がその対応の過程で

捜査対象者又は被疑 者を本人とする個人デー タを保有 している場合
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本人か らの請求(本 人 データの開示べ本人 データの訂正 ・

追加 ・削除 、第三者提供 の停止)、 苦情処理 につ いて

個 人情報保護 法 ・施 行令では、 以下 の よ うに定 めてい ます。

(本 人 か らの開示請求)

「事業者 は、本人から、当該本人が識別される保有個人データの開示(当 該本 人が識別される保有個

人データが存在しないときにその旨を知らせることを含む)を求められたときは、本人に対し、書面の交

付 による方法(本 人が同意した方法があるときは当該方法)に より、遅滞なく、当該保有個 人データを

開示しなければならない」(第25条)

(保 有個 人デ ータの訂正等)

「事 業者 は、本人から、当該本 人が識別される保有個人データの内容が事実でないという理由によっ

て当該保 有個 人データの内容の訂正 、追加又 は削除を求められた場合には、原則として、利用 目的

の達 成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果 に基づき、当該保有個人デー

タの内容の訂正等を行わなければならない」(第26条)

(第三者提供の停止)

「事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個 人データが第23条 第1項(本 人の同意を得ない

第三者提供の禁止)の 規定に違反して第三者に提供されているという理 由によって、当該保 有個 人デ

ータの第三者への提供の停止を求められた場合であって、その求 めに理 由があることが判 明したとき

は、遅滞なく、当該保有個人データの第三者への提供を停止しなければならない。

ただし、当該保有個 人データの第三者 への提供の停止に多額の費用を要する場合その他の第三者

への提供を停止することが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わる

べき措置をとるときは、この限りでない」(第27条2項)

(苦情処理)

「事 業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理、並びに必要な体制の整備に努

めなければならない」(第31条)

Q20.こ れ ら本人 からの請 求 、苦 情 処 理 に対する現在 の貴社 の対応 体制をお答え下さ

い。(それぞれひとつず つ ○印)

本 人 デ ー 本 人 デ ー 第三者提 苦情処理

タ の 開 示 夕 の訂 正 、 供の停止

請求 追加、削除

1.既 に対応 体制が整 って い る 1 1 1 1

2.一 部 の対応体制が整 ってい る 2 2 2 2

3.対 応体 制 を整 えるべ く検討 中で あ る 3 3 3 3

4.対 応 について検討 を行 っていな い 4 4 4 4
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Q21.Q20で 本 人データの開示請 求 に対 し、対応体制 が整っている又は検討中であると

お答えの方 にお 聞きします。書面の交付等 による開示の方法は次 のうちどれですか。

(あてはまるものす べて○印)

-

(
∠

3

4

郵送

電子メール

画面 に表示

その他(具 体的 に: )

Q22Q20で 本 人データの訂正 、追加 、削 除請求に対し、対応体制が整 っているとお答

えの方 にお聞きします。どのような対応 体制 を整備されましたか。(あてはまるものす
べて○ 印)

-
■

り
'

3

4

問い合 わせ 窓 口を設 けた

保 有個 人 デー タ の内容 が事実 か どうか調査 し、 必要 に応 じて訂正 等及 び 本 人へ通 知

を行 う組織 を設 置 した

当該保 有個 人 デー タを速 やか に特定 し、訂 正 、追加 、削除 で きるよ うデ ー タベ ース

システ ム を構 築 した

その他(具 体 的 に:)

Q23.Q20で 第 三者 提 供 の停止 請 求 に対 し、対応体制が整 っているとお答えの方 にお

聞きします。どのような対応体制を整備されましたか。(あてはまるものす べて○印)

-
■

り
乙

O
O

4

5

第三者へ提供する個人データについては、全て本人の同意を得ている

問い合わせ窓口を設けた

事実関係を調査 し、必要に応 じて第三者提供の停止及び本人への通知を行う組織を

設置 した

当該保有個人データを速やかに特定 し、第三者提供を停止できるようデータベース

システムを構築 した

その他(具 体的に:)

Q24Q20で 現 在 対 応 体 制 が整 っていないとお答 えの方 にお聞きします。個人情報保

護法全 面施行までに対応体制は整うと思いますか。(それぞれ ひとつず つ○ 印)

本 人 デ ー

タ の 開 示

請求

本 人 デ ー

タの訂 正、

追加 、削除

第 三者 提

供の停止

苦情処理

1.対 応体 制 が整 う

2.対 応体 制 が整 いそ うに ない

1

2

1

2

1

2

1

2

Q25.対 応 体 制 を整 えるにあたって、障 害 とな る(な ってい た)事 項 は 何 で す か 。

11



Q26特 に発 売 後 のCD-ROM、DVD、 書 籍 等 オ フライン媒 体 で は個 人 デ ータの訂

正・追加 ・削除や第三者提供の停止が困難な場合があると考えられます。本人の権

利利益を保護するために必要な代替措置としてはどのような措置を行うことが適切だ

と思いますか。(いくっでも○印)

次版で修 正する

訂 正文書 を添付する

新 聞等 に訂正記事 を掲載する

自社ホームページに訂 正記事 を掲載 する

その他(具 体的 に:

Q27.苦 情 処 理 上、貴社 で課題 となるのはどのようなことですか。(あてはまるものすべ て○印)

本人の求めに応 じて保有個人データを特 定するのが困難

本人の求めが多数寄せられた場合 に速やかな対応 が困難

対応 に要する費用

対応 に要するマンパワー

対応 に必要な技術 力の不足

本人確認 の手法

その他(具 体 的に:

Q28.本 人 又 はその代 理 人であることの確認 の方 法(含 む 予定)は どのようなものですか。

(それぞれいくつでも○印)

本人の 代理人の場合

場合 本人分 代理人分

来所 運転免許証 1 1 1

健康保険証 2 2 2

パ スポー ト 3 3 3

印鑑証明書と実印 4 4 4

代理を示す旨の委任状 一 5 一

その他() 6 6 6

オンライン IDと パ スワー ド 7 7 一

その他() 8 8 8

電話 一 定の登録 情 報(生 年 月 日等) 9 9 一

コー ル バ ック 10 10 10

その他() 11 11 11

郵送 運転 免 許証 のコピー 12 12 12

住民票 13 13 13

代理を示す旨の委任状 一 14 一

その他() 15 15 15

Q29.個 人 情 報 の漏 えいがあった企 業 が支 出する損害賠償金や謝罪広告掲載 費用な

どを補償する賠償責任保険への加入 についてどうお考えですか。(ひとつ だけ○印)

-

(∠

3

4

ロ
」

既 に加 入 している

加入 予定 である

加入 を検討 している

加入 しない

検討 していない
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Q30.本 人 か らの請 求 や 苦 情処 理 につ いて、ご意見がございましたらご自由にお書きく

ださい。

安全管理(セ キ ュ リテ ィ)措 置 について

個 人情報保 護 法では、 以下の通 り定 めて い ます 。

i「事業者は、取り扱う個 人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人データの安全管理のたi

iめに必要かつ適切な措置を講じなければならない」(第20条)1

Q31.貴 社 では、個 人 データの安 全管 理 上、以下の取り組 みを実施していますか。

(それぞ れひ とつず つ○ 印)

実 部 実 検

施 ㊧ 施 討
し に を し

て 蓋 検 て
い し 討 い

る 《 中 な
る い

1.組 織 体 制の整備

〈例 〉

・個人データの安全管理 に関す る従業者の役割 ・責任 を内部規程等 に文書化 1234

・チ ー フ ・プ ラ イバ シー ・オ フ ィサー(CPO)の 設 置

・個人データ取扱 い作業 責任者の設置、作業担 当者の限定 等

2.個 人デ ー タの取扱い に関す る規程 等(各 処理 段 階での作業 手続 きや作 業
1234

担当者の権限等を記載)の 整備 とそれ らに従った運用

3.個 人 デー タ を取 り扱 う情報 シス テ ムの安全 管理 措 置 に関す る規 程 等 の
1234

整 備 とそれ らに従 った運用

4.個 人デ ー タ取 扱台帳(個 人デ ー タについ て、取得項 目、通知 した利用 目

的、保管 場所 ・方法 、ア クセ ス権 限 を有す る者 、利用期 限、その 他個 人 1234

データの適切な取扱いに必要な情報を記録 した台帳)の 整備

5,監 査計 画 の立案お よび計画 に基 づ く監査 1234
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従業者の監督 につ いて

個 人情報保護法 では、 以下 の通 り定 めてい ます。

i「事業者は、個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を行わi

iなければならない・(第2條)i

Q32.貴 社では従 業者 の監督 としてどのような措置を行っていますか。(いくつでも○印)

1. 雇用及び契約時に非開示契約を締結している
2. 秘 密保持 に関 し、就業規則 に含めて いる、 また は誓約書 を得 てい る

3. 個 人デー タ及 び情報 システ ムの 安全管 理 につい て全 ての従業者 へ教育 ・訓練 を実施 し

てい る

4. 個 人デー タ及 び情報 システ ムの安全管 理 にっ いて 関係部署 の従 業者 に限定 して教 育 ・

訓練 を実施 してい る

5. 個 人デー タにア クセス で きる権限 を職務 ・個 人 毎 に制 限 して いる

6. ビデオ、 オン ライ ンに よるモ ニタ リング を実 施 して い る

7. 退職者、異 動者の アクセス用ID・ パス ワー ドは速 やか に無効 に して い る

8. 特 に実施 してい ない

9. その他(具体的に:)

〈参考 〉「従業者」の定義(経 済省ガイドラインより転 載)

「従業者」とは、個人情報取扱事業者の組織内にあって直接間接に事業者の指揮監督

を受けて事業 者の業務 に従事 して いる者 をいい、 雇用 関係 にある従 業 員(正 社 員、契

約社 員、嘱 託社員、パ ー ト社 員、 アルバ イ ト社 員等)の み な らず、取 締役 、執 行役、

理 事、監査役 、監事、 派遣社員等 も含 まれ る。

Q33. 従業者の監督実施上の課題となっていること等がありましたら、ご 自由にお書き下

さい 。

委託先の監督 につ いて

個人 情報保護 法 では、

i「個 人データの取扱いの全部又は一部を委託する場 合は、個人データの安全管理が図 られるよう、委i

i託先に対する必要かつ適切な酷 を行わなければならな・・」(第22条)i
l

と定 め てい ます。

Q34.貴 社 では委託 を行 っていますか。(あてはまるものす べて○印)

1. 個 人デ ータの収 集 を委 託 してい る

2. 個 人デー タの入 力 ・加 工 を委託 してい る

3. 個 人デー タの移 送 を委 託 してい る

4. 個 人デー タの保 管 を委 託 してい る

5. 個 人デー タの廃 棄 ・消 去 を委託 してい る

6. 個 人デー タを含 むデ ー タベー スの販売(提 供)を 委託 してい る

7. 個 人デー タを処 理 す る情報 システム をア ウ トソー シング してい る

8. 委託 して いない

14



Q35貴 社 で は委 託 先 の監 督 としてどのような措置を行っていますか。(あてはまるもの

すべ て○印)

卍

2

3

4

5

a

7
.
a

9

0

自社 が定 め た安全管 理基準 に合 致 した業者 のみ委託 先 として起用 して いる

定期 的 に委託先 に立 ち入 り検査 を実施 してい る

自社 が定 め た安全管理措 置を盛 り込 んだ委託契約 を締結 してい る

委託契 約時 に非 開示契約 を締結 して いる

再委託 を禁止 してい る

契約終 了時 の個 人情報 の返却 ・廃棄 を契約書 に明記 して い る

覚 え書 きを取 り交わ してい る

特 に成 文化 は してい ないが、担 当者 同士で 口頭で確認 してい る

特 に実施 していな い

そ の他(具 体 的 に: )

Q36.委 託 先 の監 督実 施 上の課題 となっていること等がありましたら、ご自由にお書き下さい。

貴社 につ いて お伺 い します 。

Q37.貴 社 全 体 の従 業 員数 は何 人ですか。(ひとつだけ○印)

-.

う'

50人 未 満

50～99人

3.

4.

100～499人15.11,000人 以 上

500～999人

貴社の個人情報保護 ガイ ドライン等 につ いて お伺 い します。

Q38.貴 社 では、個 人 情報 保 護 についてのガイドラインや指針 ・社 内規 定など(以 下ガイ

ドライン)を 成 文化 していますか。(ひとつだけ○ 印)

4
ー

∩
∠

3

4

5

全社 的 に個 人情報保護 につい て ま とめた規 定が あ る

個 々の部 内規定 と して、 も し くは関係 部署 ご とに個人情 報の取扱 い につ いての記 述

や規 定 があ る

成 文化 されて いないが、現在 作成 中であ る

現在 成 文化 されていない が、 作成 しよう と考 えて いる

作 成の 予定は ない

Q39(作 成 の予定はないとお答 えの方 へ)

個 人 情報 保 護 についてのガイドラインの作成予定がない理 由について、お差し支 え

がなければ具体的にお教えください。
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Q40.貴 社 にお い て 、ガイドラインは 遵 守 され てい ます か 。(ひ とつ だ け○ 印)

-
■

り
白

3

4

全社 的 に遵守 されて い る

必要 な部署で 遵守 され てい る

あ ま り遵守 されてい ない

まった く遵守 されて いない

Q41(遵 守 され ていないとお 答 えの方 へ)貴 社 でガイドラインがうまく機 能 しない理 由に

ついて、お差し支えがなければ具体的 にお教 えください。

Q42.そ の他 、個 人 情 報保 護 法を順 守 して行くうえで、課題となっている事項等 がありま

したら、ご自由にお書き下さい。

恐 れ入 ります が、

～ ご協 力 あ りが と う ご ざい ま した～

ご回答頂い たア ンケー ト用紙 は、 同封 の封 筒 にて ご返送 くだ さい。
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FAXに よ る返 送 先:03・5296-5107㈱ 日経リサーチ 人物情報データベース被掲載者の意識調査(N・.421142)担 当 長野 坂巻宛ご
人物情報データベース被掲載者の意識調査

本 調 査で は、人物 情 報 デー タベースに掲 載 され ているビジネスパーソンの 方 に、データベ ース上での個

人情 報 にっいての意識 をお伺 いします。(なお、本調査のご回答 内容によって、各データベースの登録 内容に

反映されるわけではございません。)

ここでいう人物 情 報 データベ ースとは、日外アソシエーツ現 代 人物情 報 、WebWHO(日 外 アソシエーツ

人物 ・文 献 情 報)、東 京 商 工リサーチ経 営 者 情 報 、ダイヤモンド役 員 ・管 理職 情 報 、ダイヤモンド人事 異

動 ・組 織 改革 情 報 、日経Who'sWho、 東 洋 経 済役 員 情報 、朝 日新 聞 人物 デ ー タベ ース、読 売人 物

データベ ース等の 、主に企 業の経 営 者 ・役 員等 を対象 とした個 人情 報 を含 むデータベー スを指 します。

Ql.こ のような人物 情 報 データベ ース上で、あなたが提供 してほしくないと感じる個人

情報は、どのような項 目ですか。(あてはまるものす べて○ 印)

1.氏 名

2.勤 務先 社 名

3.勤 務先 部 署 名

4.勤 務先 役 職 名

5.勤 務先 住 所

6.勤 務 先電 話 番 号

7.勤 務 先メールアドレス

8.自 宅 住 所

9.自 宅 電 話 番 号

10.生 年 月 日

11.↑ 生別

12.出 身 県

13.学 歴

14.職 歴

15.家 族 構 成

16.趣 味

17.著 作 物 、論 文 等

18.経 済 状 況

19.顔 写 真

これ らの 項 目は20
. 提 供 されてもかまわない

Q2.こ のような人物 情報 デ ー タベ ース上で、あなたのお立場からして提供 されてもか

まわないと感じる個人情報は、どのような項 目ですか。(あてはまるものす べて○印)

1.氏 名

2.勤 務 先社 名

3.勤 務 先部 署 名

4.勤 務 先役 職 名

5.勤 務 先 住所

6.勤 務 先 電話 番 号

7.勤 務 先メールアドレス

8.自 宅 住 所

9.自 宅 電 話 番 号

10.生 年 月 日

11.'性 別

12.出 身 県

13.学 歴

14.職 歴

15.家 族 構 成

16.趣 味

17.著 作 物 、論 文 等

18.経 済 状 況

19.顔 写 真

人 物情 報 デ ータベ ースで20
. 提供 されたくない

Q3.あ なたの役職 はどれにあてはまりますか。(もっともあてはまるものひ とつ に○印)

1代 表 権 を持 つ役 員(取 締役と監査役と顧問・相談役・名誉会長等)3執 行役 員 ・執 行 役

2代 表 権 を持 たない役 員(取締役と監査役と顧問・相談役・名誉会長等)4部 長 職(部 長以上役員未満の職)

Q4.貴 社全 体の従業 員 数 は何 人ですか。(ひとつ だけ○印)

150人 未満

250～99人

3100～499人

4500～999人

51,000人 ～4,999人

65,000人 以 上

Q5.貴 社 は 上 場 ・公 開 され てい ます か 。(い くつ でも○ 印)

1.東 証1部

2.東 証2部

3.マ ザ ーズ

4.大 証1部

5.大 証2部

6.ヘ ラ クレス

7.名 証1部

8.名 証2部

9.セ ン トレックス

10.そ の 他 の 地 方 上 場

11.JASDAQ(ジ ャスダ ック)

12.上 場 して いな い

～ ご 協 力 あ り が と う ご ざ い ま し た ～

恐 れ 入 りま すが 、 ご 回答 頂 い た ア ンケ ー ト用紙 は、王 威 」_Z!IE2-EL2_5E_〈,fSま で に

同封 の封 筒 に て ご返 送 い た だ くか、FAXに て ご返 送 くだ さ い。

譲渣主体:(財)データベース振興センター
調査実施機関:(㈱日経リサーチ
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データベース収録者の個人情報に関する意識分析

2005.3.28

日外 ア ソ シエ ー ヅ

2005年4月 よ り個人情報保護 法が全 面施行 となる。個 人情報 の第三者提供 については、大多数の人が

容 認 しない、 とい う意 見 があ る一 方、2003年7月 にNRIセ キ ュア テ ク ノ ロジ ー ズ株 式 会 社

(http:〃www.nri-secure.co.jp/)が インターネ ッ ト利用者 に対 して行 った調査では、氏名や住所は個 人情

報 にあた らない、 とす る人が過半数 を占めるなど、個人情報保護法 に定 め る個 人情報 とはずれが認 め

られる。

個人情報の定義 とその公 開の是非 について は、調査 する母集 団によって大 き く変わる。そ こで、人物

デー タベース搭載 者 とい う集合 での個 人情報に関する意識 を調査 するため、2003年 と2005年 に 口外

アソシエーツ株式会社 で行 った、2度 にわ たる大規模 アンケ ー トにも とついて分析 した。

1.「 現代 日本執 筆者大 事典 第4期 」(全4巻,2003)刊 行 の際 の本 人ア ンケ■・一ート

口外アソシエー ヅでは、2003年11月 に 「現代執 筆者大事典 第4期 」 を刊行 したが、その際に、

収録予定者 に対 して、個人情報 の確認 と公開の是非 について アンケ ー トを行 った。同書籍 は、「創作

及び、 自然科学 系を除 く、 日本国内の新 聞 ・雑誌 ・書籍 の執筆 者」 を対象 に した もので あ り、 その

性格上、ア ンケー トの発送対 象者は人文社会 系研究者 ・評論家 ・ジャーナ リス トが 中心 とな ってい

る。 また、 アンケー トには、回答はデータベース上でも公 開され る旨を明記 してある。

発送総数は12,643名 で、60%に あた る7,626人 の 回答 を得 た。この うち、掲載拒 否者(=全 面的公

開拒否者)は165人(22%)で あ る。回答者の中か ら、無作為で抽 出 した500人 をサ ンプル と して、項

目別 の公開是非 を調査 した。なお、 この500人 の分布は以下のよ うにな っている。

・生年別では、1920年 代 以前57人 、1930年 代150人 、1940年 代121人 、1950年 代106人 、1960

年代以降65人 、不明1人(記 入拒否)。

・職業別では、人文系研究者278人 、 自然科学系研 究者19人 、 文筆業73人 、ジ ャーナ リス ト30

人、個人サー ビス業(弁 護士 な ど)25人 、その他75人 。

a)自 宅住所

公開拒否は66%(329人)。 約2/3に あたる方が公開を拒 否。

・生年別では、1920年 代 以前38%、1930年 代49%、1940年 代69%、1950年 代88%、1960年

代以降88%。 戦前生 まれでは公開拒 否は半分以下だが、いわ ゆる``団 塊の世代"以 降は、公開

を認めるのは10%強 でほぼ一定 してい る。

・職業別で は、人文系研 究者65%、 自然科学系研究者74%、 文筆業53%、 ジャーナ リス ト77%、

個人サー ビス業(弁 護士 な ど)84%、 その他69%。

勤務先を持 たない文 筆業 のみ、やや公開率が高い。 これ は仕事 を受け る際の連絡先 と して 必要 な

ためと推定 される。

b)自 宅電話

公 開拒否は88%(442人)。 住所 と比べて圧倒 的に公 開率 が低 い。

・生年別では、1920年 代以前81%、1930年 代81%、1940年 代93%、1950年 代94%、1960年

代以降94%。 各年代 を通 じて公開 してい るのは20%未 満 。特に戦後生では6%前 後 で一定 。

・職業別では、人文系研究者89%、 自然科学系研 究者89%、 文筆業79%、 ジ ャーナ リス ト100%、

個人サー ビス業(弁 護 士な ど)96%、 その他87%。 職 業に よる差は少 ないが、ジャーナ リス トや弁

護士な ど、個人 の名前 で仕事 をする人達は まず公開 しない。
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c)メール ア ドレス

公開拒否は78%(392人)。 メールア ドレスがないために記 入 もない、とい うもの も含 むため、本来

的な 「公開拒 否」の比率はや や低 いはずだが、過半数が メー ルア ドレスを公開 しない とい うこと

にはかわ りがない。

・生年別では、1920年 代以前93%(未 取得が多いと思われ る)、1930年 代86%、1940年 代81%、

1950年 代71%、1960年 代 以降61%。 この項 目のみは、若い人ほ ど公開率が高いが、 それで も

公開 しているのは全体 の半分以 下にす きなか った。

・職業別では、人文 系研究 者83%、 自然科学系研究者63%、 文 筆業77%、 ジャーナ リス ト73%、

個 人サー ビス業(弁 護 士 など)64%、 その他75%。 この項 目も職業 による差はほ とん どない。

ちなみに、上記3項 目すべて公 開 しているのは4%(22人)、 すべて拒否 してい るのは34%(169人)で

ある。上記以外にも、生年 月 日、出生地、学歴、連絡先住所、受賞歴 な ど10項 目以上 を用意 したが、

出生地の拒否がO.8%あ るだけで、その他の項 目の拒否はほ とんどい なか った。

II.人 物情報 デー タベー スWHO収 録 者 に対 するア ンケー ト(2005)

2005年1～3月 にかけて、人物データベースWHOの 収録 者に対 して、データ内容 の確認 な らび

に、公開の是非 について大規模 なアンケー トを行 った。発 送総数は33,235人 で、 この原稿 を書いて

いる時点での回答総数 は5,462人(16%)。 高齢や公職引退 によ る掲載辞退180人 を除 くと、公 開拒 否

者 は616人(11%)で あ る。最終発送か ら1ヶ 月ほ どしかた って いない時期 のため、回答率はその後上

昇 する予定 。一方、公開拒否の反応は すばやいため、公 開拒 否率は漸減の見込み。

本 アンケー トの対象者 は、 日本国 内の新聞 ・雑誌 ・書籍 な どの執筆者、及び、 マスコ ミで と りあ

げ られ る人物。分野 的には、政治家 ・企業人が少 ない以外 は、かな り幅広 く対象 と してい るが、「現

代 日本執筆者大事典 第4期 」の問合 せ対象者 は除外 してい るため、人文 系研究者や ジャーナ リス ト

な どは少ない。

調査時点 が回答 中とい うこともあ り、ある特定 の 日付の ものか ら回答順 に連続500人(4日 分程 度)

を抜 き出してカウン トした。 この500人 の分 布は以下のよ うにな ってい る。

・生年別 では、1920年 代 以前121人 、1930年 代170人 、1940年 代116人 、1950年 代58人 、1960

年代以降33人 、不明2人(記 入拒否)。

・職業別 では、人文系研究者126人 、 自然科学 系研究者220人 、文筆業49人 、医師23人 、音楽家

30人 、 その他52人 。

ア ンケー ト到着後、 比較 的短い期 間で回答 した方に限 られて いるためか、発送対象者全体 と くらべ

て回答者の年齢層 がやや高いの が特徴 。 また、アンケー トに慣 れてい るとみ られ る研究者 の回答率

が高 く、芸術 ・芸能関係者 か らの回答 率は低 い。

a)自 宅住所

公開拒否は61%(303人)。 この比率 は 「現代執筆者大事典」 よ りもかな り低 い。

・生年別では、1920年 代以前33%、1930年 代55%、1940年 代74%、1950年 代88%、1960年

代以降94%。 やは り"団 塊の世代"以 降は、公開を認め るのは10%強 。特 に1960年 以 降生 ま

れでは、公 開を認め るのはわずかに6%で しかない。

・職業別では、人文 系研 究者79%、 自然科学系研 究者56%、 文筆業43%、 医師61%、 音楽家63%、

その他54%。

ここで も、勤務先 を持 たない文筆業 は公開率が高 い。 これ は仕 事 を受け る際の連絡先 として必要

なためであろ う。

b)自 宅電話

公開拒否は74%(370人)。 や は り、住所 よ りも高い値 を示 してい る。

19



・生年別では、1920年 代以前53%、1930年 代69%、1940年 代89%、1950年 代91%、1960年

以降100%。 戦後生では10%未 満 とな り、40歳 以下で 自宅電話 を公開 する人はいない。

・職業別で は、人文 系研究者87%、 自然科学系研 究者71%、 文筆業69%、 医師74%、 音楽 家67%、

その他87%。 職業 による差 は少ない。

c)メ ール ア ドレス

公 開拒否は73%(367人)。 メールア ドレスがないために記入 もない、とい うもの も含むためが、過

半数 がメールア ドレスを公 開 しない とい う状況 は 「現代執筆者大 事典」の アンケー トと同 じ。

・生年別では、1920年 代以前89%(未 取 得も多 いと思われる)、1930年 代74%、1940年 代70%、

1950年 代53%、1960年 代 以降55%。 この項 目のみは、若い人 ほ ど公 開率が高いが、 それで も

公開 しているのは全体 の半分以 下。

・職業別で は、人文 系研究者67%、 自然 科学系研究者73%、 文筆業82%、 医師87%、 音楽家70%、

その他79%。 この項 目も職業 に よる差はほ とんどない。

上記3項 目すべて公 開 してい るのは8%(41人)、 すべて拒否 して いるのは45%(223人)で ある。いず

れ も、「現代 日本執筆者大事典」の調査 よ り増加 してお り、データベ ース及 び、個人情報に対す る意

識が両極端 になっている傾 向がみ られ る。特に、1960年 以 降生 まれでは、52%が3項 目すべてを拒

否 している。

d)そ の他の項 目

上記以外 にも、約30項 目にわ たって 回答 な らびに許諾 をも とめた。そ の中で は、生年月 日につい

ての拒否が多い。生年月 日すべて拒否が10%(51人)、 生年のみ、或 いは月 日のみ拒 否が3%(17人)。

あわせて、13%が 生年月 日の完全公 開 を拒否 してい る。 ちなみ に、 男女比で は、 男性 の拒否率 は

11%、 女性 の拒否率は41%(い ずれも一部非公開も含む)。この他 では、出生地の拒 否が6%(33人)。

満州や朝鮮 など、戦前の外地生 まれの 方に公開 を拒否 する傾 向が強い。

それ以外では、本名が1人 、学歴が1人 、連絡先電話が1人(い ずれ も0.2%)あ ったのみで、経歴、

肩 書、受賞歴、性別、専門分野 な どの公 開拒否はみ られなか った。

III.総括

以上2回 のアンケー トのサンプル調査によって、以下のような傾向が推測される。

まず1つ は、年齢によって個人情報に関する接 し方が違うという点である。全般的に、年齢が高

いほど個人情報の公開には寛大であ り、逆に40歳 以下では公開に対 して非常にシビアである。一方、

職業的な差はあまりみられない。

また、データベース収録対象者は、個人情報に対 して、一般とはやや違った意識を持っているこ

とが窺える。マスコミなどを活躍の場 とする人にとっては、自らの情報 を不特定多数に公開するこ

とが、 ビジネスの拡大につながる可能性が高い。そのため、一般人では積極的に公開することのな

い、学歴や連絡先の電話、 といった項 目も、公開を拒否するケースは非常に少ない。

その一方で、自宅の住所 ・電話といった項目については、個人情報が話題になる以前か ら、「身を

守るため」という理由で厳重に公開を拒否する人が多かった。現在では、公開した方が仕事を受け

やすい、と判断した人のみが公開 しているとみられる(公開している住所や電話が本当に自宅である

かどうかは判断がつかない…事務所の可能性もある)。

それ以外の項目については、 ビジネスとは直接結びつかない可能性が高い生年や出生地にっいて
一部の公開拒否があるものの、全体的には公開している。これは、すでに著書や雑誌執筆の際の著

者紹介、あるいは取材記事などで広 く公開されていることが多いため、いまさら非公開とする意味

がない、と考えているか らであろう。

従って、マスコミ等で活躍する人を対象 としたデータベースの収録対象者について、一般と同 じ

基準を適用することは、む しろ収録者本人の利益を損なっている可能性もあるといえる。
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